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番 号 陳情第 62号

件 名 行政にかかる諸問題について

審 査

委員会
議会運営委員会

審査日 12月 16日

(審査結果)

第 6項
「広報さかい」に掲載している「議会のうごき」は、本会議や委員会において議論した事項

を、議事の記録に基づきできるだけ詳しく掲載するとともに、重要な議案に対する決定の結果

を表の形式にした会派等別の賛否の一覧を掲載するなど、内容の充実を図つてまいりました。

今後とも、この「議会のうごき」をはじめ、議会に係る広報は、市民の皆様によリー層分か

りやすい掲載内容となるように努めてまいりますので、ご理解のほどよろしくお願いします。
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番 号 陳情第 62号 所管局 市長公室

件 名 行政にかかる諸問題について

第 7項 (政策企画部)(文化観光局観光部観光企画課)(産業振興局産業戦略都産業企画課 )
本市の副首都推進本部への参画については、大阪府、大阪市と連携を図り、大阪全体の成

長・発展に向けた戦略等を検討し、本市の成長につなげていくことを目的としたものです。同

本部への参画により、引き続き連携を強化し、本市における成長に向けた取組を推進していく

必要があると認識しています。

なお、本市は、カジノを含む統合型ヅゾー ト (IR)の誘致には関わつていません。

第 8項 (広報戦円各部広報課)
「広報さかい」は、令和 2年度に策定した広報戦略に基づき、行政からのお知らせに加え、
市の魅力や変化、セーフティネット情報を大きく伝える「特集」を組み入れた紙面で構成して

います。

また、紙面には限りがあるため、各担当課から提出される原稿を厳選したうえで、二次元コ

ードを活用するなど、情報量を精査して掲載しています。

幅広い読者の方に情報をお届けするため、イベント情報についても、なるべく多くの方に参

加いただけるようなものを優先的に掲載しているところです。

今回、ご指摘がありました「コクリコさかい」に関しては、多くの方が参力日いただけるイベ

ントの開催に合わせる形で、令和 4年 8月 号で特集記事を掲載しました。「コクリコさかい」
が幅広い世代に親しまれていることをPRするため、利用者のインタビューもお届けし、イベ
ントの紹介に留まらず、男女共同参画センターの相談ダイヤルなども掲載しました。

また、「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金 (令和 4年 6月 号)」 や
「電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金 (令和4年 11月 号)」 など、セーフティネ
ットに関する情報は紙面を割いて伝えることで、情報が得られない事による不利益 。不平等が

生まれないようにお届けしています。

今後も毎月、特集を組み入れながら、市の重要施策や市政情報をはじめ、市民の暮らしを守

るセーフティネットに関する情報などを幅広くお届けし、市民の期待に応える広報活動に努め

ます。
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番 号 陳情第 62号 所管局 市政集中改革室

件 名 行政にかかる諸問題について

第 9項 (市政集中改革室)

本市の財政は、平成 28年度以降、恒常的な収支不足が生じ、令和 3年 2月 に公表した財政
収支見通しにおいて、近い将来に基金が枯渇することが見込まれる危機的な状況にあつたこと

から、同年 2月 に「堺市財政危機宣言」を発出、同年 10月 には「堺市財政危機脱却プラン

(案 )」 を策定し、市政全般にわたる改革に取り組んでいます。

令和 4年 2月 に公表した財政収支見通しでは、同プラン (案)の取組や市税等の増加などに

より大幅な収支改善が図られたものの、同プラン (案)の取組をすべて実施した場合において

も、なお依然として収支不足が続く厳しい財政状況にあることから、今後、プラン (木安)の取

組を着実に推進し、また更なる取組の追加・具体化を図る必要があると考えています。

また、令和 3年度決算では大幅な収支改善となつたものの、これは地方交付税や臨時財政対

策債が大幅に増加したことや、令和 4年度以降に還付が必要な国費・府費の収入超過等による

もので一時的な改善であると認識しています。

同プラン (案)の取組を進め、安定的な財政基盤を構築することにより、住民サービスの維
持・拡充のための更なる投資や新たな行政課題への機動的な対応が可能となり、市民の皆様が

安心して暮らすことができる市政運営を確保できるものと考えており、今後も改革を着実に推

進していきます。
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番 号 陳情第 62号 所管局 ICTイ ノベーション推進室

件 名 行政にかかる諸問題について

第 10項 (ICTイ ノベーション推進室)(健康福祉局長寿社会部国民健康保険課・医療年金
課)

国が推進する健康保険証とマイナンバーカードの一体化は、マイナンバ‐カー ドを利用して

医療機関等を受診していただくことで、診療記録などをその場で引き出すことができるように

なり、データに基づいたより良い医療を受けられるようになることから、利便性の向上につな

がるものと考えていま坑

なお、国民健康保険及び後期高齢者医療制度における現行の健康保険証の取扱いについて

は、今後の国の動向を注視していきます。
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番 号 陳情第 62号 所管局 財政局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 11項 (財政部財政課)
国に対する「令和 4年度新型コロナウイルス感染症対策に関する要望書」において、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大防止、地域経済の活性化など、新型コロナウイルス感染症への対策

として必要な財政支援を継続することを要望しています。

また、本市を含めた政令指疋
~者
呂市 20市が参画している指定都市市長会から国に提出してい

る「大者Б市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望」において、感染症対応に必要な

財政措置について要望しています。

5



番 号 陳情第 62号 所管局 選挙管理委員会事務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 12項 (選挙管理委員会事務局)
選挙公報は、公職選挙法第 170条において、国政選挙での配布期間を選挙期日の2日 前ま
でに各世帯に配布するものと定められていますが、期日前投票の投票割合が増加していること

もあり、近年、より迅速な配布が求められているものです。

しかしながら、期日前投票は公示日の翌日から開女台されるため、選挙公報の作成・酉己布準備

に要する時間が必要であることから、どうしても酉己布を期日前投票期間の初日に間に合わせる

ことはできません。

選挙公報については、本市への納品後、配布洩れを防ぎながらできるだけ速やかな配布に努

めているところです。また今後においても、より迅速かつ確実な配布に努あるとともに、ホー

ムページヘの掲載や市政情報コーナーでの配架、期日前投票所での閲覧等の補完措置を引き続

き講じていきます。なお、これら補完措置の周知方法については、検討をしてまいりますので

ご理解いただきますようお願いします。

第 13項 (選挙管理委員会事務局)
誰もが投票しやすい環境づくりは重要なこと考えております。現在 132箇所全ての投票所
では、段差解消や点宇器、車イス、コミュニケーションボー ドなどを設置しております。

郵便投票の対象者を現行の「要介護 5」 から「要介護 4」 及び「要介護 3」 全体に拡大する

よう指定者Ь市選挙管理委員会連合会において、法改正要望を行つています。引き続き本年度に

おいても法改正要望を行つていく予定となっております。

選挙当日の投票所は、交通の利便性等を考慮するとともに、地域住民のご意見、ご要望を勘

案し、投票区内の選挙人に身近にある学校や自治会館等をご投票所としてお借りして設置して

おります。今後とも地域の方々のご意見を伺いながらよりよい投票環境の整備を図つていきま

坑

なお、堺市内のどこでも近くで投票できる投票所、いわゆる共通投票所の設置には、市内所

132箇所の投票所をセキュリティの確保された専用の通信ネットワークで繋ぎ、投票情報を
一括管理できる投票システムを導入しなければ二重投票の防止等適正な執行管理ができませ

ん。

そのためには、システムの導入に加え、投票所としてお借りしている学校の体育館や地域会

館等の通信インフラの整備が不可欠となることから、本市での共通投票所の設置は難しいと考

えております。
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番 号 陳情第62号 所管局 市民人権局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 14項 (市民生活部消費生活センター)(健康福祉局生活福祉部地域共生推進課 。長寿社会
部長寿支援課・障害福祉部障害施策推進課)(子 ども青少年局子ども青少年育成部子ども家庭

課 。子ども相談所育成相談課)

本市では、生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者自立相談支援機関として「堺市生

活・仕事応援センター」を開設し、生活困窮者に対する相談支援やハローワーク等と連携した

就労支援等を実施しています。引き続き、関係機関と連携して、生活困窮状態にある方に対す

る支援を行います。

障害者虐待に関しては、健康福祉局に対応窓口を設置し、虐待を受けた方の安全の確認、安

全の確保、その後の自立の支援を幅広く行つており、必要に応じて庁内の関係機関に協力を要

請しながら対応を行つております。

また、高齢者虐待に関しては、市内の地域包括支援センターが、関係機関と連携し、対応に

あたっています。

子ども相談所及び各区子育て支援課では、 18歳未満の子どもとその保護者を対象に、子ど
もに関する様々な相談をお受けしています。児童虐待や不適切な養育に至る背景は様々で、

「保護者の宗教などへの信仰が影響していると考えられる場合」に限らず、個別の事例に関し

て、子どもの状況、保護者の状況、生活環境等を把握し、適切に対応しています。

第 15項 (男女共同参画推進都生涯学習課)
公民館は、社会教育法第 20条に基づき、生涯学習の振興、地域振興、住民相互の親睦を図
ることを目的として設置しており、お住まいの区域に関わらずどなたでもご利用いただけま

す。公民館の増設予定はございませんが、現在市内に設置している6館を学習活動やコミュニ

ティ活動の場として、幅広くご活用ください。

今後とも、利用者の声を聞きながら、市民の皆様の身近な生涯学習施設として、利便性の向

上に努めたいと考えていますので、ご理解をお願いします。

第 16項 (男女共同参画推進部男女共同参画センター)
利用者の多様な要望に応えるために、男女共同参画交流の広場や生涯学習施設など、既存施

設との連携を図りながら、活動の場の提供に努めたいと考えていますので、ご理解を願いま

現
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番 号 陳情第 62号 所管局 市民人権局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 17項 (男女共同参画推進都男女共同参画推進課)(教育委員会事務局学校教育部学校保健
体育課)

本市では、経済的理由等により生理用品を入手できないなどの「生理の貧困」の問題に対応

するため、昨年度に引き続き今年度も「困難を抱える女J性への支援事業」を実施しています。

本事業では、生理用品の配布をきっかけに、困難を抱える女性を相談 。支援につなげること

を目的として、男女共同参画推進課、男女共同参画センター、男女共同参画交流の広場、各区

役所、社会福祉協議会などで、相談窓日の案内カー ドを同封した生理用品の配布を行っていま

す。

また、学校では、児童生徒から生理用品の持参を忘れた旨等の相談を受けた場合には、児童

生徒の心身の健康状態等について把握するため、保健室等で対面による個別の対応を基本とし

ています。

なお、各校において、衛生面や安全面での懸念がないと判断できる場合には、対面による配

布と並行して、 トイレ等に設置する方法での配布もしています。
生理用品を十分に入手できない状況にある女性には、経済的な困難だけでなく、様々な背景

や事情があると考えられます。

今後も、困難を抱える女性を相談や支援につなげるために有効な函節 方法や配布場所等につ

いて検討します。

第 18項 (人権部人権推進課)(教育委員会事務局学校教育部人権教育課)
本市では、LGBTQ等 の性的少数者の人権問題について理解促進を図るため、堺市ホーム
ページヘの掲載をはじめ、講演会の開催、大型商業施設や各区民まつりにおけるパネル展示な

どの啓発事業を実施しています。

本市の学校園に対しては、令和4年 5月 に作成した「学校園における性の多様性升尊重する
対応について (教職員向け)」 イこ基づき、当該児童生徒に対して適切に対応していくよう啓発

しています。あわせて、「性的指向及びサ性自認に関する人権についての教育」を推進するた

め、教職員自身が基本的な知識を理解するための研修動画及び子どもたちが主体的に取り組め

るような指導案を作成し、学校園に送付しています。

また、児童生徒及び教職員を対象に、当事者の方を講師とした人権学習会や研修会を各学校

で実施しています。

今後も、全ての人が自分らしく安心して暮らせる社会の実現に向け、啓発を推進します。

第 19項 (人権部人権推進課)
本市においては、堺市議会による「非核平和都市宣言に関する決議」の趣旨を踏まえ、施策

に取り組んでいます。
「核兵器禁止条約」につきましては、本市も加盟している平和首長会議から、日本政府に対

して署名 。批准を求めています。
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番 号 陳情第 62号 所管局 市民人権局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 20項 (人権部人権推進課)
日本国憲法、中でも第 9条につきましては、さまざまな議論がなされていることは認識して

います。しかしながら、憲法改正につきましては、国権の最高機関である国会での発議を経

て、国民投票により判断されるべきものと考えています。

本市としましては、今後とも「堺市平和と人権を尊重するまちづくり条例」や 「非核平和者Ь

市宣言に関する決議」の趣旨を踏まえ、平和社会の実現に向けて取り組みます。

第21項 (人権部人権推進課)
本市では、「堺市平和と人権を尊重するまちづくり条例」や「非核平和都市宣言に関する決

議」の趣旨を踏まえ、平和と人権資料館における戦争の実相を伝える展示や、平和を啓発する

事業の実施など、平和に関する取組を推進してきました。

今後も、戦争の悲惨さ、平和の尊さを、次世代に伝えていくことで、平和社会の実現を図り

ます。
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番 号 陳情第 62号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 22項 (保健所感染症対策課)
大阪府における標記無償配布事業の申請 。配布期間をふまえ、大阪府による周知のほか、本

市でも市ホームページ、LINEoWEBコ ロナ相談で周知を行つており、力日えて保育所 。幼
稚園・小学校等に対しても、本市施設所管課から周知を行つているところです。

今冬は新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザの同時流行が生じる可育留性がある

ことから、医療提供体制がひつ迫することも懸念されています。

このような中、冬季の感染拡大への備えとして、子どもも含め、検査キットを備蓄いただく

ことが重要であると考えております。

このため、本市ホームページでも検査キットの販売薬局のリストを掲載するほか、市民の皆

様に対して検査キットの備蓄を呼びかけていきますので、ご理解をお願いします。

第 23項 (保健所感染症対策課)
大阪府の取組として、現在 (令和 4年 11月 21日 時点)、 大阪府民の方を対象に感染不安
のある無症状の方への無料検査事業を実施しており、協力薬局や検査センター等において、P
CR検査や抗原忠l生検査を受けることができる体制を構築しております。
また、大阪府からの要請に対応し、本市医師会及び市内医療機関と連携し、特に重症化リス

クの高い方を適切に医療につなぐため、臨時発熱外来の設置を進めております。

医療体制及び検査体制の確保は、感染拡大防止に欠かせないと考えており、今後も継続的に

取り組んでいきます。

第24項 (障害福祉部障害福祉サービス課 。長寿社会都介護事業者課 。保健所感染症対策課)
本市では、施設での感染の拡大を防止するため、感染拡大防止コーディネ▼ター派遣事業と

して、陽性者が発生した施設からの電話相談やコーディネーターを派遣し、ゾーニングを含め

た施設の状況に応じた実行可能な対策について助言・指導を行つています。

また、施設等に対して施設内で適切な療養体制を確保できるよう、必要に応じて防護服やグ

ローブなどの衛生用品の配布や通常のサービス提供では想定できない「かかり増し経費」の補

助、「施設内療養支援金」として、施設内療養者 1人当たり、 1日 につき3万円を支給するな
ど法人負担の軽減を図つています。

さらに、障害分野では、令和 4年度にゾーニング等が困難な入居・居住系事業所が民間賃貸

住宅等を陽l生者等の療養場所として一定期間賃借した場合の家賃等の経費について月 20万円
を上限とし補助を行う「民間賃貸住宅等賃借事業補助金」を創設しました。

なお、入院、入所調整に際しては、障害の有無等にかかわらず、患者それぞれの症状により

優先順位を付けざるを得ませんが、患者の方の特J陛に応じ、適切に対応できる病院又は宿泊療

養施設に入所等ができるよう、引き続き大阪府に対し要望していきます。
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番 号 陳情第62号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 25項 (長寿社会部国民健康保険課)
平成 30年度から者Б道府県が財政運営の責任主体として国民健康保険の運営の中心的な役割
を担うことで財政運営の安定化を図り、制度の持続サ陛を高めることを目的とした国民健康保険

制度改革が実施されました。これに伴い、大阪府は、法に基づく大阪府国民健康保険運営方針

を策定し、平成 30年度からの保険料率の統一などを定めました。
大阪府国民健康保険運営方針では、平成 30年度から令和 5年度まで最大 6年間は、各市町

村による激変緩和措置が認められており、本市においては、激変緩和措置期間中の保険料率に

ついて、基金からの繰入れを行うことなどにより、被保険者の負担が急激に増加することのな

いよう対応していきます。

また、国民健康保険の者卜道府県単位化 (広域化)に伴い、毎年約 1, 700億円の公費拡充
が行われることとなつていますが、国民健康保険制度の財政基盤は依然として脆弱で不安定で

あるため、本市としては、更なる公費拡充によつて、国民健康保険制度が抱える構造的な問題

の解決に必要な財政措置を講ずるよう、国に対して要望しているところです。

第 26項 (長寿社会部長寿支援課 。障害福祉部障害支援課)
加齢J性難聴については、本市においても相談窓口などで、コロナ禍によるマスク着用やアク

リルパネル設置の影響も加わり、「聴こえ」への対応が課題となっています。

本市では、令和 3年度に老人福祉センター及び地域包括支援センターに加齢性難聴の方の

「聴こえ」をサポー トするスピーカーを設置しました。今後も、加齢性難聴に対する社会の理

解の促進に取り組み、あわせて、市内介護サービス施設等での生活支援機器の導入促進や、高

齢者を支援するケアマネジャーなど専門職の気づきを促し、医療受診や適切なケアにつながる

よう啓発していきます。

なお、加齢性難聴を含む聴覚障害による身体障害者手帳をお持ちの方につきましては、補装具

として、補聴器の購入に要する費用を助成する制度があります。また、身体障害者手帳をお持

ちでない加齢性難聴の方の補聴器購入に係る公的補助制度の創設につきましては、他市と共同

し国へ提案していま丸
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番 号 陳情第 62号 所管局 子ども青少年局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 27項 (子育て支援都幼保推進課)
保育士の配置基準については、本市独自の運営補助金において、公定価格に上乗せした人的

加配が可能となつており、 1歳児、4歳児及び 5歳児の西己置改善をはじめ、朝夕の時間帯に職
員を充実させることや、保育士資格を有しない保育支援者の配置に対する補助項目も設定して

おり、安全確保も含め保育環境を整える取組みを可能としています。また、本市の独自施策と

して、新型コロナウイルス対応により増加した業務を担うために必要な保育支援者を雇用する

経費の補助を行っています。

処遇改善については、国制度による職員の平均経験年数やキャリアアップの取組みに応じた

加算が設けられているほか、技能 。経験を積んだ職員に対する追加的な加算も設けられてお

り、市も応分の負担をしています。なお、国に対しては、抜本的な処遇改善を国の責務におい

て実施するよう要望しているところです。

保育教諭等充実補助費については、非常に厳しい財政状況の中で、これまでの在 り方を抜本

的に見直す予算編成を行う必要があり、民間認定こども園・保育所運営補助金についても、事

業見直しせざるを得なかったものです。また、令和 4年度においても、引き続き厳しい財政状
況であつたことから、同水準の予算計上となったものです。

また、給食費の支援については、第 2子の0歳児から2歳児の保育料無償化についても延期
している状況のため、実施することは困難な状況です。

今後とも、限りある財源の中、より効果的な補助制度となるよう取り組んでいきます。

第28項 (子ども青少年育成部子ども家庭課)(教育委員会事務局学校教育部生徒指導課)
ヤングケアラーについては、国による全国調査に加え、近隣自治体の実態調査を参考にした

うえで、学校やその他の関係機関で把握した、支援が必要な子どもを、個々の課題に応じて必

要となる福祉、介護、医療等のサービスにつなげるよう支援を行つています。また、国のガイ

ドライン案を参考に「ヤングケアラー早期発見のためのアセスメントシー ト」を作成し、学校

やスクールソーシャルワーカー、庁内の関係所管課で共有し、ヤングケアラーの早期発見に努

めています。

本市独自の実態調査については、ヤングケアラーである児童・生徒自身の認知を高めるため

にも、実施に向けて準備を進めていきます。
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番 号 陳情第62号 所管局 子ども青少年局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 29項 (子 ども青少年育成部子ども家庭課)(市民人権局男女共同参画推進都男女共同参画
推進課)

本市では、DVに関する相談については、各区の女Jl生相談窓口や堺市配偶者暴力相談支援セ
ンターで相談を受け付けているほか、男女共同参画センターや男女共同参画交流の広場におい

ても相談を受け付けています。また、それらの開設時間以外も夜間・休日DV電話相談を開設
し、24時間365日相談に武忘 しています
これらの相談窓日は、コロナ禍においても相談体制を弱めることなく糸迷続して対応してお

り、相談窓口に関する情報が必要な方に届くよう、広報紙、ホームページ、SNSな ど様々な
広報媒体を用いて情報発信を行つています。

女性相談員を設置している各区の子育て支援課には、学校園をはじめ関係機関と連携してい

る家庭相談員も配置しており、必要に応じて連携を行い、児童虐待と密接な関係があるDV事
案についても把握しています。

今後も、一人でも多くのDV被害者の支援や本目談等につながるように相談窓日の周知啓発に
努めます。

第 30項 (子育て支援部幼保推進課)
第 2子の0歳児から2歳児の保育料無償化については、市の非常に厳しい財政状況の中、所

得制限なしで実施することは困難な状況です。

なお、令和 3年度からは代替施策として、特に経済的負担の厳しい子育て世帯への支援を行

うことを目的に、年収 380万円未満相当世帯を対象とする所得制限を設けたうえで実施して
おり、令和4年度についても継続して実施しています。

今後の財政状況を踏まえつつ、支援の在り方について検討してまいります。
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番 号 陳情第 62号 所管局 文化観光局

件 名 行政にかかる諸問題について

第31項 (観光都観光企画課)
当事業は、百舌鳥古墳群の雄大さを市民の皆さんや来訪者の方に上空から眺望していただ

き、その歴史的な価値や魅力を広く伝達することを主たる目的とした取組です。

ガス気球の設置にあたつては、周辺環境への調和も重要な要素と考えており、工事は必要最

小限の施工とし、また運行時の景観への影響についても、専門家への意見聴取等も踏まえてい

ます。

以上のことから、当事業は、SDGsの 日標 11-4「世界の文化遺産や自然遺産を保護
し、保つていくための努力を強化する。」に寄与するものであり、本市が策定した『堺市 SD
Gs未来都市計画』における2030年のゴール実現イメージの一つ「百舌鳥古墳群が保全さ
れ、次世代に継承されている。」に資する取組の一つであると考えています。
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番 号 陳情第 62号 所管局 産業振興局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 32項 (産業戦略部雇用推進課)(子ども青少年局子ども青少年育成部子ども家庭課)

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、ひとり親世帯、特に母子世帯の経済的な影響

は深刻な状況であると認識しています。

今年度新たに「さかい女性の就職応援プロジェクト」として、出産や子育てなど様々な理由

で、働きたいが求職に至っていない、いわゆる潜在求職渚の掘り起こしや、女性が働きやすい

企業を増やすために企業の意識改革に取り組みます。あわせて、大阪労働局や堺商工会議所等

の関係機関と連携を図り、女性求職者と企業のマッチングを支援し、非正規雇用から正規雇用

への転換も含め、働きたいと考えている女性と人手不足に悩む企業の雇用のミスマッチを解消

することにより、女サ性の就業率の向上をめざします。

また、さかい JOBステーシヨンの女性しごとプラザにおいて、女性求職者の状況に応じ
て、就職につながるカウンセリングやセミナーの実施をはじめ、正規雇用の求人企業情報の提

供及び企業とのマッチングなどの支援、結婚、出産、育児、介護等の様々な事情で一旦退職し

再就職をめざす女性のキャリアブランク解消の支援などに取り組んでおり、公益財団法人堺市

就労支援協会 (ジョブシップさかい)においても、働く意欲がありながら、様々な阻害要因の

ため就労に結びつかない方を対象に、就労相談や就労支援・職業能力開発講座などの支援を行

っています。

さらに、本市では、堺市基本計画2025の 重点戦略の施策として「厳しい環境にある子ど
もと家庭への支援の充実」を掲げ、ひとり親家庭の自立に向けた就業支援に取り組んでいま

す。主な取組としては、各区子育て支援課に母子・父子自立支援員を配置し、母子家庭等から

の相談に応じ、自立に必要な情報提供や職業能力の向上等に関する支援を実施しています。ま

た、令和 3年度からは、保護者への生活設計セミナーと子どもへの家庭教師の派遣をセットに

したひとり親家庭親と子のチャレンジ支援事業や、自立に向けて行動しているひとり親家庭ヘ

食料品等をお渡しするひとり親家庭応援フー ドパントリー事業「エス・パン !」 を実施 してい

ます。

安定雇用に向けた就業支援としては、母子家庭等就業・自立支援センター事業において、就

業相談や職業紹介、ハローワークと連携した就職支援、就業に有利な資格を取得するための講

習会等を実施しています。

本年度からは、多忙な母子家庭の方が気軽に利用できるよう、堺市「ひとり親×仕事」サポ

ー トLINEの 運用を開攻台し、平日の他、土 。日・祝も朝 6時から深夜 1時まで、LINEを
使つた就業相談を行つています。

今後も、様々な立場にある女性に対する切れ日のないきめ細かな就労支援に取り組んでいき

ます。
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番 号 陳情第 62号 所管局 建築者卜市局

件 名 行政にかかる諸問題について

第33項 (交通部公共交通担当)
人口減少に伴う通学利用の減少や運転手不足の恒常化に加えて、新型コロナウイルスの影響

に伴う働き方や人の行動変容など新しい生活スタイルにより、路線バスに係る経営環境はさら

に厳しい状況であり、都市活動や市民の移動を支える公共交通を維持・確保していくことが重

要な課題であると認識していま或

本市ではこれまで、公共交通を利用しにくい地域の方の鉄道駅や公共施設等への移動手段の

確保を目的とした堺市乗合タクシーの運行や、すべての人が利用しやすいノンステップバス及

びバスロケーションシステムの導入補助による利便性向上、おでかけ応援制度の実施による利

用促進に取り組んでいます。

市としましては、引き続き交通事業者と共に、市民の皆様からの様々なご意見等も参考とさ

せていただきながら、公共交通の利便性向上につながる施策の検討や施策展開に努め、公共交

通を維持確保していきます。

堺市乗合タクシーについては、これまで制度目的に沿つて利用者等から要望を受けた地域ヘ

の新たな停留所の追加や利便性向上を目的とした停留所の移設等の運行改善を行つています。

今後とも、委託事業者と協力しより良い制度となるよう努めます。

第 34項 (都心未来創造部 SMIプロジェクト推進担当)
公共交通利用者は、新型コロナウイルスの影響を受けて減少傾向にあります。また、今後人

口減少・高齢化が一層進む中、需要の多い都市部の路線利用者が減少すれば市内の路線網全体

の維持が困難となるなど、経営環境のさらなる悪化が危惧されます。

さらに、自動運転技術が進展するほど乗用車の利便性が高まる傾向にあるため、自動運転社

会に対応した公共交通サービスの充実が不可欠です。

そのため、都市や交通、環境、観光、福祉等の様々な分野の連携した取組を通じ地域全体の

魅力や活力を高め、公共交通の維持・増進を図ることが不可欠です。

こうした背景のもと、本市では各種の者脱い活性化施策と併せ、ナ界者脱い部を中心に様々な交通

施策、 ICT施策等に取り組むSMIプロジェクトの検討を進めています。
なかでも、SMI都心ラインは、堺駅～堺東駅間の公共交通について、自動運転などの先進
技術を活用したバリアフリーな移動環境の実現、快適性や安全性の向上などを図るものです。

各乗降場には、次世代モビリティのポー トやデジタルサイネージを設置するなど、多様なニー

ズに対応したサービスと連携することで、公共交通の利用促進をめざします。

また、SMI美原ラインは、堺都心部と美原をはじめとした市域東部の人流と地域の活性
化、公共交通の利用促進などを目的としており、 10月 21日 (金)から12月 4日 (日 )の
期間、堺駅前から美原区役所前間において直通急行バスを運行する実証実験を実施していま

す。実証実験を通じて、定時性や速連性、需要、市民ニーズなどについて検証を行いながら、

導入に向けて検討を進めます。
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番 号 陳情第 62号 所管局 建設局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 35項 (サイクルシティ推進部自転車企画推進課 。自転車環境整備課)
堺市では、令和 3年度に第 11次堺市交通安全計画を定め、人優先の考え方のもと、子ども
が日常的に集団で移動する経路や通学路、生活道路及び幹線道路においての安全 。安心な歩行

空間の確保を一層進めるための交通安全啓発活動や安全確保を図る対策を行つております。具

体的には、自転車のルール・マナーの街頭指導、最近では横断歩道における一時停止しない運

転者に対して交通ルールの周知を図るなど、遵法意識を向上させるための交通安全啓発を推進

しております。

また現在、自転車通行環境の整備については、自転車利用者の多いエリア、自転車事故が多

い箇所、来訪者が多い地域等から優先的に整備を進める路線を選定し、令和 3年度末で総延長

約 67kmの 整備が完了しております。今後も引き続き、優先度の高い路線を選定し、自転車
通行環境の整備を進めます。
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番 号 陳情第 62号 所管局 上下水道局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 36項 (経営企画室事業マネジメント担当)
全ての水道管路を耐震化するには、膨大な時間と費用が必要になるため、災害時に特に水道

水が必要となる施設などに対して優先的に耐震化し、その他の水道管路については、更新に合

わせて耐震化を進めています。

具体的には、基幹管路分岐部から災害時に特に水道水が必要となる指定避難所や病院等まで

の給水ルー トの水道管を優先的に耐震化しており、令和 7年度に完成予定です。
また、災害に対応するため、配水池の耐震化や避難所等の敷地内の給水管が破損した場合に

備え、災害時給水栓を指定避難所の市立小学校及び各区役所を対象に設置しており、令和 4年

度に完了する予定です。

さらに、本市は、災害時に大阪広域水道企業団から受水できる非常用連絡管 (3か所)と、
周辺市と相互に給水を行える緊急連絡管 (10か所)が整備されています。令和 5年度を開始
年度とする「堺市上下水道事業経営戦略 (案 )」 では、更に水道施設の冗長性を強化する整備

計画を予定しています。

水道管路の更新にあたつては、将来を見据え、施設全体を効率的かつ効果的に管理運営する

ことを目的にアセットマネジメント手法を用いて中長期的な視点で事業量を把握し、平準化を

図ることで、計画的かつ効率的に更新しています。
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番 号 陳情第 62号 所管局 教育委員会事務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第37項 (教職員人事部教職員人事課・学校教育都教育課程課 。学校管理都学校施設課)
本市では現在、小学校において 1年生から3年生で35人以下の学級編制、4年生から6年

生で「小学校教育支援加配教員」の配置により38人以下の学級編制を行つています。
少人数学級実現のためには、教員数の確保や、教室数の確保など、様々な課題があると認識

しており、国による法改正の内容をふまえ、本市の状況に則して検討し、対応します。

また、学級編制基準の改善及び教職員定数の増員については、国に対し要望しています。

なお、教員の採用については、中長期的な需要見込みをもとに採用計画を立てて行つていま

す。

第38項 (学校管理都学校給食課)
生徒が教室で、安全に給食を配膳できるように、学校の実情にあわせて、カバン等を置くロ

ッカーを段階的に設置する予定です。また、配膳台については、全員喫食制中学校給食の開始

までに全校に設置します。さらに、教室における給食の配膳方法については、他市の事例も参

考にしながら検討します。

第39項 (地域教育支援部放課後子ども支援課)
活動場所については、専用教室のほか、学校の協力のもと、放課後に活動できる共用教室等

の確保に努めるなど学校との連携を図つています。

今後も随時、学校と協議を行い、共用教室の利用方法や今後の利用児童数に応じた共用教室

の確保に努め、また、運動場や体育館等も含め、活動場所の使い方を工夫する等、各運営事業

者と情報共有を行いながら、児童が安心安全にのびのびルームを利用できるよう努めます。

また、本市が開設している支援の単位に必要な放課後児童支援員及び補助員を確保するとと

もに、指導員の処遇改善については課題であることから、個々のスキルアップやモチベーショ

ン向上につながるよう引き続き予算の確保に努めます。

第40項 (教育センター学校 ICT化推進室)
国が進めるGIGAス クール構想では、子ども一人ひとりの個別最適化された学びを実現す
るため、これまでの教育実践とICTの活用を適切に組み合わせていくことで、学習活動の一
層の充実や主体的・対言舌的で深い学びの視点からの授業改善をめざしています。

堺市では、児童生徒用パソコンの令和 3年度の導入以降、パソコンの機能を使い、各学校で

グループワークやプレゼンテーション、体育実技での動画チェックなど様々な工夫を施しなが

ら授業での ICT活用を行つています。
総合学カプロフィールなどによる授業改善に加え児童生徒用パソコンを活用することで、個

別最適な学びと協働的な学びを充実し、将来に向けて子どもたちに必要な資質・能力を育くめ

るよう取り組んでいます。
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番 号 陳情第 62号 所管局 教育委員会事務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第41項 (総務部学務課・学校管理部学校給食課)
学校給食に要する経費のうち、食本オ料費については、学校給食法に基づき保護者の方々のご

負担をお願いしています。学校給食費の無償化の実施は、多額の公費を伴うこととなり、限り

ある財源のなか、給食費の無償化を行うことは非常に困難であると考えています。

なお、令和4年度 2学期の学校給食費無償化は、令和4年 4月 に、新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金に「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」力漉J設されたこ

とを踏まえ、生活者支援として物価高騰等に直面する保護者の経済的負担を軽減することを目

的に実施しているものです。

就学援助制度については、準要保護者に対する国庫補助制度が廃止された中、援助内容の継

続を図るため、現在の所得認定基準及び給付内容で実施しています。

なお、令和 7年度の全員喫食制中学校給食実施では、就学援助を適用する方向で調整しま

す。また、令和 5年度の大泉中学校での実施についても、就学援助を適用する方向で調整しま

現

第42項 (学校教育部教育課程課・教育センター能力開発課・学校 ICT化推進室)
さかい学びサポー ト事業 (旧マイスタディ事業)については、地域人材の協力のもと、参力日
児童生徒の授業理解に一定の効果があつたものと考えておりますが、一方、スタンフの安定的

な確保など課題もあることから、令和 2年度をもつて廃止となりました。

本事業の目的であった家庭学習習慣の定着や基礎学力の向上に向けては、児童生徒用パソコ

ンにおける学習コンテンツを活用し、児童生徒が自分のペースを大切にしつつ、学習上のつま

ずきを確認しながら学ぶことができる仕組みを整備し、個々の学びの状況に応じたきめ細かな

指導の充実を図つているところです。

各学校に対しては、各種学力調査の結果分析から明らかになつた児童生徒のつまずきの状況

について学習の系統性や学習コンテンツとの関連を示し、各学校では授業改善の取組の推進

や、授業や家庭学習での学習コンテンツの有効活用を図つています。

また、つまずきの見られる児童生徒に対しては、授業や体み時間のほか、必要に応じて放課

後などの時間も活用し、きめ細かなフォローを行う等学習支援に努めています。

第43項 (学校教育部教育課程課・生徒指導課)
チャレンジテストについては、実施の目的を考慮し、公立高等学校入試における評定の公平

性を担保する方策の検証のために行われているものと認識しています。また、大阪府に対して

は、出題範囲から確実に問題が作成されるよう要望します。
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番 号 陳情第 62号 所管局 教育委員会事務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第44項 (学校教育部生徒指導課)
学校に行けない児童生徒が、どのような状態にありどのような支援を必要としているか、校

内不登校対策委員会等で見極めを行い、各学校において、個々の状況に応じた支援を行つてい

ます。

また、個々の児童生徒の状況に応じて、スクールカウンセラーやスクールノーシャルワーカ

ー、スクールロイヤー等の専門的知識や経験を有する人材や関係機関と連携し、組織的に対応

できる体制の構築を行つています。
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番 号 陳情第 63号 所管局 総務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 6項 (人事部人事課)

簡素で、最適と考える任用や勤務形態の人員構成を実現することにより、住民のニーズに応

える効果的・効率的な行政サービスを提供することが必要です。

そのために、市民の視点に立って、業務内容に応じた最適な任用形態を合理的に組み合わせ

ながら、適切な人員配置を講じ、費用対効果の高い行政運営をめざしてまいります。
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番 号 陳情第 63号 所管局 財政局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 7項 (税務部税制課)

特別な事情により市税の納付が困難な場合は、その事情に応じて、税の減免を受けられる場

合があります。

個人の市・府民税については、失業や事業不振、病気療養などにより著しく所得が減少した

ため全額納付が困難な状況で一定の要件を満たした場合、減免を受けることができます。ま

た、固定資産税については、高齢者などで一定の要件を満たす人が所有し居住する家屋とその

敷地や、不慮の災害により被害を受けた固定資産などが減免の対象になる場合があります。

なお、事業税は道府県税であり、本市から大阪府に要望すべき内容ではないと考えておりま

丸

第 8項 (税務都市税事務所市民税課)

令和 2年度までは申告期限内に住民税申告書を提出され非課税となつた方へ「非課税のお知
らせ」を送付していましたが、他市の実施状況を考慮し、厳しい財政状況を鑑みて廃止したも

のです。

第 9項 (契約都契約課)(上下水道局サービス推進部事業サポー ト課)
建設工事及び工事に関連する業務委託の発注に当たつては、市内中小企業の受注機会を確保

する観′点から、競争」陛の確保を前提として、入札参加条件として市内事業者に限定した発注を

行つています。

また、共同企業体方式を活用し、大型工事や特殊工事等における市内事業者の入札参加機会
の確保を図つています。

さらに、元請業者に対して、一部を下請に発注又は、原材料 。物品を購入する場合には、可

能な限り市内事業者へ発注するように文書で依頼を行っています。

加えて、建設工事では、総合評価落札方式の評価項目として市内事業者への加点や、「市内

下請の活用」又は「資材の市内調達」を行う事業者への加点を行うことにより、市内中小企業
の保護・育成に努めています。

今後も競争性、公平性及び適正履行の確保に留意しつつ、市内中小企業の受注機会の確保に

努めま丸
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番 号 陳情第 63号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 10項 (1)① (長寿社会部介護保険課 。国民健康保険課 。医療年金課)

国民健康保F父料の減免については、大阪府国民健康保険運営方針において府内統一基準が定

められたことを受けて、本市でも平成 30年度から府内統一基準に合わせて実施しています。

保険料算定基礎としてのコロナ関連給付金の取り扱いについては、税法上の取り扱いに準じま

現

介護保険料については、新型コロナウイルス感染症の影響により、世帯の主たる生計維持者

の事業収入 。給与収入等が一定以上減少するなど要件に該当する場合、第 1号被保「父者の介護

保険料の一部又は全部の減免を行つています。保険料算定基礎としてのコロナ関連給付金の取

り扱いについては、税法上の取扱いに準じます。

後期高齢者医療保険料の減免については、大阪府後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に

関する条例及び同条例施行規則に規定されており、府内統一基準で実施しています。保険料算

定基礎としてのコロナ関連給付金の取扱いについては、税法上の取扱いに準じます。

第 10項 (1)② (保健所保健医療課)
地域保健法の考え方に基づき、保健所は、地域保健における広域的、専門的技術的拠点とし

て、感染症や医事、薬事など主に全市域を対象とした地域生活を支えるための取組を行い、各

保健センターは、住民に身近で利用頻度の高いサービスを提供する拠点として、健康相談や保

健指導など主に直接的な市民サービスを行つています。

本市では、保健所と各区に設置している保健センターの連携体制により、効果的に市民の健

康の保持増進を図つています。新型コロナウイルス感染症の感染拡大に封しても必要な対応が

できるよう引き続き体制の確保に努めていきます。
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番 号 陳情第 63号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 10項 (1)③ (保健所感染症対策課)
検査体制については、衛生研究所における検査や医療機関における検査のほか、民間検査磯

関のプール検査などの手法を活用することにより、6, 000件/日 の検体についても効率的
に検査できる体制を確保しています。

なお、大阪府内共通の取組として、現在 (令和4年 11月 21日 時点)、 無症状者に対して
は、協力薬局や検査センター等における無料の検査体制を構築していることに加え、インター

ネットや薬局において抗原検査キットを購入することも可能であり、身近で簡便に検査を実施

することができる体制を構築しています。また、 10歳から64歳の症状がある方には抗原検
査キットの無償配布を行つているほか、 9歳以下の子どもを対象に、今冬の感染拡大を見据
え、備蓄用として抗原検査キットの無償配布を行つております。

医療体制につきましては、発熱患者の外来診療に関して、医療機関にご協力いただき、本市

でも多数の医療機関で発熱等の症状を有する方の診療及びPCR検査等が可能な体制が整備さ
れています。

また、病床及び宿泊施設の確保は大阪府が一元的に行つているところですが、本市としまし

ては、大阪府、本市医師会及び民間事業者等の関係機関と連携し、地域の実情に応じた柔軟か

つ適切な医療提供体制の確保を行つております。

必要な検査及び医療体制の確保について、今後も継続的に取り組んでいきます。

第 10項 (1)④ (保健所感染症対策課 。生活福祉部地域共生推進課・生活援護管理課)
新型コロナウイルス感染症の治療や療養終了後の後遺症につきましては、堺市新型コロナ受

診相談センターにおいて相談体制を整備しています。

また、令和 4年 4月 から、各区保健福祉総合センターにおいて、コロナ禍における経済面な
ど様々なお困りごとに対応する総合相談窓日として「生活相談コンシェルジュ」を開設してい

ます。

同窓日では、経済面など様々な相談を必要とする方を尉象として、生活困窮者支援や生活保

護、就労支援、子育て支援、就学支援などに関する相談を聞き、適切な支援につないでいま

す。
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番 号 陳情第 63号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 11項 (1)① ② (長寿社会部国民健康保険課)
平成 30年度から都道府県が財政運営の責任主体として国民健康保険の運営の中心的な役割
を担うことで財政運営の安定化を図り、制度の持続サ陛を高めることを目的とした国民健康保険

制度改革が実施されました。これに伴い、大阪府は、法に基づく大阪府国民健康保険運営方針

を策定し、平成 30年度からの保険料率の統一などを定めました。
大阪府国民健康保険運営方針では、平成 30年度から令和 5年度まで最大 6年間は、各市町
村による激変緩和措置が認められており、本市においては、激変緩和措置期間中の保険料率に

ついて、基金からの繰入れを行うことなどにより、被保険者の負担が急激に増加することのな

いよう式痣 していきます。

なお、一般会計からの法定外繰入れについては、国民健康保険に加入していない市民に対し

て、法律に基づかない負担を強いることになるため、保険制度としての持続可育陛性、負担の公

平性の観点から、基本的には不適切なものと考えられています。そのため、決算補填や保「父料

引き下げの目的で法定外繰入れを実施してきた市町村に対しては、国から計画的、段階的な解

消が求められているところです。

第 11項 (1)③ (長寿社会都国民健康保険課)
資格証明書及び短期被保険者証の発行については、法令の規定に基づいて行っていますが、

発行に当たつては、機械的な一律の取扱いではなく、被保険者との面談の機会を確保し、個別

の実情に基づいて判断を行い、慎重に対応しています。

第 11項 (1)④ (長寿社会都国民健康保険課)
一部負担金の減免制度については、「大阪府国民健康保険運営方針」において府内統一基準

が定められたことを受けて、本市でも平成 30年度から府内統一基準を導入しました。
本市では、平成 29年度までは、減免対象となる世帯の基準として、入院療養を受ける場合
を除き、納期限が到来した保険料に未納がない世帯であることとの要件を設けていましたが、

府内統一基準の導入によつて当該要件を削除し、制度を利用できる対象を拡大しました。

一部負担金減免制度については、広報さかい、市ホームページ、「国保のしおり」等に掲載

するとともに、区役所窓口においても、制度の案内を行い、周知に努めています。今後も窓日

対応においては、親切で丁寧な説明を行うよう努めていきます。
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番 号 陳情第 63号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 11項 (1)⑤ (長寿社会都国民健康保険課)
国民健康保険事業において、保険料の収納確保は制度を運営していく上で不可欠であり、被

保険者間の負担の公平を図る観点からも、保険料を納付することができない特別の事情もな

く、また、保険料の納付につき十分な収入や資産があるにもかかわらず保険料を納めない被保

[父者に対しては、滞納処分を行うことになります。

なお、滞納処分に至るまでには被保険者との面談の機会を確保し、個別の実情に基づいて判

断を行い、慎重に対応しています。

保険料の未納は、負担の公平の原則から好ましいものではなく、国民健康保険事業の健全な

運営を図るため、高額療養費や葬祭費の給付申請時等に、説明のうえ滞納保険料に充当してい

ただくようお願いしています。

第 11項 (1)⑥ (長寿社会部国民健康保険課)
保険料の減免については、大阪府国民健康保険運営方針において府内統一基準が定められた

ことを受けて、本市でも平成 30年度から府内統一基準に合わせて実施しています。

第 11項 (1)⑦ (長寿社会部国民健康保険課)
傷病手当金の支給については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止に資するため、

国から緊急的・特例的な措置として傷病手当金の支給に要した費用の全額について財政支援を

行う旨が示されたこと等を踏まえた特例的な措置として実施しているところです。

新型コロナウイルス感染症に限定しない形での傷病手当金制度については、国民健康保険に

は多様な就業形態の被保険者が加入しており、被保険者間の公平 l生等、様々な課題があると認

識しています。

第 11項 (2)① (長寿社会部国民健康保険課)
平成 30年度から者I道府県が財政運営の責任主体として国民健康保険の運営の中心的な役割
を担うことで財政運営の安定化を図り、制度の持続性を高めることを目的とした国民健康保険

制度改革が実施されました。これに伴い、大阪府は、法に基づく大阪府国民健康保険運営方針

を策定し、平成 30年度からの保険料率の統一などを定めました。
大阪府国民健康保険運営方針では、平成 30年度から令和 5年度まで最大 6年間は、各市町
村による激変緩和措置が認められており、本市においては、激変緩和措置期間中の保険料率に

ついて、基金からの繰入れを行うことなどにより、被保険者の負担が急激に増加することのな

いよう武痣 していきます。
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番 号 陳情第 63号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 11項 (2)② (長寿社会部国民健康保険課)
国民健康保険料の算定方式は、法令の規定上、 4方式 (所得割、資産割、均等割及び平等

割)、 3方式 (所得割、均等割及び平等割)又は 2方式 (所得割及び均等割)のいずれかによ

るものとされ、均等割については、国民健康保険法施行令において被保険者均等割額は被保険

者均等割総額を被保険者の数に按分して算定すると定められていることから、子どもを含む世

帯に属する被保険者全員に対して賦課しています。

なお、子育て世帯の経済的負担軽減の荏兄点から、未就学児に係る均等割保険料の 5割軽減措

置制度について令和4年度から導入されています。本市としては、国が示す対象年齢、減額割

合により実施していますが、子育て世帯の経済的負担軽減の観点から、対象となる年齢及び軽

減割合の国の財政負担による拡大を国に要望しています。

第 11項 (2)③ (長寿社会部国民健康保険課)
平成 30年度からの国民健康保険の者Ь道府県単位化に伴い、公費拡充が行われましたが、国
民健康保険制度の財政基盤は依然として脆弱で不安定であるため、本市としては、更なる公費

拡充によつて、国民健康保険制度が抱える構造的な問題の角早決に必要な財政措置を講ずるよ

う、国に対して要望しているところです。

第 11項 (2)④ (長寿社会部国民健康保険課)
資格証明書及び短期被保険者証の発行については、法令の規定に基づいて行つていますが、

発行に当たつては、機械的一律の取扱いではなく、被保険者との面談の機会を確保し、個別の

実情に基づいて判断を行い、慎重に対応しています。

第 11項 (2)⑤ (長寿社会都国民健康保険課)
70歳から74歳までの方 (現役並み所得者を除く。)の医療費の一部負担金割合について
は、法令の規定上2割であるところ、平成 20年度以降、国の軽減特例措置によりと割とされ
ていましたが、平成 26年 4月 1日 から本来の法令の規定上の2割に変更されております。

第 11項 (2)⑥ (長寿社会都国民健康保険課)
保険者 (市町村、都道府県)ごとの実績や取組状況に応じて財政支援が行われる保険者努力

支援制度の評価指標の一つとして、収納率向上の取組についての項目が定められていますが、

本市においては、様々な取組の結果、令和元年度においては前年度比で低下したものの、平成

22年度以降、現年分保険料収納率を着実に向上させてまいりました。
今後も、被保険者の納付資力の見極めをしつかり行い、保険料を確実に納めていただけるよ

う対策を進めてまいります。
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番 号 陳情第 63号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 12項 (1)① (長寿社会部介護保険課)
介護保険は、社会連帯による相互扶助を制度の根幹とすることや、給付と負担を明確にした

保険制度であることから、被保険者の負担能力に応じて保険料負担を求めることとされてお

り、本市においては、所得に応じたきめ細かな16段階の保険料設定としています。
保険料設定については、国に対して本人の所得のみにより算定することなどを要望していま

丸

利用者負担割合については、介護保険法の規定に基づき、被保険者本人及び同一世帯の第 1

号被保険者の所得状況を勘案のうえ、判定されます。

所得の低い方の保険料・利用料については、その所得状況や制度の運営状況を踏まえ、介護

サービスの利用が制限されることのないよう負担軽減の拡大を図るなど国に対して必要な措置

を講ずることを要望しています。

第 12項 (1)② (長寿社会部介護保険課)
本市におきましては、独自の施策として、収入や資産について一定の要件を定めて保険料を

軽減する減免措置を実施しています。

介護保険の利用料につきましては、その負担があまり高額とならないように、高額介護サー

ビス費として自己負担の上限を設けています。その自己負担上限額については、世帯全員が市

民税非課税などの所得の低い方への配慮として、その上限額が低く設定されているところで

坑

また、低所得で特に生計の維持が困難な方に対しましては、社会福祉法人が利用者負担の軽

減措置を実施しており、この軽減措置に対しましては、本市も応分の負担を行っています。

第 12項 (1)③ (長寿社会都介護保険課)
介護保険制度では、その財源として、国 。府・市の公費負担割合、被保険者の保険料の負担

割合が定められており、制度上、保険料の軽減措置に必要な財源は、保険料で賄うこととなり

ます。

したがつて、本市としましては、一般財源から繰り入れて保険者が独自に軽減措置を行うこ

とは適当でないと考えます。

第 12項 (1)④ (長寿者社会部介護事業者課)
特別養護老人ホームや高齢者グループホームなどの介護保険施設等については、社会情勢、

待機渚の状況等を勘案しながら、 3年ごとに計画を策定し、複数の小学校区を統合した日常生
活圏域 (21か所)を単位として整備を進めています。
高齢者ができる限り住みll貫れた地域において、社会とのつながりの中で安心して暮らし続け

ることのできる社会づくりを進めるために、引き続き入所希望者や施設運営の状況を鑑みて施

設整備を行つていきます。
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番 号 陳情第 63号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 12項 (1)⑤ (長寿社会部介護保険課)
介護保[父施設等における居住費・食費については、利用者負担の公平

ケ
l生の観点から、介護保

険給付の対象外となつています。ただし、世帯全員が市民税非課税などの所得の低い方におい

ては居住費・食費の負担が過重にならないように、所得に応じた負担限度額を設定し、負担軽

減を図つています。

また、低所得で特に生計の維持が困難な方に対しましては、社会福祉法人が利用者負担の軽

減措置を実施しており、この軽減措置に対しましては、本市も応分の負担を行つています。

第 12項 (2)① (長寿社会部介護保険課)
介護保険財政安定化基金は、市町村が通常の徴収努力を行つてもなお生じる保険料未納や予

想を上回る給付費の伸びによる保険財政の不足に対応するため、介護保険法第 147条の規定
により者る道府県において設置されているものです。

第 12項 (3)① (長寿社会都介護保険課)

所得の低い方の保険料・利用料については、かねてより国に対して、所得状況や制度の運用

状況を踏まえ、介護サービスの利用が制限されることのないよう負担軽減の拡大を図るなど必

要な措置を講じること、公費投入による保険料軽減策のほかに、介護給付費の財源に占める国

の負担割合を引き上げることにより、第 1号被保険者の保険料の高騰を抑制する財政支援措置

を講じることを要望しています。

第 12項 (3)② (長寿社会部介護保険課)
令和 3年度から、要介護者についても、介護保険の給付を受けられることを前提としつつ、

市町村の判断により、総合事業のサービスが利用できるよう、対象者の弾力化が図られていま

丸

要支援者については、従来からの介護予防訪問介護及び介護予防通所介護と同等のサービス

に加えて、市独自の基準によるサービスを実施しており、利用できるサービスの選択肢を増や

しています。

本市としましては、被保険者が必要なケアを受けられなくなることがないよう最大限配慮す

ることを要望しており、今後も必要に応じて要望していきます。
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番 号 陳情第 63号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 12項 (3)③ (長寿社会部介護保険課)
第 1号被保険者の保険料徴収方法は、介護保険法の規定により年金から天引きする特別徴収
と普通徴収という納付書や口座振替による方法があります。特別徴収の対象者については、介

護保険法の規定により、特別徴収の対象年金を年額 18万円以上受給している被保険者とされ
ています。

介護サービスに必要な財源は、みなさまに納めていただく介護保険料でまかなわれていま

す。介護や支援が必要となった方へ必要な介護サービスを提供するため、安定的な制度運営に

ご協力賜りますようお願いします。

第 13項 (1)① (長寿社会部医療年金課)
後期高齢者医療制度において、令和 4年 10月 1日 から、 75歳以上の方等で一定以上の所
得がある方は、医療費の窓日負担割合が 2割に変わりました。元の 1割負担にするための本市
独自の助成制度につきましては、本市の限りある財源の中にあつては、ご要望の制度化は困難

な状況にありますので、ご理解をお願いします。

第 13項 (1)② (長寿社会都医療年金課・障害福祉部障害支援課・保健所保健医療課)
本市独自の助成制度につきましては、本市の限りある財源の中にあっては、ご要望の制度化
は困難な状況にありますので、ご理解をお願いします。

第 13項 (1)③ (長寿社会部医療年金課)
子ども医療費助成制度につきましては、平成 22年 7月 から、所得制限を撤廃した上で、入
院 。通院にかかる医療費助成を中学校卒業まで拡充し、平成 31年 4月 からは、さらに 18歳
(18歳に達した日以後の最初の3月 31日 )まで拡充いたしました。
一部自己負担額につきましては、平成 16年 11月 から、大阪府の福祉医療費助成制度とし
て府内統一で導入されているもので、 1医療機関当たり月 2日 を限度に各国500円 までの負
担をいただいています。

また、平成 18年 7月 診療分からは、 1か月当たりの負担限度額を2, 500円 とする負担
の軽減を行い、これにより、複数の医療機関等に受診し、一部自己負担額の合計が対象者一人

につき 1か月当たり2, 500円 を超える場合においても、申請により2, 500円 を超えた
分については還付させていただいています。

このように、本市子ども医療費助成制度における一部自己負担額については、府内統一ルー

ルの基、実施しているため、完全無料化については、市単独では困難であると考えています。
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番 号 陳情第 68号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 13項 (1)④ (保健所保健医療課)
平成 27年 1月 に難病の患者に対する医療等に関する法律 (以下「難病法」という。)が施
行され、新たな難病医療費助成として特定医療費制度が倉J設されました。国では、難病とは、

(1)発病の機構が明らかでなく、(2)治療方法が確立していない、(3)希少な疾病であつ

て、(4)長期の療養を必要とするものとされ、さらに特定医療費の支給対象となる指定難病
は、忠者数が本邦において一定の人数 (人口の約 0.1%程 度)に達しないこと、客観的な診
断基準 (又はそれに準ずるもの)が確立していることとされており、厚生労働大臣が指定して
います。対象疾病は、 110疾 病から段階的に拡大され、現在、計 388疾病が指定されてい
ます。

さらに、厚生科学審議会疾病対策都会指定難病検討委員会では、対象疾病の追加や、既に指

定されている疾病の支給認定に係る基準についての見直しを行うことが検討されています。

また、難病法に基づく公平かつ持続的、安定的な医療費助成の仕組みとして、忠者の自己負

担の割合及び患者等の所得に応じた自己負担上限額が定められており、高額な医療を長期に継

続している方への負担軽減等が図られています。

本市としましては、難病忠者の方が安心して医療費助成を受けられるよう、今後も引き続き

国の動きを注視しつつ対応してまいります。

第 13項 (1)⑤ (長寿社会部医療年金課)
入院時食事療養費につきましては、各健康保険制度のなかで、所得に応じた標準負担額が決

められております。また、住民税非課税世帯の方は、食事療養費の標準負担額を減額できる軽

減措置があり、一定の負担軽減が講じられておりますので、御理解をお願いいたします。

第 13項 (1)⑥ (障害福祉部障害支援課)
聴覚障害による身体障害者手帳をお持ちの方につきましては、補装具として、補聴器の購入

に要する費用を助成する制度があります。
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番 号 陳情第 63号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 13項 (2)① (長寿社会部医療年金課)
大阪府の福祉医療費助成制度は、平成 16年 11月 から、今後とも持続可能な制度としてい
くことを志向するなかで、子育て支援・ひとり親家庭への自立支援の観点から対象者の拡充を

図るとともに、世代間負担の公平性の確保、高齢障害者など医療の重要度の高い方への重点化

や受益と負担の適正化を図るため、無理のない範囲での一定の負担をいただくなどの見直しが

なされました。

平成 18年 7月 診療分からは、月額上限額を2, 500円 とする負担の軽減を行い、これに
より、複数の医療機関等に受診し、一部自己負担額の合計が対象者一人につき 1か月当たり
2, 500円 を超える場合においても、申請により2, 500円 を超えた分については還付さ
せていただいています。

また、大阪府では持続可能な制度とするため、平成 30年 4月 に福祉医療費助成制度の再構
築を行いました。この改正により、平成 30年 4月診療分から、重度障害者医療費助成制度・
老人医療費助成制度の一部自己負担額の月額上限額が3, 000円 に変更されましたので、ご
理解をお願いします。

なお、老人医療費助成制度につきましては、令和 3年 3月 31日 をもつて 3年間の経過措置
が終了しており、本市独自で老人医療費助成制度を継続することにつきましては、本市の限り

ある財源の中にあっては困難な状況にありますので、ご理解をお願いします。

第 14項 (1)① (健康部健康医療政策課)
ハイリスク分娩など命に係わる危険性があり、かかりつけ医では対応できない妊婦の方に対

しての夜間。休日診療については、大阪府、大阪市と共同して大阪府周産期医療体制整備事業

を実施しており、この事業の中で府内の病院に救急搬送を受け入れてもらう体制を確保してい

ます。

小児科の夜間・休日の医療体制については、堺市の外郭団体である (公財)堺市救急医療事
業団が堺市こども急病診療センターを運営し、一年を通じて休日・夜間の小児初期診療を行っ

ています。

第 14項 (1)② (健康部健康推進課)
特定健康診査の検査項目は、メタボリックシンドロームに着目して設定しており、生活習慣

病の予防に有効とされる国が定めた項目を中心に実施しています。

また、心電図検査については、特定健康診査の結果、検査の実施基準に該当した方のうち、

医師が必要と判断した場合に実施しています。

なお、特定健康診査に係る自己負担額については、平成 30年度より無料となっています。
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番 号 陳情第 63号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 14項 (1)③ (健康都健康推進課)
本市の実施するがん検診については、厚生労働省の「がん予防重点健康教育及びがん検診実

施のための指針」に定められている検査方法、対象者年齢及び実施回数 (受診間隔)に基づき

実施しており、子官がん検診及び乳がん検診については、実施回数が2年に 1回 と定められて

いることから、偶数年齢時に2年に 1回受診していただく制度として実施しています。

また、胃・肺 ,大腸 。子宮 。乳の 5つのがん検診については、令和4年度末まで自己負担額

を無料としており、この機会に、多くの市民に受診をしていただき、以後の定期的な検診の受

診につなげていきたいと考えています。

第 14項 (1)④ (保健所感染症対策課)

高齢者等のインフルエンザ定期予防接種につきましては、今年度は新型コロナウイルス感染

症とインフルエンザの併発による重症化予防のため、大阪府において無償化を広域的に実施し

ております。なお、次年度以降につきましては、大阪府と協力するとともに、新型コロナワク

チンの接種状況等を注視していきます。

また、高齢者等の肺炎球菌の予防接種につきましては、主に個人の発病又はその重篤化を防

止することを目的としたB類疾病に該当し、予防接種法に基づく定期接種については、同法に

「予防接種を行つた者は、予防接種を受けた者又はその保護者から、政令の定めるところによ

り実費を徴収することができる」とされており、受益者負担の観点からワクチン代相当4, 0

00円 として、自己負担金を徴収し、実施しています。
ただし、対象者のうち生活保護世帯、市民税非課税世帯等の方につきましては、接種控えに

繋がらないよう自己負担金を免除しています。

本市といたしましては、受益者負担のあり方に鑑み、現在のところ、高齢者等の肺炎球菌の

予防接種の無料化は考えておらず、現行の制度を持続可能なものとしていきたいと考えていま

丸

第 14項 (2)① (健康部健康医療政策課)
国が推進する地域医療構想において、具体的対応方針の再検証を要請された医療機関は本市

にはありませんでした。

現在のところ入院ベッド数の削減について、国への要望の必要性は生じておりません。今後

も、引き続き国の動きを注視しつつ対応していきます。
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番 号 陳情第 63号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第14項 (2)② (長寿社会部国民健康保険課・医療年金課)
医療保険で治療を受けた場合、被保険者は、治療に対する一部負担金を支払わなければなり

ませんが、その負担が大きくなりすぎないように自己負担限度額が法令に定められており、自
己負担限度額を超えた額は申請により事後に支給されます。この自己負担限度額は、療養に必

要な費用の負担の家計に与える影響及び療養に要した費用の額を考慮して定められております
ので、ご理解をお願いします。

第 14項 (2)③ (健康部健康医療政策課)
大阪府では、大阪府医療計画において、診療科別の必要医師数を独自算出し、医師を始めと

した医療従事者確保に向けた取組を進めています。本市においても、大阪府や他域と連携した

広域的な医師確保等の取組が必要と考えています。大阪府堺市保健医療協議会等の地域医療に

精通した有識者で構成する会議において、地域の実情や課題について協議するなど、効果的な

対応を検討していく予定です。

国に対しては、医療従事者の確保に向けた勤務環境の改善や資質の向上対策等を要望してい

ます。

第 14項 (2)④ (長寿社会部国民健康保険課・医療年金課)
入院中の食事に係る費用は、自己負担として標準負担額をご負担いただき、残りを健康保険
が負担しています。これは、入院して療養している方と在宅等で療養している方との公平を図
る観点から法令に基づき、負担していただいているものです。この標準負担額は、平均的な家
計の食費を勘案して厚生労働大臣が定めていますが、住民税非課税世帯の方は、医療機関が
「限度額適用・標準負担額減額認定」を受けていることを確認することで、標準負担額の軽減

措置を受けることができます。

第 14項 (2)⑤ (健康部健康医療政策課)
かかりつけ医等からの紹介状を持たずに、大学病院や一般病床数が200床以上の地域医療
支援病院等を受診した場合、初診時 。再診時に診療費とは別に「選定療養費」の負担が生じま

す。この選定療養費は、予防や生活状況全般に対する視点を含め、継続的、診療科横断的に患

者を診て、必要に応じて専門病院を紹介するという機能を果たすような、かかりつけ医機能の

普及をめざす一環として設けられています。かかりつけ医機能の強化により、大病院への患者

集中を避け、待ち時間の短縮を図るなど、効果的・効率的な医療提供を実現するため、本市に

おいてもかかりつけ医を持つことを推奨しています。

このことについては、市民の皆様にも、ご理解とご協力を賜りたいと考えており、国への要
望は予定していません。
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番 号 陳情第 63号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 15項 (1)① (生活福祉都生活援護管理課)
国は、年末の特別需要については、生活保護制度の期末一時扶助で対応していると判断して

います。さらに、夏期については、年末に比較して支給する特段の需要はないという判断か

ら、国は制度として保障していない状況となつています。このため、本市としては、国に対し

夏期一時扶助の創設について、これまで同様に伝えてまいります。

第 15項 (1)② (生活福祉部生活援護管理課)
都道府県社会福祉協議会において実施する生活福祉資金に係る貸付制度の拡充に伴い、本市

の小日更生資金に係る貸付制度の利用件数が減少していることから、市民サービスの向上と業

務コストとの均衡に鑑み、今後は生活福祉資金に係る貸付制度を活用することとし、本市の小

日更生資金に係る貸付制度及びこれに係る基金について定める条例を令和 8年 6月 1日 に廃止

いたしました。

第 15項 (1)③ (長寿社会部長寿支援課 。障害福祉部障害支援課)
住宅改造資金の貸付けについては、国の要綱に定める生活福祉資金貸付制度の一つとして大

阪府社会福祉協議会が実施しており、居住する住宅を増改築、拡張、補修、保全するために必

要な経費の貸し付けを行つています。

第 16項 (1)① (長寿社会部長寿支援課 。障害福祉都障害施策推進課)
(公社)堺市シルバー人材センターでは、働く意欲のある高齢者の就業の場を確保するた

め、臨時的・短期的又は軽易な仕事を個人家庭・民間事業所 。公共団体等から引き受け、希望

や能力に応じて会員に提供しています。

また、同センターでは、より多くの高齢者に就業の場を確保することをめざし、多種多様な

就業機会の提供など事業拡大に向けた団体の事業計画を策定し、受託業務の受注量の増加に向

けた取組に努めています。

障害者の働く場の確保など就労への支援については、障害者の就労支援の専門機関として、

堺市障害者就業・生活支援センターにおいて、就労を希望する障害者の方の能力や特
J性を把握

した上で、必要に応じて就労支援に携わっている関係機関と連携しながら、就業に向けた支援

と就職後も継続してサポートする定着支援を行つているところです。

第 16項 (1)② (障害福祉部障害施策推進課・障害支援課)
障害福祉サービスである就労継続支援事業所等では、国の制度として自立支援給付費に加

え、送迎人数や送迎頻度に応じて利用者の送迎に対し加算制度があることから、本市では通所

に要する交通費の給付は行つていませんので、ご理解をお願いします。
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番 号 陳情第 63号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 16項 (1)③ (長寿社会部長寿支援課・障害福祉部障害施策推進課・障害支援課)
障害者給付金及び敬老祝金給付事業については、障害者や高齢者に対する補完・祝福といつ

た役割を果たしてきました。現在、本市では、限られた財源をより有効に活用しながら、効率

的に市民サービスを実施すべく、障害者の自立支援や高齢者へのお祝い状贈呈等を行う事業へ

と転換していますので、ご理解をお願いします。

第16項 (1)④ (長寿社会部長寿支援課)
堺市高齢者緊急通報システム事業では、緊急通報ボタン及びペンダント式ボタンを利用して
います。使用機器については、毎年一定数ずつ購入している状況であり、近年購入しているペ

ンダント式ボタンは、防水対応となつています。

第 16項 (1)⑤ (長寿社会部長寿支援課 。障害福祉部障害支援課)
重度障害者福祉タクシー利用助成制度は、重度障害者 (児)の社会参加の増進を図るため
に、利用料金の一部を助成する制度です。

本市の財源に限りがある中、現在のところ利用枚数を増やすことなどについては困難です

が、障害者の社会参加を促進するため必要な助成であることから、外出支援サービス事業につ

いて国に財政措置を講じるよう、今後も引き続き要望を行っていきます。

第 16項 (1)⑥ (長寿社会都医療年金課)
平成 25年 8月 の社会保障制度国民会議の審議結果を受け、持続可能な社会保障制度の確立
を図るための改革の推進に関する法律において、高齢者医療制度については、医療制度改革の

実施状況を踏まえ、必要に応じ検討するとされています。

本市といたしましては、後期高齢者医療制度について、将来にわたり持続的かつ安定的な運

営を確保していくことが重要であると考えます。今後とも、国に対して、幅広い国民の納得と

信頼が得られる制度を構築するよう、機会あるごとに要望してまいります。
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番 号 陳情第63号 所管局 子ども青少年局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 17項 (1)① (子ども青少年育成都子ども家庭課)

本市助産施設につきましては、産科医療機関等が減少する中、市内3医療機関が実施してお

り、近隣市の助産施設においても実施しています。また、本市の助産制度では、国基準に加え

て、各施設で個別に設定されている入通院に係る経費においても原則、対象としています。

第 17項 (1)② (子ども青少年育成部子ども家庭課)
入院助産の認定手続きにつきましては、児童福祉法上、経済的な事情により出産が困難な妊

産婦を対象としていることから、申請者 (妊産婦または扶養義務者)の現況の確認を行う必要

があるため、母子健康手帳及び健康保険証の写しの提出、所得についてはマイナンバーによる

確認や課税証明書の提出による手続きが必要となりますので、ご理解ください。

第 17項 (1)③ (子育て支援部待機児童対策室)
本市では待機児童解消のため、認定こども園や小規模保育事業所の新設などにより、保育を

必要とする児童に対する受入れ枠の整備などを進め、令和 3年 。4年と2年連続で待機児童数

ゼロを達成しました。今後も引き続き、保育需要の動向を見極めながら、必要な受入れ枠の確

保に努めていきます。

第 17項 (1)④ (子ども青少年育成部子ども育成課・子育て支援部幼保推進課)

児童福祉法や子ども。子育て支援法のもと、より多くの保育を必要とする子どもが利用でき

るよう幼保連携型認定こども園をはじめとした受け入れ枠の整備を進めています。

また、保護者の妊娠・出産、疾病及び介護、災害復旧など、緊急その他やむを得ない理由で

他に保育の代替となるものが全くない場合については、緊急一時保育として、認定こども園や

保育所等を利用することが可能となつており、引き続き、制度の適切な運用に努めます。

病児保育施設は、「堺市子ども 。子育て総合プラン (第 2期堺市子ども・子育て支援事業計

画)」 イこおいて、病児保育に係るニーズ量の将来推計に基づき、現在 5か所の施設を設置し、

あわせて市内全域を対象とする訪問型病児保育事業の実施や、ニーズの高い北区の施設の定員

増を図るなど、事業の充実に努めてきました。今後とも、子育て支援の一層の充実に取り組ん

でまいります。

第 18項 (子育て支援都幼保推進課)
第 2子のO歳児から2歳児の保育料無償化については、市の非常に厳しい財政状況の中、現

時点では、所得制限なしで実施することは困難な状況です。

なお、令和 3年度からは代替施策として、特に経済的負担の厳しい子育て世帯への支援を行

うことを目的に、年収 380万円未満相当世帯を対象とする所得制限を設けたうえで実施して
おり、令和 4年度についても継続して実施しています。
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番 号 陳情第 63号 所管局 産業振興局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 19項 (1)① (産業戦円各部産業企画課)
中小・小規模企業は、地域経済と雇用を支える重要な存在であると認識しております。

そうした認識のもと、「堺市基本計画 2025」 や「堺産業戦略」などにより、大きな方向
性や具体的な実施計画を策定し、経営基盤の強化や人材確保の支援などの各種施策を臨機応変

に展開しているところです。

今後とも、中小企業基本法や小規模企業振興基本法の基本理念・方針も十分に踏まえ、引き

続き、理念にとどまらず積極的かつ柔軟に市内中小企業を総合的に支援し、地域経済の滑 l生化
を図つてまいりたいと考えております。

第 19項 (2)① (産業戦略部地域産業課)
地場産業・伝統産業の事業継続と発展には、販路拡大や後継者育成を支援することが重要で

あり、各産地組合が行う販路拡大や後継者育成などの取組に対して補助金を交付し、産地組合
と連携して事業活動を支援することにより、地場産業・伝統産業の振興に努めております。

特に、堺の伝統産品が持つ魅力を広く発信し、認知度を高めるためにはブランド化の取組が

重要であると考えているため、愛着をもつて長く使い続けられる上質なアイテムを提案してい |

くブランド「堺キッチン」を令和 3年度に構築し、大きな市場である首都圏での販売やイベン
トの実施、各種情報発信を通じて認知度の向上に取り組んでいる。さらに展示会への出展を支

援しているほか、海外販路開拓として、令和 3年度はフランスでの展示会に出展しました。
さらに、職人の高齢化や後継者不足への対応として、新たに従業員を雇用し後継者育成に取

り組む事業所に対して補助金を交付し、後継者の確保を支援するとともに、未来を担う若手人

材を対象にした交流会を開催し、新たな取組を生み出す機会を提供しております。このほか、

伝統産業・地場産業における優れた技術を継承 。発展させるため、卓越した技能を有する方を

堺市ものづくリマイスターとして認定しています。

また、堺の伝統産業を一堂に集めた施設「堺伝匠館」では、令和 2年度に2階の堺刃物ミュ
ージアム「cuT」 をヅニューアルし、令和 3年度に 1階の名産品を販売する「TAKUMI
SHOP」 、刃物、注染和H西、線香、昆布加工、敷物、和菓子、堺五月鯉職の歴史や製造工程
を展示す る 「TAKUMI EXHIBITION」 を リニ ュー アル し、実演や体験 も開催す

るなど、堺の地場産業・伝統産業の認知度を高め、魅力を発信しています。

今後とも、地場産業・伝統産業の現況や課題を把握しながら振興・育成に努めてまいりま

丸
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番 号 陳情第 63号 所管局 産業振興局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 19項 (2)② (産業戦略都地域産業課)
本市の制度融資では、市内中小企業者の資金調達を円滑に進めるため、信用保証協会を保証

機関とする融資以外にも、堺市産業振興センターを保証機関とする多様な融資メニューを設け

ています。

具体的には、厳しい経営環境にある市内中小企業者を支援するために「堺市経営安定特別資

金融資」を用意していますが、この融資は、売上高が減少している場合等に利用できるセーフ

ティネット融資としての側面も備えており、数多くの中小企業者の方からご利用いただいてい

ます。

また、新たに事業を営むために必要な準備を行つている方、または事業開始後 6か月未満の

方等の資金需要に応えるため「堺市創業者支援資金融資」を用意し、創業の際必要な開業資金

や運転資金を融資しているほか、市内中小企業者の設備投資等の資金需要に対応する制度とし

て「中小企業活力強化資金融資」を用意し、前向きな経営を推進する中小企業者を支援する日

的で、この二つの融資については、保証料を原則本市が全額負担しています。

加えて「中小企業活力強化資金融資」については、今年度からDX推進にかかる設備投資を
行う方について貸付金利を優遇するなど、制度の拡充を行いました。

その他、信用保証協会を保証機関とする制度融資も実施しており、多様な資金ニーズに対応

するため、種々の融資メニューを設けております。

今後とも、中小企業者を取り巻く経済情勢や経営実態に即した利用しやすい融資制度の構築

に努めてまいります。
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番 号 陳情第63号 所管局 建築都市局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 20項 (交通部公共交通担当)(健康福祉局生活福祉部生活援護管理課・障害福祉部障害施
策推進課)

おでかけ応援制度は、高齢者の社会参加と健康増進を促し、また、公共交通機関の利用促進

による維持確保を図ることを目的に、市内路線バスと阪堺電車において65歳以上の堺市民の
方を対象に 1乗車 100円でご利用できる制度です。この制度趣旨に鑑み、生活保護世帯、障
害者は対象としておりませ疵

また、おでかけ応援制度は、これまで利用日や利用回数などの拡充を実施してきており、多

くの方にご利用いただいていますが、受益者負担の観点から無料化については難しいと考えて

います。

市としましては、今後とも庁内及び事業者と連携しながら、公共交通の利用促進及び維持確

保に努めます。
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番 号 陳情第 68号 所管局 上下水道局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 21項 (経営企画室)
これまで、水道料金は、大阪広域水道企業団の水道用水供給料金の引下げによる負担減少分

を還元するため令和元年 12月 から水道の従量料金を引き下げ、下水道使用料についても、経

営改善の取組みにより、平成 29年 10月 から基本使用料を引き下げました。
令和 2年度の6月 から9月 では水道基本料金の 8割減額し、令和4年度の 9月 からは、水道

基本料金を全額免除するなど、新型コロナウイルス感染症関連の支援策を実施しています。

また近年の急速な経営環境の変化に対応するため、本市では現在、令和 5年度を開始年度と

する新たな経営戦略を策定しています。

経営戦略の策定にあたり長期の収支見通しを試算した結果、水需要の減少により料金収入が

減少していく一方、施設の老朽化に伴う更新需要や耐震化対策等に係る費用の増大が見込まれ

ます。

このように上下水道事業では厳しい経営環境が想定されるため、経営戦H各において今後も引

き続き安定的な上下水道サービスを維持できるよう、経営基盤強化に取り組みます。

次に、低所得者や生活保護世帯に対する水道料金並びに下水道使用料の減免制度の実施につ

いてお答えします。

水道事業並びに下水道事業の経営は、地方公営企業法に基づき、事業の経費は当該事業の経

営に伴う収入をもつて充てる、いわゆる独立採算制を基本としています。サービスの提供に要

する経費負担をその受益者に求めるという受益者負担の原則により、使用者間の負担の公平性

を図り、只オ政の自主・自立を確保することで、効率的な事業運営をめざしています。

このように、独立採算制の下で経営を行う場合において、ご要望のように一部の方を対象と

した水道料金並びに下水道使用料の免除制度を実施すれば、当該制度による減収分を、結果的

に他の市民のみなさまに転嫁することとなるため、受益者負担の公平陛の観点から適切でない

と考えております。
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番 号 陳情第63号 所管局 教育委員会事務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 22項 (1)① (学校教育部教育課程課・総務部総務課)
教科用図書の採択に当たつて、本市では、文部科学省からの通知や学習指導要領の改訂の趣

旨をふまえて採択基本方針を策定したうえで、その方針に基づいた調査研究を実施し、適正か

つ公正に教科用図書を採択しています。

また、入学式、卒業式等における国旗の掲揚及び国歌の斉唱については、学習指導要領に則
つて適切に実施するように各学校に対して指導しています。

平成 11年に「国旗及び国歌に関する法律 (平成 11年法律第 127号 )」 が市1定され、自
治体として市民が国旗に親しみをもち、また国旗への理解が深められるよう啓発に努める必要

があることから、本市施設での国旗掲揚について取り組むこととしました。現在、この基本方

針に沿つて学校園施設等において国旗の掲揚を行つています。

第 22項 (1)② (学校管理都学校施設課)(危機管理室防災課)
学校施設の耐震化について、体育館は平成 23年度に、学校園の校舎 (園舎)は平成 26年
度に完了しており、体育館の天丼等落下防止対策についても平成 27年度に完了しています。
学校施設の老朽化対策としては、学校建物の劣化状況や耐力度等について調査するため、平

成 25年度より校舎等の老朽化基礎調査を実施し、また堺市学校施設整備計画に基づき、校舎
の長寿命化や外壁改修、 トイレ改修等を行っています。今後も子どもたちが安全・安心に過ご
せる良好な教育環境および地域住民の安心な避難環境の整備のため、安全確保を最優先に取り

組みま現

第 22項 (1)③ (学校教育部支援教育課・学校管理部学校施設課・総務部学務課)(建築都
市局交通部公共交通担当)(建設局道路部連続立体推進課)
本市では「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 (平成 18年法律第 91
号)」 1こ基づき、校舎の新築や改築等に合わせてエレベーター設置を行つています。障害のあ

る児童生徒が安心レて学校生活を送ることができるように、学級の状況や児童生徒の障害の状

況を鑑みながら、関係課と連携し、必要な措置を講じます。

通学路のバリアフリー対策につきましては、今後も関係課と連携し、取り組みます。

市内鉄道駅のバリアフリー化につきましては、連続立体交差事業中の2駅 (南海本線諏訪ノ
森駅、浜寺公園駅)を除く27駅においてエレベーターもしくはスロープの設置による段差解
消や、多機能 トイレ、視覚障害者誘導ブロックの整備が完了している状況です。なお、現在、

連続立体交差事業中の 2駅についても、事業完了時には上記のようなバリアフリー対策を完了
する予定です。また、可動式ホーム柵については、補助制度を設け、市内を運行している鉄道

事業者に早期設置の要望を行ってきており、これまで、大阪市高速電気軌道株式会社におい

て、御堂筋線市内3駅に設置が完了しています。さらに、南海電気鉄道株式会社において、今
年度から中百舌鳥駅4番線での設置工事が開始されています。市としましては、引き続き、駅
利用者の安ハェll生向上が図られるよう、鉄道事業者に働きかけていきます。
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番 号 陳情第 63号 ′ 所管局 教育委員会事務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 22項 (2)①、③～⑤ (3)①～② (総務部学務課)
就学援助制度については、準要保護者に対する国庫補助制度が廃止された中、援助内容の継

続を図るため、現在の所得認定基準及び給付内容で実施しています。

今後も、国に対し就学援助費に係る財政措置の充実について要望します。

第 22項 (2)② (学校管理都学校給食課)
学校給食に要する経費のうち、食材料費については、学校給食法に基づき保護者の方々のご

負担をお願いしています。学校給食費の無償化の実施は、多額の公費を伴うこととなり、限り

ある財源のなか、給食費の無償化を行うことは非常に困難であると考えています。

なお、令和4年度 2学期の学校給食費無償化は、令和 4年 4月 に、新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金に「コロナ禍における原油価格 。物価高騰対応分」力靖J設されたこ

とをふまえ、生活者支援として物価高騰等に直面する保護者の経済的負担を軽減することを目

的に実施しているものです。

第22項 (2)⑥～⑦ (学校教育都学校保健体育課)
要保護及び準要保護の児童及び生徒に係る医療費の対象疾病について、児童及び生徒を取り

巻く環境等の変化に応じたものに改善するよう、機会を捉えて国に要望します。

医療券につきましては、診療医療機関等から本市への請求書を兼ねております。診療医療機

関等の診療報酬明細書請求の単位が 1か月であるため、医療券の発行も診療報酬明細書と同様

に1か月ごととしています。

第 22項 (2)③ (学校管理部学校給食課)
教育委員会では、全員喫食制の中学校給食の実施に向け、「堺市中学校給食実施方法等調

査」の結果をもとに、有識者、保護者、教職員で構成される「堺市中学校給食検討懇話会」か

らの意見をふまえ、高度な衛生管理が徹底できること、同時期に一斉早期に開始できること、

安全安心な給食を安定的に提供できること等の理由から、給食センター方式の導入を令和 2年

3月 に決定いたしました。現在、令和 3年 10月 に策定した「堺市中学校給食改革実施計画」

に基づき、全員喫食制の中学校給食を令和 7年度に開始することをめざし、取り組んでいま

す。なお、政令市の多くでは給食センター方式が導入されており、近年、新たに中学校給食を

開始する市においても、給食センター方式を導入しています。全員喫食制の中学校給食の実施

に向けては、保護者や教職員からの意見も参考にして、安全安心な給食の実施に取り組みま

現
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番 号 陳情第 64号 所管局 健康福祉局

件 名 難聴者施策について

第 2項 。第 3項 。第 4項・第 5項 (長寿社会部長寿支援課・障害福祉都障害支援課・健康部健

康医療政策課)

加齢J性難聴については、本市においても相談窓口などで、コロナ禍によるマスク着用やアク

リルパネル設置の影響も加わり、「聴こえ」への対応が課題となつています。

本市では、令和 3年度に老人福祉センター及び地域包括支援センターに加齢性難聴の方の

「聴こえ」をサポー トするスピーカーを設置しました。今後も、加齢性難聴に対する社会の理

解の促進に取り組み、あわせて、市内介護サービス施設等での生活支援機器の導入促進や、高

齢者を支援するケアマネジャーなど専門職の気づきを促し、医療受診や適切なケアにつながる

よう啓発していきます。

なお、カロ齢性難聴を含む聴覚障害による身体障害者手帳をお持ちの方につきましては、補装

具として、補聴器の購入に要する費用を助成する国の制度があります。身体障害者手帳をお持

ちでない加齢サl生難聴の方の補聴器購入に係る公的補助制度の創設につきましては、他市と共同

し国へ提案しています。

また、一般社団法人日本耳鼻咽喉科学会のホームページにおいて、日本耳鼻咽喉科頭頚部外

科学会が認定した補聴器相談医の内、勤務先公開の了承を得た相談医の名簿が公表されていま

坑

今般、当該名簿を改めて確認させていただきましたところ、堺市内すべての行政区におい

て、補聴器相談医は配置されている状況です。
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番 号 陳情第65号

件 名 行政にかかる諸問題について

審 査

委員会
議会運営委員会

審査日 12月 16日

(審査結果)

第 1項

市議会議員の定数は、地方自治法等において条例で定めるものとされています。

本市議会における議員定数については、これまで、本会議等において、議員間でさまざまな

議論が行われてきたところです。

今期定例会においても、議員提出議案第 37号 「堺市議会議員定数及び各選挙区選出議員数
に関する条例の一部を改正する条例」が提出されており、 12月 20日 本会議において、議決

される予定です。

なお、これまでの議論は、市役所市政情報センター、各区役所市政情報コーナー、堺市各図

書館等で会議録を閲覧することができ、また堺市議会ホームページからも会議録を検索してご

覧いただくこともできます。

第 2項 (1)

議会における新型コロナウイルス感染症への対応については、日々の感染対策 (こまめな手

洗い、手指消毒、咳エチケット、マスクの着用など)と体調管理を徹底しております。

各議員は、本会議・委員会等の各種会議に出席する際には手指消毒、検温、マスク着用等の

感染対策を行うことを、議会運営委員会において申し合わせており、発熱や咳などの症状等が

ある場合は、速や力Чこ議長へ報告するとともに、必要に応じ医療機関を受診するなど、検査等

を各自行つており、感染防止に努めておりますので、ご理解のほどよろしくお願いいたしま

或

なお、令和 3年 2月 定例会において堺市議会委員会条例を改正し、新型コロナウイルス感染

症のまん延防止措置の観点等から、委員会への参加が困難な場合のオンライン出席について定

め、新型コロナウイルスに感染又は濃厚接触者となつた場合等にもオンラインで委員会審議に

参力日することができるよう規定しております。

【参考】

堺市議会委員会条例第 13条の2

委員長は、新型コロナウイルス感染症のまん延防止措置の観点等から、委員会を招集する場

所に参集することが困難な委員があると認めるときは、映像と音声の送受信により相手の状態

を相互に認識しながら通話をすることができる方法によって、当該委員を委員会を招集する場

所以外の場所から委員会に参加させることができる。
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番 号 陳情第 65号 所管局 市長公室

件 名 行政にかかる諸問題について

第 3項 (貿易大臣会合協力室)
G7貿易大臣会合の開催を通じて、中世の時代に貿易都市として栄え、百舌鳥古墳群の雄大
さや茶の湯文化を育んできた堺の魅力を国内外に発信します。

G7貿易大臣会合に関する事業やイベント等は、適宜「広報さかい」やホームページなどに
掲載し、広く市民に周知します。

第 4項 (広報戦略部広報課)
「広報さかい」は、令和 2年度に策定した広報戦略に基づき、「安心と発見を届ける市民の

頼りになる広報紙」をコンセプトに、令和 3年 10月 号からリニューアルしました。
写真・イラスト・図表を積極的に活用し、より分かりやすく、見たい記事が探しやすい広報

紙になるよう制作しています。

今後も市の重要施策や市政情報をはじめ、市民の暮らしを守るセーフティネットに関する情

報などを幅広くお届けし、市民の期待に応える広報活動に努めます。
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番 号 陳情第 65号 所管局 市政集中改革室

件 名 行政にかかる諸問題について

第 5項 (市政集中改革室)

令和 3年 10月 に公表した「堺市財政危機脱却プラン (案 )」 では、支出の見直しと収入の

確保を両輪とする抜本的な改革を推進することで、日標とする令和 12年度までの収支均衡を

実現するとしています。

支出の見直しの取組のうち、「ハー ド事業費の総量管理」では、都市の魅力や活力を高める

都市基盤整備など将来の税源洒養に結び付く事業や、老朽化等により安
ハェJ性が確保できない施

設やインフラの整備・改修など安全 。安心の確保に資する事業への重点化を図ることで、ハー

ド事業に係る総事業費の 2割程度の縮減を行うとしています。

また、収入の確保の取組として、規制緩和により民間開発を誘導し、市外から人や企業を呼

び込むことで、税収を確保するとしています。

今後、人口減少、高齢化などにより、さらに厳しい都市経営が予想される中にあつても、本

市が将来にわたり成長し続けるために改革を着実に推進し、安定的な財政基盤を構築すること

で、持続可能な者呂市経営を実現します。
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番 号 陳情第 65号 所管局 ICTイ ノベーション推進室

件 名 行政にかかる諸問題について

第 6項 (ICTイ ノベーション推進室)
堺市では、今年度、総務省のデジタル活用支援推進事業を活用し、実施事業者や各区役所と

連携して、スマー トフォン教室を実施しています。

スマー トフォン教室では、スマー トフォンの操作方法や利便性だけでなく、インターネット

やLINEな どの使用に関するセキュジティの注意喚起も行つています。
今後も市民の方がスマー トフォンを安全に利用できるよう、関係部局と連携の上、セキュリ

ティ対策の周知活動を行つていきます。
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番 号 陳情第 65号 所管局 泉北ニューデザイン推進室

件 名 行政にかかる諸問題について

第 7項 (泉北ニューデザイン推進室事業推進担当)

泉北ニュータウンでは、画一的な住宅中心であつた「ベンドタウン」から、多様性を受け入

れ、多様な機能が備わり、多様な暮らし方が実現できる「より豊かなまち」へと変革し、その

価値を高めることとしています。住宅については、公的賃貸住宅事業者と連携し、居住者のラ

イフステージの変化や多様化するライフスタイルに対応した柔軟な住まい方を実現するための

取組を促進します。

近畿大学医学部 。大学病院の開設に向けた近畿大学・大阪府・堺市の事業にあたつては、地

域住民の理解が得られるよう工事の進捗情報の掲示を行い、事業に対するご意見、要望事項に

対応しています。今後とも、地域住民に対して丁寧な説明を行いながら円滑な近畿大学医学

部・大学病院の開設に向けた取組を進めます。

これらの取組等により、泉北ニュータウン地域において、新たな価値を創造し、将来にわた

って多様な世代が快適に住み続けることのできる「持続発展可能なまち」をめざします。
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番 号 陳情第 65号 所管局 総務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 8項 (1)(人事部人事課)
本市では、これまで、少数精鋭の組織で効率的な行政運営を行つていくため、適正な要員管

理の取組を進めてきました。

今後についても、事務事業や組織体制の見直し、 ICT等 による業務の効率化、働き方改革
などを推進し、行政需要の変化に柔軟に対応できる体制を整えながらも、全体としてスリムで

効率的な職員体制の構築に努めていきます。

第 8項 (2)(3)(人事部労務課)
地方公務員の給与は、地方公務員法第 24条第 2項において、「生計費並びに国及び他の地
方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定められなければな

らない」と規定されており、毎年度、民間企業の従業員の給与水準との均衡を考慮して行われ

る人事委員会勧告を踏まえ、決定しています。

今年度の人事委員会繊告では、一般職の職員の月例給について、職員給与が民間給与を96
2円 (0.25%)下 回つていることから、この較差を解消するため、給料表を引上げ改定す
るよう示されており、初任給を含む給料月額の引上げを条例提案しています。

地域手当は、公務員給与に地域の民間賃金水準をより的確に反映させる目的で、公務員の給

与水準を、民間賃金の地域間格差の事情等に応じて調整するために支給される手当です。地域

手当の支給割合については、厚生労働省が実施する賃金構造基本統計調査のデータを用いて、

地域ごとに算出された民間賃金指数に応じて、総務省が定めた地域手当の指定基準により、堺

市は 10%と されているため、これに基づき支給しています。
今後も、地方公務員法の趣旨に則り、適正な給与水準の維持に努めてまいります。
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番 号 陳情第 65号 所管局 総務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 8項 (4)(人事部人事課 。人材開発課)

堺市職員をはじめ地方公務員には、地方公務員法第二十二条において「職員は、その職の信

用を傷つけ、又は職員の職全体の不名誉となるような行為をしてはならない」とする服務の根

本基準が定められています。

これを遵守するため、堺市では、綱紀保持の基本方策や職員の心構えを定めた「綱紀保持の

基本指針」及び「職員の心構え」を周知し、毎年 2回、全職員に対して服務規律の確保の通知

を行い、服務規律の確保に努めてきたところですが、依然として非違行為など不祥事の根絶に

は至っていない状況です。

非違行為があつた場合には、厳正に対処した上、改めて全職員に公務員としての自覚と責任

を再認識するよう周知などを行つてまいります。

また、全体の奉仕者であり、堺市職員として高い倫理観を持つて市政や業務にあたることが

求められていることから、特に入庁 3年目までの職員に対して、公務員倫理研修を通じて徹底

を図つています。さらに、全庁的な取り組みとして、各所属においても毎年、公務員倫理研修

を実施することにより、全職員に対して、公務員倫理に関する知識の定着と意識の醸成を図つ

ています。

今後も不祥事が生じることのないよう服務規律の確保を徹底し、職員研修の充実等により、

高い倫理観を持つた人材の育成に取り組んでまいります。
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番 号 陳情第 65号 所管局 財政局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 9項 (税務部市税事務所市民税課)

令和 2年度に発生した寄附金税額控除の算定誤りにつきましては、委託業者及び市職員によ
る寄附金額のデータ入力漏れや誤りのほか、チェック漏れなど確認作業が不十分であつたため

生じたものです。

再発防止策としましては、当初課税時の全データ入力後は、確定申告書に記載された「住民

税に関する事項」欄の寄附金欄と所得税寄附金控除欄の入力数値を一定の条件で突合し、整合

しなかつたものについて全件確認を行うよう改めました。

三度とこのようなことがないよう努めてまいりますので、ご理角早のほどよろしくお願いいた

します。
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番 号 陳情第 65号 所管局 危機管理室

件 名 行政にかかる諸問題について

第 10項 (危機管理室防災課)
国土強革刃化基本法の趣旨を踏まえ、大規模自然災害が発生しても「致命的な被害を負わない

強さ=災害に強い堺市」と「速や力斗こ回復するしなやかさ=災害から素早く立ち直る堺市」を

つくることを目標に取組をまとめた「堺市国土強革刃化地域計画」を平成 29年 2月 に策定しま
した。また、洪水氾濫や内水氾濫、土砂災害、高潮等の風水害リスクなどを追加し、令和4年

3月 に改正しました。

本計画では8つの「事前に備えるべき目標」及びそれぞれに対応した34の 「起こしてはな

らない最悪の事態」を定め、計画満了となる令和 7年度末に向け具体的な取組を進めており、

その進捗状況等を毎年度把握、検証のうえ、必要に応じて見直しを行うなどPDCAサ イクル
を繰り返しながら、災害対策を推進しています。
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番 号 陳情第 65号 所管局 市民人権局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 11項 (市民生活部消費生活センター・人権都人権推進課)
本市では、消費者である市民の利益を守るため、契約等によるトラブルの相談に応じ、助言

や事業者とのあっせんのほか、法律等適切な専門相談窓日の情報提供など、被害の回復に向け

た支援をしています。

また、旧統一教会の関連団体が関与する「ピースロー ド」については、今後後援名義使用承

認が申請されても、承認いたしません。

第 12項 (市民生活都消費生活センター・市民協働課 。人権都人権企画調整課)
国連総会では、 1948(昭 和 23)年に、「すべての人間は、生まれながらにして自由で
あり、かつ、尊厳と権利とについて平等である」とする「世界人権宣言」が採択されました。

その後、世界人権宣言を具体化するため、「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規

約 (A規約 )」 と「市民的及び政治的権利に関する国際規約 (B規約)」 の 2つの国際人権規約
が、また、個別の人権を保障するために様々な条約が国連で採択されています。

国においては、人権課題に関する諸条約を締結しており、それらに基づいた国内法や行政計

画が整備され、自治体では、様々な人権施策に取り組んでいます。

本市においても、「堺市平和と人権を尊重するまちづくり条例」に基づき、人権施策を積極

的に推進しています。

特殊詐欺については、市役所等を臨った医療費の還付金や、未払い金を請求する架空料金請

求、新型コロナウイルス感染症に便乗するものなど、特殊詐欺の手日は多様化しており、被害
が多発しています。

本市としましては、特殊詐歎の未然防止は重要な取組と考えており、詐欺の手口や被害の防
止方法等を広報紙やホームページ、ポスター掲示などを通じて積極的にお知らせしています。

また、堺市内警察署・堺市立消費生活センター連絡会議を定期的に開催し、行政と警察が連

携しながら各種啓発活動を実施し、特殊詐欺被害防止の電話パ トロールや消費者被害の救済等

にも取り組んでいます。

今後も、犯罪のない安心して暮らせる地域社会の実現をめざし、警察や地域、事業者等と連

携・協働しながら、被害の未然防止に向け取り組んでいきます。
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番 号 陳情第 65号 所管局 市民人権局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 13項 (市民生活都市民協働課)
本市では、堺市自治連合協議会と連携・協働して、自治会加入促進に向けた取組を行つてい

ます。

主な内容としては、堺市自治連合協議会が作成した加入促進リーフレットの配布、市及び各

区広報紙・ホームページでのPR記事の掲載、市役所庁舎等での懸垂幕の掲出、大阪府宅地建
物取引業協会堺市支部と公益社団法人全日本不動産協会大阪府本部大阪南支部との協定に基づ

く新規入居者や住宅購入者等への加入促進の働きかけ等があります。

また、今年度は、本市職員で構成する自治会加入促進のワーキンググループを立ち上げ、マ

ンション住民への啓発、市SNS等を活用したメンセ~ジの発信、開発事業者への働きかけの
強化、自治会に関する市ホームページのリニューアルを実施したほか、 11月 からは自治会加
入申請のオンライン対応も開始しています。

これらの他にも、各区において、区民まつり等でのパネル展示や力日入促進ブースの設置、マ

ンション等の集合住宅に「共助」の重要性を踏まえた加入啓発チラシの配布、YouTube
で自治会活動紹介動画の配信等の取組を行つています。

今後も、堺市自治連合協議会と連携・協働して、自治会加入促進に向けた取組や啓発活動を

推進します。

第 14項 (男女共同参画推進部生涯学習課)
今般の新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、これまで以上に ICTを活用した新たな
学習の場や機会の提供が求められています。また、オンラインによる学習や動画配信を活用す

ることで、時間や場所を選ばす学習できるなど、学びの可能性が広がることから、 ICTを活
用した生涯学習施策は重要と考えています。

今後とも、関係部局と連携し、 ICTを活用した学習機会の提供など、様々な学習支援に取
り組みます。
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番 号 陳情第 65号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 15項 (健康部健康医療政策課)
堺市立総合医療センターについても、電子カルテシステムを導入していることから、サイバ

ー攻撃などに対するセキュリティ対策は日頃より強化に努めています。今後も市民の生命 。安

全を守り、必要な医療を提供するため、同センターヘの支援を実施していきます。

第 16項 (保健所感染症対策課)
本市におきましては、各保健センターなどで検査を受けられる体制を整えており、また6月

の性感染症予防月間や 12月 の世界エイズデーなど、折に触れ検査の案内、感染予防策につい
ての情報提供や意識啓発を実施しています。

市民への効果的な情報提供の手法についてはさらに検討を重ね、対策を進めていきます。

第 17項 (健康部健康医療政策課)
国において令和 4年 6月 に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 (骨太方針 20
22)」 では、「オンライン資格確認について、保健医療機関 。薬局に2023年 4月 から導入
を原則として義務付けるとともに、導入が進み、忠者によるマイナンバーカー ドの保「父証利用

が進むよう、関連する支援等の措置を見直す。」と記載があります。

国は医療機関等に対し、顔認証付きカー ドリーダーの無償提供のほか、その他の費用の補助

を実施しているところです。

堺市立総合医療センターにおいては、既に顔認証付きカー ドリーダーの設置を終えておりま

現

同センターでは今後も市民の生命・安全を守るため、必要な整備を実施していきます。

第 18項 (長寿社会部長寿支援課・健康都健康推進課)
本市では、高齢者が地域でできるだけ自立した生活を送り続けていただけるよう、令和 3年

度から「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業」を実施しています。

通いの場での健康教育や、健康状態についてハイリスクの方への個別支援を行つています。

また、高齢者が,い身の虚弱であるフレイル状態となることを防ぐため、市では現在、介護予

防教室や健康教室の実施、認知症予防の効果が期待できる堺市版介護予防体操「堺コッカラ体

操」の普及等に取り組んでいます。また、ご自宅にいながらオンラインでご参力日いただけるフ

レイル予防教室も実施しています。

今後も、引き続き要介護・要支援状態に至る前からフレイル予防に取り組み、高齢者の健康

寿命の延伸につなげていきます。
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番 号 陳情第 65号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諾問題について

第 19項 (保健所感染症対策課)
大阪府内共通の取組として、現在 (令和 4年 11月 21日 時点)、 10歳から64歳までの
症状がある方には抗原検査キットの無償配布を行つていることに加え、 9歳以下の子どもを対

象に、今冬の感染拡大を見据え、備蓄用として抗原検査キットの無償配布を行つています。

必要な検査体制の確保について、今後も継続的に取り組んでいきます。

第 20項 (保健所感染症対策課)
第 8波の到来が見込まれる今冬、新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザとの同

時流行と発熱外来の逼迫が懸念されています。そうした中、大阪府では、重症化リスクの高い

方を医療につなげるため、 64歳以下の方等の重症化リスクの低い方は、検査キットで自己検
査を行い、症状が重くない方は医療機関を受診せずに自宅で療養する方針を示し、発熱外来の

逼迫を防ぐため対策を講じています。本市でも、これらの方針 。対策や基本的な感染対策、自

宅での療養に備えた検査キットや食料品 。日用品、解熱鎮痛剤等の備蓄について広報紙、ホー

ムページ等において周知を行つています。

また、施設等における感染拡大やクラスター発生を防ぐため、感染対策についての啓発指導

を、大阪府や民間事業者等と連携し実施しているところです。

感染拡大の防止や適切な医療体制の確保につながるよう引き続き取り組んでいきます。
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番 号 陳情第 65号 所管局 子ども青少年局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 21項 (子ども青少年育成部子ども企画課)
本市では、「全ての子どもの人権が尊重されるまちの実現」と「地域社会全体で子どもの健

やかな育ちを支え、保護者とともに成長を実感できるまちの実現」を基本理念とした、「堺市

子ども・子育て総合プラン」 (計画期間 :令和 2年度～令和 6年度)に基づき、子ども。子育
て支援法に基づく「教育・保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」のほか、子どもと子育

て家庭を支援する総合的な取組を推進しています。

今後も、限られた財源の中、妊娠・出産から乳幼児期、学齢期、青少年期に至る切れめのな

い子育て支援の効果的な推進を図ります。
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番 号 陳情第 65号 所管局 環境局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 22項 (カーボンニュー トラル推進部環境エネルギー課)
本市では、これまで市有施設への太陽光発電設備や省エネルギー設備の導入等に取り組んで

きました。また、本年 11月 には堺市地球温暖化対策実行計画を2050年 カーボンニュー ト
ラル実現に向けた内容に改定しました。引き続き、市有施設から排出される温室効果ガス排出

量の削減に向けた取組を進めていきます。
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番 号 陳情第 65号 所管局 産業振興局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 23項 (1)(産業戦略部地域産業課)
本市では、 (公財)堺市産業振興センターを中心に、市内中小企業の総合的支援を行ってい
ます。市内中小企業者の資金調達を円滑に進めるため、信用保証協会を保言正機関とする融資以

外にも、堺市産業振興センターを保証機関とする多様な融資メニューも設けています。

具体的には、厳しい経営環境にある市内中小企業者を支援するために「堺市経営安定特別資

金融資」を設けており、当該融資制度は、売上高が減少している場合等に利用できるセーフテ

ィネット融資として数多くの中小企業者の方からご利用いただいています。

その他、市内中小企業者の設備投資等の資金にご利用いただける「中小企業活力強化資金融

資」や新たに事業を営むために必要な準備を行っている方、または創業間もない方向けの「堺

市創業者支援資金融資」、信用保証協会を保証機関とする融資等を多数用意しており、多様な

資金ニーズに対応する融資メニューを設けています。

今後とも、中小企業を取り巻く経済情勢と企業の経営実態に即した利用しやすい融資制度の

構築に努めてまいります。

第 23項 (2)(産業戦田各都イノベーション投資促進室)
本市では堺市イノベーション投資促進条例による市税優遇制度や企業成長促進補助金等の企

業投資促進事業において、成長産業分野や研究開発機能などの投資に重点を置いた支援措置を

講じています。高い付加価値を創出し、企業の競争力強化や地域経済への経済的効果につなげ
るため、引き続きイノベーション投資促進条例を中心とした企業投資促進事業を実施し、市内
への企業投資の誘導に取り組んでまいります。

第 23項 (3)(産業戦略部中百舌鳥イノベーション創出拠点担当)
堺基本計画 2025に おいて、中百舌鳥エリアはイノベーション創出拠点に位置付けてお
り、さかい新事業創造センター (S― Cube)に よるインキュベーション事業やアクセラレ
ーションプログラムなどによる起業家の育成支援、令和4年度には新たなビジネスサービス・
プロダクトによる社会課題の解決をめざす社会課題解決型プロジェクト創出事業を進めており

ます。

今後は、これら支援プログラムの参加者や先輩起業家、支援機関、行政など多種多様なステ
ークホルダー同士の交流を促進することで共創を促し、中百舌鳥発から連続的にイノベーショ

ンが創出される環境整備を進めてまいります。
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番 号 陳情第65号 所管局 産業振興局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 24項 (農政部農水産課)
本市では、堺市農業振興ビジョンを本年 3月 に改定し、その柱となる基本姿勢に「地産地消

の推進」を位置付けました。

地産地消は、地域の理解と参加によつて農地が維持され、多面的機能が発揮され、そしてま

た農産物が生産される、という好循r尿―を生む原動力になります。

この好循環により、都市と農が共存し、市民全体で共感する豊かな者卜市農業の実現をめざし

ます。

また、堺産農産物をより身近に感じていただくため、令和 3年 10月 以降「堺のめぐみ」の

対象品目拡大、ロゴマークの刷新を行い、店頭表示ステッカーを作成しました。併せて、商業

施設でのイベント等における「堺のめぐみ」の販売も積極的に開催しています。

引き続き、様々な広報媒体の活用やイベントヘの参画を通じて積極的に情報発信し、堺産農

産物の利用を促進し、農業支援につなげていきます。
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番 号 陳情第65号 所管局 産業振興局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 25項 (1)(2)(産業戦略部雇用推進課)(健康福祉局長寿社会部長寿支援課)
本市では、就労意欲を持ちながらも、様々な阻害要因のため就労に結びつかない方々に対し

て、公益財団法人 堺市就労支援協会 (ジョブシップさかい)内に堺市地域就労支援センター
を開設し、就労相談や職業能力開発講座等の就労支援を行つております。

女性の雇用に関しましては、さかい」OBステーションの女性しごとプラザや、ジョブシッ
プさかいにおいて、女性求職者の状況に応じて、就職につながるカウンセリングやセミナーの

実施をはじめ、正規雇用の求人企業情報の提供及び企業とのマッチングなどの支援、結婚、出

産、育児、介護等の様々な事情で一旦退職し再就職をめざす女性のキャリアブランク解消の支

援などに取り組んでいます。

また、障害者雇用につきましては、ハローワーク堺等と共催で、市内企業の事業主や人事労

務担当者を対象に、障害者雇用に関する理解を深め、障害者の雇用の促進 。安定を目的とした

障害者雇用促進セミナーや、さかい障害者就職面接会を開催しています。また、中小企業にお

ける障害者の雇用の促進を図るため、障害者雇用に積極的に取り組む企業等を、堺市障害者雇
用貢献企業として認定し、企業情報の発信や奨励金の支給などの支援を行つています。障害者
の就労支援の専門機関として、障害者就業・生活支援センターにおいて職業準備訓練を実施
し、ハローワーク堺等関係機関と連携・協力しながら、就職に必要な支援や就職後の定着支援
を行つています。

このほか、企業に対しては、ダイバーシティ経営戦略セミナーなどの実施を通じて、女性を

はじめとする多様な人材が活躍できる職場づくりを促しているところです。

引き続き、関係機関と連携・協力しながら、働く意欲のある、あらゆる人材の活躍に向けた支

援を行つてまいります。

(公社)堺市シルバー人材センターにおいては、原則として60歳以上の健康で働く意欲の
ある方で、設置目的に賛同された方は、どなたでも同センターの会員になることができます。

同センターでは、高齢者の就業の場を確保するため、臨時的・短期的又は軽易な仕事を個人

家庭・民間事業所・公共団体等から引き受け、希望や能力に応じて会員に提供しています。会

員は、仕事の内容、場所や配分金等を判断して、仕事を引き受けるかどうかを決めることがで

きます。なお、配分金の基準は仕事の内容によって異なります。

また、同センターでは、より多くの高齢者に就業の場を確保することをめざし、多種多様な

就業機会の提供など事業拡大に向けた団体の事業計画を策定し、受託業務の受注量の増加に向

けた取組に努めています。
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番 号 陳情第 65号 所管局 建築者Б市局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 26項 (都心未来創造部都心活性化担当 。ベイエリア推進担碧 。交通部交通政策担当・者卜市

整備都都市整備担当)

都市整備に関しては、「堺市基本計画 2025」 に基づき「堺グランドデザイン2040」
の実現に向け、様々な手法による市街地整備を通じて、すべての人が安全・安心で快適に暮ら

し、魅力と活力あふれる都市の形成を進めていきます。

本市の中枢である都心では、これまでも活性化に向けて様々な取組を行つてきました。新型

コロナ感染症を契機に働き方や暮らし方が大きく変化し、様々な技術革新の進展による市民生

活や社会活動が変わろうしています。このような状況を踏まえ、現在、者脱い未鶏 I造ビジョン

を作成しています。

都心においては、「堺東」。「堺駅・堺旧港」
。「環濠」の 3エ リア固有の地域資源を活かし、

公民連携のもと、を見光・産業・者Б市空間形成・環境など様々な取組により魅力を高めていきま

す。あわせて、SMIプロジェクトを中心とした公共交通軸の強化や人中心のウォーカブルな
空間形成などにより魅力を結び、市内外から多くの来街者等が訪れ、交流する都市魅力にあふ

れた堺者臣い部の活性化を図ります。

ベイエリアについては、者Б心の鉄道駅から徒歩圏に位置し、親水護岸が整備された美しい海

辺を有する堺旧港など、ベイエリアの持つポテンシャル、海辺の魅力を活かし、居心地の良い

交流空間を、民間活力を活用しながら形成することで、より多くの市民、来訪者の訪れる魅力

あるエリアの形成をめざします。

交通については、集約型者I市構造の実現に向け、交通ネットワークの形成、公共交通の利便

性向上や過度な自動車利用から公共交通への転換を進め、日常生活を支える公共交通の維持確

保を図ります。

第 26項 (1)(住宅部住宅まちづくり課 。大仙西地区整備室)
堺市営住宅長寿命化計画に基づき建替対象棟を選定し、建替事業を進めています。また、高

齢者、障害者等が安全・安心に暮らせるように、建替事業や改善事業により、スロープやエレ

ベータの設置、住戸内の段差解消や手摺の設置等、バリアフリー化を今後も推進します。

第 26項 (2)(住宅都住宅まちづくり課)
空き家対策については、「堺市空家等対策計画」に基づき、庁内関係課や専門分野の関係団

体とも連携を図りながら、空き家化の予防対策、空き家の活用・流通対策、管理不全空き家ヘ

の対策の取組を総合的に行います。
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番 号 陳情第 65号 所管局 建設局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 27項 (サイクルシティ推進部自転車環境整備課)
現在、自転車通行環境の整備については、自転車利用者の多いエリア、自転車事故が多い箇

所、来訪者が多い地域等から優先的に整備を進める路線を選定し、令和 3年度末で総延長約 6
7kmの整備が完了しております。今後も引き続き、優先度の高い路線を選定し、自転車通行
環境の整備を進めま丸

第 28項 (土木部土木監理課・河川水路課 。道路部道路整備課)(上下水道局水道都水道サー
ビスセンター・下水道管路部西部下水道サービスセンター・経営企画到

橋梁などの道路施設、河サ|1管理施設、水道施設、下水道施設などの公共インフラについて

は、堺市公共施設等総合管理計画に基づき、定期点検や日常点検を実施し、点検結果に基づき

計画的に補修などを行つています。
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番 号 陳情第 65号 所管局 上下水道局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 29項 (経営企画室事業マネジメント担当)
本市では、水道事業については明治43年、下水道事業については昭和 27年に事業着手
し、鋭意整備を進めてきました。その結果、現在では水道、下水道共に普及率が100%に 近
づき、多くの市民が上下水道サービスを利用できるようになりました。

一方で、高度経済成長期を中心に多くの上下水道施設が整備されており、今後、更新時期を

迎える施設が増加することから、その対応が大きな課題となつております。そのため、本市で

は、将来を見据え、施設全体を効率的かつ効果的に管理運営することを目的にアセットマネジ

メント手法を用いて中長期的な視点で事業量を把握し、平準化を図ることで、計画的かつ効率

的に施設を改築、更新しています。
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番 号 陳情第65号 所管局 教育委員会事務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 30項 (1)(学校毅育部生徒指導課)
調査書誤記載が複数年発生していた事案について、原因究明及び再発防止策並びに組織運営

等の検証を行うため、有識者等による第二者委員会を設置しました。第二者委員会の助言をふ

まえ、調査書作成の手順のあり方やチェックの仕組みなどの見直しのほか、学校の組織運営の

改善を行いました。なお、マニュアルの見直しについては、教育委員会事務局と市長事務部局

の職員で構成する対策チームを設置してマニュアルの改訂を進めました。また、教職員には、

研修等を通じて、調査書は生徒が進路を選択する上で重要な書類であるということを改めて周

知し、適切な進路業務の遂行を徹底しています。

第 30項 (2)(学校教育都生徒指導課)
体罰根絶に向けて、児童生徒への対応を一部の教員に任せきりにすることや、特定の教員が

抱え込んだりすることがないよう、組織的な対応を徹底し、管理職や生徒指導担当教員を中心

に、体制を常に見直すよう教育委員会から学校に対して指導しています。

また、生徒指導上対応が困難な事案に対し、学校危機管理アドバイザーの派遣、スクールカ

ウンセラーやスクールノーシャルワーカーなどの専門家の配置等により、課題解決の支援、教

員への心身の負担軽減を行います。

第 30項 (3)(学校教育都生徒指導課)
「不登校」は「どの子にも起こりうる」という視点で、児童生徒の変化を見逃さないよう日

常の会話や観察、校内アンケート等をもとにした教育相談体制を充実させるなど、未然防止や

早期発見に努めています。

また、スクールカウンセラーやスクールノーシャルワーカー等の専門家の配置により、家庭

や関係機関と連携し、教職員と専門家で組織的に対応できる体制の構築を行つています。

第 31項 (学校教育部教育課程課)
児童生徒の読書習1贋の定着及び言語能力、情報活用能力等の育成を図るため、学校図書館の

役割として求められる3つの機能 (読書・学習・情報)を向上させ、市立図書館とも連携を深
めながら、環境整備、蔵書整備に向けた取組を進めます。

第 32項 (教職員人事部教職員企画課)
教育職員の業務量の適正な管理に関する文部科学大臣指針をふまえ、令和 2年 3月 に本市教
育職員の勤務時間の上限を教育委員会規則に規定しています。また教育職員の長時間勤務の改

善や子どもたちと向き合える環境の整備を行うため、堺市教職員働き方改革プランを推進して

います。
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番 号 陳情第 66号 所管局 市長公室

件 名 行政にかかる諸問題について

第 1項 (秘書部秘書課)(市民人権局人権部人権推進課)

旧統一教会の関連団体が関与する「ピースロー ド」については、不安や懸念を持たれる市民

がおられると認識しており、今後後援名義使用承認が申請されても、承認いたしません。

市として、今後は旧統一教会及び関連団体に後援名義の使用承認は行わず、関係を持たない

方針です。

第 2項 (政策企画部)(文化観光局観光部観光企画課)(産業振興局産業戦略部産業企画課)

本市の副首者Б推進本部への参画については、大阪府、大阪市と連携を図り、大阪全体の成

長・発展に向けた戦略等を検討し、本市の成長にうなげていくことを目的としたものです。同

本部への参画により、引き続き連携を強化し、本市における成長に向けた取組を推進していく

必要があると認識しています。

なお、カジノを含む統合型リゾー ト (IR)については、本市は IR誘致には関わつていま

せん。
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番 号 陳情第 66号 所管局 市政集中改革室

件 名 行政にかかる諸問題について

第 3項 (市政集中改革室)(建築都市局者臣卜未来創造部堺駅エリア整備担当)
本市の財政は、平成 28年度以降、恒常的な収支不足が生じ、令和 3年 2月 に公表した財政
収支見通しにおいて、近い将来に基金が枯渇することが見込まれる危機的な状況にあったこと

から、同年 2月 に「堺市財政危機宣言」を発出、同年 10月 には「堺市財政危機脱却プラン
(案 )」 を策定し、市政全般にわたる改革に取り組んでいます。

令和4年 2月 に公表した財政収支見通しでは、同プラン (案)の取組や市税等の増加などに
より大幅な収支改善が図られたものの、同プラン (案)の取組をすべて実施した場合において
も、なお依然として収支不足が続く厳しい財政状況にあることから、今後、プラン (案)の取
組を着実に推進し、また更なる取組の追加・具体化を図る必要があると考えています。
また、改革を実行していく中でも、魅力的な都市となるために必要な投資は積極的に行うこ

とで、人や投資を呼び込み、税収等の「稼ぐ力」をつけ、それにより住民サービスを充実させ

る好循環を生み出す持続可能な都市経営をめざし、取り組んでいきます。

なお、大浜北町市有地活用事業は、民間施設と公共施設を一体的に整備する事業として取り

組んでいます。

公共施設整備は工事に着手しており、民間施設については令和 4年 9月 に施工業者が決定
し、令和 6年末の完成に向けて進めています。
その中で土地貸付料については、現在事業者からの新型コロナウイルスの影響を理由とした

納付の履行期限猶予の申し出を受け猶予しています。今後新型コロナウイルスの状況を踏まえ

ながら、土地貸付料の納付について事業者と協議していきます。
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番 号 陳情第 66号 所管局 ICTイ ノベーション推進室

件 名 行政にかかる諸問題について

第 4項 (ICTイ ノベーション推進室)
マイナンバー制度は、行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平 。公正な社会を実現する

社会基盤として導入されており、各手続において申請書等へのマイナンバーの記入が法的に定

められている場合があります。

各手続において申請書等へのマイナンバーの記入が法的に定められている場合においては、

その旨を説明し、記入を求めますが、記入がない場合は、マイナンバー法第 14条第 2項に基
づく住民基本台帳ネットワークの利用などによリマイナンバーを確認します。

国が推進する健康保険証とマイナンバーカー ドの一体化は、マイナンバーカー ドを利用して

医療機関等を受診していただくことで、診療記録などをその場で引き出すことができるように

なり、データに基づいたより良い医療を受けられるようになることから、不可便性の向上につな

がるものと考えています。
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番 号 陳情第 66号 所管局 総務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 5項 (人事部人材開発課)(財政局契約都調達課)
本市においては、憲法に定める国民の権利や義務を十分に踏まえ日々 の業務にあたるよう、

職員に対して法律研修や人権研修を実施しています。また、公務員は全体の奉仕者であると規

定されていることから、堺市職員としてこのことを念頭に市政や業務にあたることは当然のこ

とであると認識しており、公務員倫理研修を通じてその徹底を図つています。今後も引き続き

職員研修の充実により、日本国憲法への理解を深め、市政や業務にいかせるよう努めます。

また、本市が発注する委託契約の受託者に対して、業務委託契約書のなかで、日本国の法令

遵守を規定しているところであり、これら関係法令の遵守について、引き続き徹底を図りま

丸
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番 号 陳情第 66号 所管局 財政局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 6項 (税務部税制課)

消費税率 (国 。地方)弓 1上げによる増収分は、社会保障
。税一体改革により、全て社会保障

に充てられています。消費税率 10%への引上げによる増収によつて、待機児童の解消、幼児
教育・保育の無償化など子育て世代の社会保障が充実し、全世代型への社会保障制度改革が進

んでいます。

以上のような趣旨を踏まえると、本市から国に意見を申し入れるべきではないと考えており

ます。

第 7項 (契約都契約課・調達課)(上下水道局サービス推進都事業サポー ト課)(産業振興局

産業戦田各都産業企画課)

本市では、予定価格 250万円以下の少額工事 。修繕案件については、登録の際に建設業許
可を要件とする建設工事に係る有資格者名簿からの選定に限定せず、業務委託・役務の提供に

係る有資格者名簿や、各局の判断によりこれらの名簿外の事業者を含めて独自で作成した事業

者名簿などからも選定を行つています。

このため、建設業許可を有していない事業者であつても、他の名簿等からの選定により小規

模な修繕等の契約が可能となることから、小規模工事希望者登録制度を導入しなくとも、市内

中小企業の受注機会の確保という目的を充足することができるものと考えています。

なお、入札参加有資格者名簿は本市が発注する工事、業務等の入札等に参加する資格を有す

る事業者を登録する制度によるものであり、市民の方が活用することを想定していませんが、

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令第 7条の規定に基づき、入札契約

事務の透明性確保の一環として、堺市ホームページ上に全ての方に閲覧できる形式で公表して

います。

また、小規模な住宅改修工事に対する補助制度、いわゆる住宅リフォーム助成制度について

は、一定の意義はあると考えていますが、特定業種支援についての公平
ケ陛や個人財産への公的

資金の導入の妥当性などの課題があると認識しています。

今後も競争性、公平性及び適正履行の確保に留意しつつ、地元企業の受注機会の確保に向け

た取組を推進します。
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番 号 陳情第 66号 所管局 財政局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 8項 (税務部税制課)

所得税法第 56条は、居住者の不動産所得、事業所得、山林所得に関し、当該事業に従事し
た同居親族等に支払つた給与については、その居住者の当該事業に係る各種の所得の金額の計

算上、必要経費に算入しないという規定です。

青色申告書を提出した場合は、所得税法第 57条に基づき、当該事業に従事した同居親族等
に支払つた給与も、一定の条件のもと経費に算定することが認められています。

所得税は国税であり、上記の内容を含む所得税法の改正については、その要否を含め、国会
において審議決定されるべき事柄であって、本市から賛否を表明すべき内容ではないと考えて

おります。
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番 号 陳情第 66号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 9項 (長寿社会部国民健康保険課)

平成 30年度から都道府県が財政運営の責任主体として国民健康保険の運営の中心的な役割
を担うことで財政運営の安定化を図り、制度の持続性を高めることを目的とした国民健康保険

制度改革が実施されました。これに伴い、大阪府は、法に基づく大阪府国民健康保険運営方針

を策定し、平成 30年度からの保険料率の統一などを定めました。
大阪府国民健康保険運営方針では、平成 30年度から令和 5年度まで最大 6年間は、各市町
村による激変緩和措置が認められており、本市においては、激変緩和措置期間中の保険料率に

ついて、基金からの繰入れを行うことなどにより、被保険者の負担が急激に増加することのな

いよう対応していきます。

また、この国民健康保険の都道府県単位化 (広域化)に伴い、毎年約 1, 700億円の公費
拡充が行われることとなつていますが、国民健康保険制度の財政基盤は依然として脆弱で不安

定であるため、本市としては、更なる公費拡充によつて、国民健康保険制度が抱える構造的な

問題の解決に必要な財政措置を講ずるよう、国に対して要望しているところです。

傷病手当金の支給については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止に資するため、

国から緊急的・特例的な措置として傷病手当金の支給に要した費用の企額について財政支援を

行う旨が示されたこと等を踏まえた特例的な措置として実施しているところです。

新型コロナウイルス感染症に限定しない形での傷病手当金制度については、国民健康保険に

は多様な就業形態の被保険者が加入しており、被保険者間の公平性等、様々な課題があると認

識しています。

第 10項 (長寿社会部国民健康保険課)
納付が困難な世帯については、可能な限り保険料の減免や猶予の制度をご活用いただき、ご

事情に応じた適正な納付額・納付計画となるよう、対応しています。

申請書類は、各世帯の状況に応じてイ呆険料負担をできる限り軽減するために必要な書類を提

出いただいておりますので、ご協力をお願いします。

第 11項 (長寿社会部国民健康保険課)
資格証明書及び短期被保険者証については、法令の規定に基づいて適正に発行しています

が、機械的一律の取扱いではなく、被保険者との面談の機会を確保し、個別の実情に基づいて

判断を行い、適切に対応しています。
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番 号 陳情第66号 所管局 産業振興局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 12項 (産業戦略都地域産業課・イノベーション投資促進室)
本市において小規模事業者は、市内企業の大多数を占めており、地域経済や雇用を支える極

めて重要な存在であると認識しております。

本市では、 (公財)堺市産業振興センターを中心に、市内中小企業の総合的支援を行つてい
ます。小規模事業者に対し、資金調達を円滑に進めるため、本市独自の無担保融資として大阪

信用保証協会が保証する「堺市中小企業振興資金融資 (市町村連携型)」 と「堺市中小企業設

備投資応援資金融資 (市町村連携型)」 を用意し、担保の拠出が難しい方でも利用しやすい融

資を提供しています。堺市産業振興センターが保証する融資として「堺市中小企業活力強化資

金融資」と「堺市創業者支援資金融資」を用意していますが、こちらの融資は、保証料を原則

本市が全額負担する制度を設けており、諸費用面でも利用しやすいものと考えております。そ

の他、多様な資金ニーズに対応するため種々の融資メニューを設けておりますが、今後とも、

中小企業者を取り巻く経済情勢と経営実態に即した利用しやすい融資制度の構築に努めてまい

ります。

また、経営改善に資するための相談窓口を設置し、労務管理をはじめ経営に関する諸問題の

解決及び指導に取り組んでいます。

加えて平成 30年度から、個人事業主を含む中小企業者が一定の要件を満たした場合、中小
企業等経営強化法に基づき、導入した先端設備の固定資産税が 3年間ゼロになる等の特例措置
がある「先端設備等導入計画」の認定を実施しています。

今後とも市内中小企業の持続的な発展に向けて、振興施策の強化に努めてまいります。
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番 号 陳情第 66号 所管局 建築都市局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 13項 (都市整備都区画整理担当)
黒山地区の渋滞対策としては、事業者との役割分担のもと、周辺主要交差点において、右左

折レーン増設などの交差点改良等を実施しました。

特に事業者においては、入場待ち車両が国道 309号をはじめ周辺道路に影響を及ぼさない
ように、施設への出入りは原則左折とした上で、駐車ゲー トを設けず敷地内通路に滞留させて

います。さらに周辺道路の混雑状況に応じた出入日の開閉も行つています。

また、周辺交差点などへの案内看板や誘導員の配置、ホームページや場内掲示による来店客

への周辺道路の交通状況案内を行い、適切な経路への誘導を実施しています。
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番 号 陳情第 66号 所管局 教育委員会事務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 14項 (総務部学務課)
就学援助については、準要保護者に対する国庫補助制度が廃止された中、援助内容の継続を

図るため、現在の認定基準で実施しています。
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番 号 陳情第 67号 所管局 市民人権局

件 名 人権施策について

第 1項 (人権都人権企画調整課 。人権推進課)(教育委員会事務局学校教育部学校保健体育

課 。人権教育課)

新型コロナウイルス感染症に関する差別やいじめ、誹謗中傷はもとより、職場や周りの方へ

の接種の強制、接種を受けていない人に差別的な扱いをすることは許されるものではありませ

ん。

令和 2年度に実施した第 8回堺市人権意識調査における「新型コロナウイアレスについての考

え方」では、「マスクをつけていない人はモラルが低い」という質問に対し、「そう思う
。どち

らかというとそう思う」に回答した人が74.9%で あり、差別や同調圧力につながるおそれ
があることがわかりました。

本市では、新型コロナウイルス感染症に関する人権への配慮について、広報さかいや堺市ホ

ームページヘの掲載に加え、ポスター掲示、動画配信、講演会における啓発などを実施してい

ます。

また、市立学校園に対しては、新型コロナウイルス感染症に付随して起こる偏見や差別につ

いて、教職員一人ひとりが人権侵害を起こさないという意識を改めて高めることや、新型コロ

ナウイルス感染症に対して、過乗Jに反応したり、打卜楡したりするような事象が起きないよう、

児童生徒等の発達段階に応じた指導を行うことを通知しています。

今後も、偏見にとらわれず、思いやりのある行動に努めていただけるよう、啓発活動を推進

します。
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番 号 陳情第 68号 所管局 健康福祉局

件 名 障害者施策の充実について

第 1項 (障害福祉部障害支援課)

入所施設における知的障害者の待機者数は、令和4年 3月 末時点で、 133人 となつていま
丸

現在、国では、障害福祉計画の基本理念として、入所施設からの地域生活への移行を掲げて

います。

このことを踏まえ、本市では、障害者の暮らしの場として、障害者の高齢化
。重度化が進ん

でも、住み
J贋れた地域で安心して暮らせるよう、グループホームの量的拡大と機能強化を進め

ています。

第 2項 (障害福祉都障害支援課)

第 6期堺市障害福祉計画において、グループホームの令和 5年度サービス見込量を1, 11

9人と設定しており、令和 3年度と比較すると115人増えています。これは、「新たに11
5人のグループホームをつくる」という目標値を示したものではなく、各年度のひと月当たり

の利用人数を見込みとして算定したものです。

なお、市内のグループホームの定員数は、令和元年度末939人、令和 2年度末 1, 096
人、令和 3年度末 1, 188人 と着実に増加しています。
また、「重度化」とは、加齢等による心身機能の低下により、従来からの障害に伴う生活上

の制約や制限が大きくなる状態を想定しています。

第 3項 (障害福祉部障害支援課)

緊急時対応事業は、障害者を在宅介護する者が緊急の事由により介護を行うことができなく

なった場合に、当該障害者に対し支援等の対応を行うことで、障害者が地域で安心して暮らし

続けられることを意図しているものです。

障害者本人のパニック等の事由にまで対象を拡充するにあたつては、協力事業所の体制確保

がさらに必要となることから、事業所等の意見も踏まえた上で検討する必要があると考えてい

ます。
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番 号 陳情第68号 所管局 健康福祉局

件 名 障害者施策の充実について

第4項 (障害福祉都障害支援課)
短期入所施設が満床で利用することができない場合に、本市と協定を締結した社会福祉法人
の短期入所事業所において、緊急用ベンドを2床確保してきましたが、同一日に2床とも利用
している日は年間で数日となっています。

一方で、短期入所は、自宅で介護する方が病気の場合などの場合に利用するほか、介護者の

レスパイ トサービスとしての役害1も担っていることからニーズが高く、希望する日に利用する

ことが難しいという声があります。

このような現状を踏まえ、令和 4年度は、市が確保している緊急用ベッドl床分の経費を計
上し、減じた 1床は社会福祉法人が日々の短期入所の受け入れとして効率的に活用できるよう
にしています。

今後は、国の制度も活用し、より多くの短期入所事業所に緊急時の受入粘毛能を担っていただ

けるよう見直しを行つているところです。

第 5項 (障害福祉部障害福祉サービス課)

本市では、障害のある方が自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、屋外

での移動が困難な方に射してガイ ドヘルパーが付き添いを行う移動支援事業において、通院に

かかる移動の介助等を利用できる仕組みを構築しています。

移動支援事業は、全国一律で実施している自立支援給付ではなく地域生活支援事業として市

町村が実施しており、現時点で移動支援の時間数を増やすことは困難な状況にありますが、限

りある財源の範囲内で最大限実施可能な時間数を設定していますので、ご理解をお願いしま

現

なお、慢性の疾病があり、医師の指示により定期的に通院を必要とするグループホームに入

居している方については、月 2回を限度に障害福祉サービスの居宅介護における通院等介助を
利用していただけます。

また、疾病によっては、月 2回を超えて通院が必要な場合もあることから、政令市 20市と
東京都で構成する21大者卜市心身障害者 (児)福祉主管課長会議を通じ国に対して、回数制限
を撤廃し、必要に応じて通院等介助の利用が可能となる取扱いに加え、移動支援事業を自立支

援給付の対象とし、市町村に超過負担が発生しないよう十分な財政措置を講じるよう要望して

います。
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番 号 陳情第 68号 所管局 健康福祉局

件 名 障害者施策の充実について

第 6項 (障害福祉部障害福祉サービス課)

移動支援事業は、全国一律で実施している自立支援給付ではなく地域生活支援事業として市

町村が実施しています。

本市では現在、ショー トステイと移動支援の併用を認めてはいませんが、移動支援事業は社

会生活上必要不可欠な外出だけではなく余暇活動や社会参加のためにも必要となることから、

よりよい制度となるよう他市の状況などを注視し研究を進めます。

また、ショー トステイを利用されている方に対する日中支援としては、就労継続支援などの

障害福祉サービスがありますが、本市では、日中活動後の夕方や日中活動サービスが休日の日

にも支援を受けることができるよう、政令市 20市と東京者[で構成する21大都市心身障害者
(児)福祉主管課長会議を通じ国に対して、余暇支援の創設を要望しています。

85





番 号 陳情第 69号 所管局 子ども青少年局

件 名 保育施策について

第 1項 (子育て支援部幼保推進課・待機児童対策室 。子ども青少年育成都子ども企画課)

第 2子の0歳児から2歳児の保育料無償化については、市の非常に厳しい財政状況の中、現

時点では、所得制限なしで実施することは困難な状況にあります。

また、保育施設等の利用申込者数については、ここ数年間は、横ばいの傾向にありますが、

コロナ禍の影響による申し込み控えがあつた可能性もあるため、今後の動向を注視していく必

要があると考えています。

なお、子育て世帯の人口誘導に関しては、大変重要な課題であると認識しており、今後も引

き続き、妊娠、出産、子育て、教育に至るまで切れめのない子育て支援の充実に努め、堺に居

住されている方や今後堺に居住される方にも、堺で子どもを産み育てたいと思つていただける

ような環境整備に取り組んでいきます。

第 2項 (子育て支援部幼保推進課)

令和 3年度の補助金の見直しについては、非常に厳しい財政状況の中で、これまでの在り方

を抜本的に見直す予算編成を行う必要があり、民間認定こども園・保育所運営補助金について

も、事業見直しせざるを得なかつたものです。また、令和 4年度においても、引き続き厳しい

財政状況であつたことから、同水準の予算計上となつたものです。

一方で、コロナ禍での業務負担増に対しては、国庫補助事業を活用した衛生用品の購入など

感染症予防対策に要する費用を補助する新型コロナウイルス感染症対策事業を昨年度に引き続

き実施しているほか、本市の独自施策として、新型コロナウイルス対応により増加した業務を

担うために必要な保育支援者を雇用する経費の補助なども実施しています。

今後とも、限りある財源の中、より効果的な補助制度となるよう取り組んでいきます。

第 3項 (子育て支援都幼保推進課 。幼保運営課)

保育士の確保については、潜在保育士の方への就職準備金の貸付のほか、求人求職登録サイ

ト「さかい保育人材情報ポータルサイ ト」を運営し、SNSを通じて求人情報や市の就職支援
施策等を効果的に発信する取組を行っています。

また、学生を対象に学内で実習や就職にあたつての各種相談会や保育の魅力を伝えるセミナ

ー等を開催するほか、養成施設と民間教育・保育施設を対象に、採用後の人材育成や定着を推

進することを目的に意見交流会も実施しており、これらの取組みを充実させることによつて、

より良い人材の確保に向けた支援を引き続き行います。

保育士の処遇改善については、国制度による職員の平均経験年数やキャリアアップの取組み

に応じた加算が設けられているほか、技能 。経験を積んだ職員に対する追加的な加算も設けら

れており、市も応分の負担をしています。なお、国に対しては、抜本的な処遇改善を国の責務

において実施するよう要望しているところです。
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番 号 陳情第 69号 所管局 子ども青少年局

件 名 保育施策について

第 4項 (子育て支援部幼保推進課)

抗原検査のキットの購入費については、国庫補助事業を活用した衛生用品の購入など感染症

予防対策に要する費用を補助する新型コロナウイルス感染症対策事業を昨年度に引き続き実施

しており、上限額の範囲内で購入経費として計上いただくことは可能となつています。

第 5項 (子育て支援部幼保推進課)

国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の拡充を受け、同交付金を活用し、

高齢者施設、障害者施設や教育・保育施設等に対し、電気・ガス、食料品の物価高騰に対応す

るための支援金を支給する予算を今回の議会に上程させていただいております。

第 6項 (子育て支援部幼保推進課・幼保運営課)
公立こども園では、使用済み紙おむつは保護者の方に持ち帰つていただいており、使用済み

紙おむつを園で処分する場合は、新たに処分費用がかかることから、保護者のみなさまのご意

見等もふまえ、おむつの処分に要する必要経費の積算、当該費用の負担方法、保管場所等につ

いて検討する必要があります。

なお、市内の民間園では、施設で処分している場合も多く、各施設において判断されていま

す。
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番 号 陳情第 70号 所管局 健康福祉局

件 名 児童発達支援センターの充実について

第 1項 (障害福祉部障害支援課)

職員配置につきましては、指定管理者に対して適正な職員配置を義務づけて実施しており、

今後も国基準を念頭に置き、適正な職員配置に努めていきます。

本施設の運営につきましては、現在、指定管理者を5年おきに指定しており、平成 31年 4

月から令和 6年 3月 まで堺市社会福祉事業団を指定しています。令和 6年度以降の指定につき

ましても、当該施設の特性を十分に踏まえ、関係課等と調整します。

第 2項 (障害福祉都障害支援課)

単独通園につきましては、令和元年度から4・ 5歳児の日数を週 1日 から週 2日 に増やして

います。

今後も、単独通園の日数につきましては、職員配置も含め指定管理者と協議していきます。

第 3項 (障害福社都障害支援課)

現在、児童発達支援センターでは 15名のセラピストを配置し、ジハビジを実施しており、

卒退園後につきましても、地域の小学校や障害児通所支援事業所と連携しながら、一定期間、

リハビジをご利用いただいています。

今後も、児童発達支援センターにおける療育の中で、より良いサービスを効率的に提供でき

るように、リハビリの実施時期や回数等について、引き続き、指定管理者と協議していきま

す。

第4項 (障害福祉部障害支援課)

令和元年度以降の指定管理料において、送迎バスの増車に伴うバス借上料と、添乗する保育

士の人件費の増額分を見込んで積算し、指定管理者において、平成 31年 4月 からジャンボタ

クシーを 1台増車しました。

また、送迎ルー トにつきましても、長時間乗車する園児ができる限り少なくなるように、指

定管理者において毎年見直しを行つています。

今後も、通園バスの運行につきましては、安全な運行を確保し、園児と保護者の皆さんにで

きる限り負担がかからないよう、引き続き検討していきます。

第 5項 (障害福祉都障害支援課)

堺市立南こどもジハビリテーションセンターの施設の老朽化等に伴う設備改修につきまして

は、必要性や緊急陛等を検討し、計画的に改修を進めているところです。

令和 4年度は、同センターの空気調和設備改修工事を予算化しています。

今後も同センターの設備改修につきましては、必要性や緊急性等を検討しながら計画的に進め

てまいります。
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番 号 陳情第 71号 所管局 子ども青少年局

件 名 児童自立支援施設について

第 1項 (子ども青少年育成部子ども家庭課)

購入した土地については、現在の社会情勢等を考慮し、今後の市政に資する活用方法を庁内

関係部局で検討しています。

第 2項 (子ども青少年育成都子ども家庭課)

子どもにとつて充実した支援が行える環境であるかどうかを優先に、児童自立支援施設の特

性 (入所児童は、性別や年令、入所に至る背景や顔見知りなど様々な事情を有しています。)

を考慮し、その児童にとつて最適な入所先を決定するため、堺市が措置する児童全員が大阪府

立施設に入所するものではなく、これは、堺市内に施設整備した場合でも同様の取扱いになる

と考えています。

なお、令和 6年 4月 以降の新たな大阪府への事務委託により児童の支援を予定しています

が、堺市として入所児童の支援に関わることは重要と考えています。

ついては、現在、大阪府立施設への堺市職員の派遣等について協議しており、入所児童の特

性や日常の状況を把握し、退所後の効果的な支援に繋げていきます。

令和 2年に厚生労働省が実施した F児童心理治療施設、児童自立支援施設の高機能化及び小

規模化 。多機能化を含めた在り方に関する調査研究」の報告書には、児童自立支援施設等の小

規模化 。多機能化等に係る今後の検討の必要性が示されていますが、国から通知や方針等は示

されていません。なお、国から通知や方針が発出された際には大阪府と協議します。

また、一時保護措置から施設入所措置に移行する際は、基本的に児童自立支援施設ではな

く、児童養護施設への入所となりますので、ご理解ください。
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番 号 陳情第 71号 所管局 子ども青少年局

件 名 児童自立支援施設について

第 3項 (子 ども相談所育成相談課・子ども青少年育成部子ども家庭課)
令和 5年 4月 より施行される児童相談所の管轄区域に係る参酌基準において、管轄区域内の

人口は、20万人から100万人までの範囲を目安とする趣旨から「基本としておおむね50
万人以下」と規定されました。参酌基準を踏まえ、児童虐待相談等によりきめ細かく対応して

いくための体制の在り方について検討を進めています。

人材育成については、毎年 4月 に児童福祉司任用前研修を行うほか、児童心理司を対象にし

た専門研修など、年間を通じて多様な職員研修を実施し、対人援助スキル等の研鑽に努めてい

ます。また、新任職員はできるだけベテラン職員とペアを組み、担当ケースヘの対応を通じて

助言を受けることで見立てる力を養つています。新規採用者や転課職員の経歴は様々で、経験

年数にも幅があるため、それぞれの強みを活かした人材育成の充実に努めます。

また、児童自立支援施設については、堺市の子どもたちの将来的に安定した最適な養育環境

をしっかり確保することを前提に、施設整備費用や将来的なランニングコストを考えて、より

効果的な手法として、令和 3年 1月 に大阪府と事務委託を継続することで合意しました。
ついては、大阪府立施設内において、新たな寮舎を令和 6年 4月 1日 に開所できるよう、大
阪府と協力しながら、事務委託継続のための寮舎整備等を進めていきます。
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番 号 陳情第 72号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 1項 (健康都健康医療政策課)

本市においては、堺市こども急病診療センターを西区に開設しています。小児科に従事する

医師数は年々増加傾向にあるものの、依然として休日、夜間帯における人材確保は厳しい状況

にあり、地区医療関係団体の協力を得て同センターを開設しています。限られた医療資源の中

で市民の皆様に適正な医療を提供できるよう地区医療関係団体と協力し体制の確保に取り組ん

でいます。

お住まいの地域によりましては、同センターが遠方となり、アクセス方法として電車 。バス

の乗り継ぎ等ご不便をおかけしますが、ご理解、ご協力の程お願いします。
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番 号 陳情第 72号 所管局 子ども青少年局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 2項 (1)(2)(子育て支援部幼保運営課)
公立認定こども園の民営化については、限られた財源のもと、多様化する保育需要に対応し

ながら、市民サービスの維持・向上を図るため、民間活力を導入するものです。現在、公立と

して存続させる施設は 12か所と公表しており、美原ひがしこども園をはじめ、その他の施設
は条件が整い次第、民営化を進めています。

民間移管にあたっては、保護者の皆様を対象としたアンケー ト調査の実施、引継ぎや共同教

育・保育を行うなど、教育 。保育の質の維持及び向上を図るように取り組んでいます。なお、

移管後については、本市職員が施設を訪問し、利用児童の様子や運営内容等について確認や指

導を行いながら、フォローアップも行つています。

美原ひがしこども園や美原区内のこども園の障害児の受入れについては、障害児や要配慮児

対応等への加配について、市独自の運営補助などを行つており、引き続き障害児を取り巻く環

境や保育ニーズ、周辺施設の状況なども勘案しながら、適切に確保できるように努めます。

第 2項 (3)(子ども青少年育成都子ども育成課)
病児保育施設がない美原区 。東区については、医療機関 (小児科)併設型の病児保育を実施
できる施設の確保が困難な状況であるため、平成 30年 3月 から市内全域をカバーする訪問型
の病児保育事業を実施しています。

令和 2年 3月 に策定しました「堺市子ども。子育て総合プラン (第 2期堺市子ども。子育て
支援事業計画)」 イこおいて、病児保育に係るニーズ量の将来推計に基づき、 5か所の施設と訪
問型にて病児保育を実施することで、ニーズ量を確保しておりますので、ご理解をお願いいた

します。

第 2項 (4)(子育て支援部幼保推進課)
第 2子のO歳児から2歳児の保育料無償化については、市の非常に厳しい財政状況の中、現
時点では、所得制限なしで実施することは困難な状況です。

なお、令和 3年度からは代替施策として、特に経済的負担の厳しい子育て世帯への支援を行
うことを目的に、年収 380万円未満相当世帯を対象とする所得制限を設けたうえで実施して
おり、令和4年度についても糸迷続して実施しています。

今後の財政状況を踏まえつつ、支援の在り方について検討してまいります。
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番  号 陳情第 72号 所管局 環境局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 3項 (環境事業部環境業務課)

本市では、各戸収集を推進しておりますが、狭あい道路や袋小路、私道等の理由で収集車両

が進入できないため、収集路線の道路上にごみ集積場所を設置・管理していただいている地域

もあります。

ご要望である小型の車両については、2tパ ッカー車に比べて非常に積載量が少ないため、
相当の人材・機材が必要となり、多額の費用がかかる課題もあります。抜本的な解消策ではあ

りますが、現在の厳しい財政状況の中では、非常に困難なものと考えております。
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番 号 陳情第 72号 所管局 建築都市局

件 名 行政にかかる諸問題について

第4項 (1)(交通部公共交通担当)
美原区では、一般の路線バスに加え、区域と北野田駅や初芝駅、新金岡駅とを結ぶ美原区域

路線バス4路線を運行しています。また、バス停から遠く、バスを利用しにくい地域では、地

域と北野田駅等とを結ぶ乗合タクシーを運行しています。

R元設路線の延伸に関しては、所要時間の増加に伴い、人員 。車両共に増備が必要となり、大

幅な費用負担が伴いますので慎重な判断が必要となります。
バスや鉄道など大量輸送を担う公共交通において、様々な利用者の希望するすべての目的地

に応じて、直通のバス路線を設定することは困難であり、目的地まで既存路線を乗り継いでご

利用頂くことにより、それぞれの路線を維持確保している現状となっています。

ご要望にあるさつき野及び平尾地域に関しては美原区役所にて既存の近鉄バス路線を乗り継

いでご利用いただけます。また、青南台地域においては、鉄道駅やバス停から離れた地域の方

の日常生活に必要な移動手段を確保することを目的に、堺市乗合タクシーを運行していますの

で、ご利用ください。

北野田線さつき野系統における土日ダイヤの21時 30分以降の増便については、人件費や
燃料費等が増加するため、それに見合う収入が確保できるかなどの課題もありますので、慎重

な判断が必要となります。

第4項 (2)(交通部公共交通担当)
堺市乗合タクシーの予約については、運行開始当初、乗車の 3時間前としておりましたが、
利用者の要望を踏まえ、委託事業者と調整し乗車の2時間前に短縮する改善を行つています。
乗車の2時間前までの予約については、予約を受けてから確実に配車するために必要な時間
を考慮し設定しており、 1時間前までの予約受付は困難です。

第4項 (3)(交通部公共交通担当)
本市では、以前、各区内を周回する「みはらふれあい号」を市の負担により運行していまし

たが、路線バスとの重複が多く、利用が低調であつたことなどから、平成 25年 6月 末口をも
つて廃上した経緯があります。
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番 号 陳情第 72号 所管局 建築者Б市局

件 名 行政にかかる諸問題にっいて

第 4項 (4)l者脱山味来創造部SMIプロジェクト推進担当)
本市では、堺者脱い都の移動利便性や回遊性の向上などをめざしたSMI(堺 。モビリティ・

イノベーシヨン)プロジェクトに取り組んでいます。その取組の一つとして、堺者脱い部と美原

をはじめとした市域東部の人流と地域の活性化、公共交通の利用促進などを目的として、堺者Б

心部と美原を直通の急行バスでつなぐ「SMI美原ライン」の導入をめざしています。
今回の実験は、その第一弾として、堺駅前から美原区役所前間において直通急行バスを運行

するものです。まずは実証実験により試験運行を行いながら、需要喚起に取り組むことが必要

であると考えており、実証実験の結果を踏まえ、SMI美原ラインの実現に向けて取り組みま
す。

第 5項 (都市整備部区画整理担当)

黒山地区の渋滞対策としては、ビバモール美原南インター及びららぽ―と堺の事業者との役

割分担のもと、周辺主要交差点において、右左折レーン増設などの交差点改良等を実施しまし

た。

特にららば―と堺においては、入場待ち車両が国道 809号をはじめ周辺道路に影響を及ば
さないように、施設への出入りは原則左折とした上で、駐車ゲー トを設けず敷地内通路に滞留

させています。さらに周辺道路の混雑状況に応じた出入日の開閉も行つています。

また、周辺交差点などへの案内看板や誘導員の配置、ホームページや場内掲示による来店客

への周辺道路の交通状況案内を行い、適切な経路への誘導を実施しています。
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番 号 陳情第 72号 所管局 建設局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 6項 (サイクルシティ推進部自転車環境整備課)
本市では自転車通行環境の整備について、令和 3年度末で総延長約 67kmの 整備を行って
きました。今年度は自転車ネットワーク路線や取組内容等を示した現行計画 (堺市自転車利用

環境計画)の見直しを行つています。なお、現行計画については、堺市ホームページにて公開
していますので、ご参照ください。

(堺市ホームページ :ト ップページ>く らしの情報>道路・交通・土木>サイクルシティ
堺)
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番 号 陳情第 72号 所管局 教育委員会事務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 7項 (1)(学校教育部支援教育課)(健康福祉局障害福祉部障害支援課)

支援学校については、現在、教育委員会事務局内に堺市立支援学校狭除化・老朽化問題解消

対策会議を設置し、関係各課で支援学校の状況を共有し、狭除化・老朽化の課題について検討

しています。その中で、上神谷支援学校の教室数や百舌鳥支援学校の立地状況など、諸課題の

整理を行い、年度内に考えをとりまとめたいと考えています。

堺市では現在、未就学の障害児の療育・訓練の場として南区に堺市立南こどもリハビジテー

ションセンターと西区に堺市立北こどもリハビリテーションセンターを設置しています。今後

もこの 2つのリハビジテーションセンターで未就学の障害児の療育・訓練に取り組みます。ま

た、令和 4年 11月 1日 現在、本市内で療育・訓練のサービスを提供している民間の障害児通

所支援事業所は151か所あり、うち美原区は6か所となっています。

第 7項 (2)(地域教育支援部放課後子ども支援課)

放課後児童対策等事業は、「堺市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例 (平成 26年条例第45号)」 に基づいた業務仕様書により委託し、市の事業として
実施しています。

運営については、民間事業者を活用し、放課後児童対策等事業をさらに充実するため、事業

者の実績、管理運営体制、人員確保や育成方策、運営プログラム等、総合的な運営内容を審査

し、よりすぐれた運営事業者の選定を行つています。

第 7項 (3)(学校教育都支援教育課 。学校管理部学校施設課)

本市では「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 (平成 18年法律第 91
号)」 イこ基づき、校舎の新築や改築等に合わせてエレベーター設置を行つています。現在のと

ころ、さつき野小学校 。さつき野中学校においてエレベーター設置の予定はありませんが、障

害のある児童生徒が安心して学校生活を送ることができるように、学級の状況や児童生徒の障

害の状況に鑑みながら、関係課と連携し、必要な措置を講じます。
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番 号 陳情第 78号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 1項 (1)(健康都健康医療政策課・保健所感染症対策課)

昨年度、本市においては、厚生労働省からの公立
。公的病院の再編統合など具体的対応方針

の再検証の要請について、再検証要請病院と選定された病院はありませんでした。今年度、厚

生労イ壼力省において再検証要請病院を選定するかどうかは未定です。

また、本市の公立病院である堺市立総合医療センターは、災害拠点病院や感染症指定医療機

関として位置付けられており、市民の命を守る基幹病院として、他の医療機関と協力しながら

医療提供体制の充実を図つています。

発熱外来については、医療機関にご協力いただき、本市でも多数の医療機関で発熱等の症状

を有する方の診療及びPCR検査等が可能な体制が整備されています。
また、検査体制については、衛生研究所における検査や医療機関における検査のほか、民間

検査機関のプール検査などの手法を活用することにより、6, 000件/日 の検体についても
効率的に検査できる体制を確保していますが、今後も継続した検査体制の確保が欠かせないと

考えており、衛生研究所を始め、医療関係機関や民間検査機関等と連携し、継続的に取り組ん

でいきます。

第 1項 (2)(保健所感染症対策課 。健康部健康医療政策課 。長寿社会部介護事業者課・障害

福祉都障害支援課)

医療機関における医療用物資について、感染状況によつては、各自で必要量を確保できない

事態も想定されるため、市内医療機関が市民に対して適切な医療を提供できるよう、本市にお

いてマスク・消毒液 。フェイスシール ド・防護月限。ゴーグルなどの医療用物資を一定量確保し

ています。

高齢者施設及び障害福祉サービス事業所等に対しては、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止やサービス提供の継続のため、マスクや消毒液等の衛生用品を配付したほか、市備蓄分

としてフェイスシール ドや防護服等を確保しており、クラスターなどの緊急時には、必要に応

じてマスクや消毒液とともに事業所等に速やかに供与しています。

また、検査キットについて、高齢者施設等で陽
サ陛者が発生した場合には、保健所でのPCR

検査や施設への抗原簡易キットを配付することで必要な検査を実施しています。

なお、医療機関に対しては、第 6波の感染拡大に伴う検査キット不足の際、大阪府が希望す

る医療機関に対し抗原簡易キットの有償配付を一時的に行いました。

今後も感染動向を注視し、必要な体制の確保に向けて、取り組んでいきます。
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番 号 陳情第 73号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 1項 (3)(健康部健康推進課・保健所感染症対策課)
重い病状の診療や子どもの定期予防接種などは「不要不急」ではなく、受診促進には、安
心 。安全に受診いただける環境づくりとその周知が必要であると考えています。これまでも広

報紙やホームページ、個別通知等を通じて周知を行つていますが、今後も機会を捉えて周夫日・

啓発を行つていきま坑

なお、各種検 (健)診を委託している医療機関にも、十分な感染予防対策をお願いするな
ど、安全に受診できる体制を整えています。

第 1項 (4)(長寿社会部国民健康保険課)
平成 30年度から都道府県が財政運営の責任主体として国民健康保険運営の中心的な役割を
担うことで財政運営の安定化を図り、制度の持続性を高めることを目的とした国民健康保険制

度改革が実施されました。これに伴い、大阪府は、法に基づく大阪府国民健康保険運営方針を

策定し、平成 30年度からの保「父料率の統一などを定めました。
大阪府国民健康保険運営方針では、平成 30年度から令和 5年度まで最大 6年間は、各市町
村による激変緩和措置が認められており、本市においては、激変緩和措置期間中の保険料率に
ついて、基金からの繰入れを行うことなどにより、被保険者の負担が急激に増加することのな
いよう対応していきます。

また、この国民健康保険の都道府県単位化 (広域化)に伴い、毎年約 1, 700億円の公費
拡充が行われることとなっていますが、国民健康保険制度の財政基盤は依然として脆弱で不安

定であるため、本市としては、更なる公費拡充によって、国民健康保険制度が抱える構造的な

問題の解決に必要な財政措置を講ずるよう、国に対して要望しているところです。

第 1項 (5)(長寿社会部国民健康保険課)
子育て世帯の経済的負担軽減の観点から、未就学児に係る均等割保険料の5割軽減措置制度
について令和4年度から導入されています。本市としては、国が示す対象年齢、減額割合によ
り実施していますが、子育て世帯の経済的負担軽減の観点から、対象となる年齢及び軽減割合
の国の財政負担による拡大を国に要望しています。
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番 号 陳情第 73号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 1項 (6)(長寿社会都国民健康保険課)
一部負担金の減免制度については、「大阪府国民健康保険運営方針」イこおいて府内統一基準

が定められたことを受けて、本市でも平成 30年度から府内統一基準を導入しました。

本市では、平成 29年度までは、減免対象となる世帯の基準として、入院療養を受ける場合

を除き、納期限が到来した保険料に未納がない世帯であることとの要件を設けていましたが、

府内統一基準の導入によつて当該要件を削除し、制度を利用できる対象を拡大しました。

一部負担金減免制度については、広報さかい、市ホームページ、「国保のしおり」等に掲載

するとともに、区役所窓口においても、制度の案内を行い、周知に努めています。今後も窓口

対応においては、市民目線に立って、親切で丁寧な説明を行うよう努めていきます。

第 1項 (7)(長寿社会都国民健康保険課)

国民健康保険法に基づき、被保険者資格証明書の交付を受けている世帯主が、災害その他の

政令で定める特別の事情があると認められるときは、市町村の判断により、被保険者証を交付

できることとなつています。

平成 21年 1月 20日 付け国通知においては、医療を受ける必要が生じ、かつ、医療費の一

時払いが困難である旨の申し出を行った場合は、特別の事情に準ずる状況にあると考えること

から、緊急的な対応として、市町村の判断により、短期被保険者証を交付することができると

示されています。

本市においても、法令や通知に基づき、個別の事情を十分に聴き取りをしたうえで、短期被

保険者証の交付を判断しています。

第 1項 (8)(長寿社会都国民健康保険課)

本市では、いわゆる証の留め置き運用は行つておらず、すべての被保険者に証をお送りして

います。資格証明書の発行については、法令の規定に基づいて行つていますが、発行に当たつ

ては、機械的一律の取扱いではなく、被保険者との面談の機会を確保し、個別の実情に基づい

て判断を行い、‖真重に対応しています。

第 1項 (9)(生活福祉部生活援護管理課)

無料低額診療事業は、社会福祉法に規定される事業であり、国が責任をもつて対応す
べきで

あると考えます。

本市といたしましては、保険調剤薬局も無料低額診療事業の対象にするよう、大者卜市民生主

管局長会議での提案事項にするなど、国に対する要望をあげているところです。
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番 号 陳情第 78号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 1項 (10)(長寿社会部国民健康保険課)
新型コロナウイルス感染症の影響による収入減少に対する保険料減免については、国の通知

に基づき対応しています。申請に際しては、新型コロナウイルス感染症の影響による収入減少
に対する保[父料減免と、従来の所得減少に係る保険料減免のうち、その額が大きい方を適用で

きるよう、必要な書類を提出いただいておりま丸

なお、申請時の負担軽減のため、新型コロナウイルス感染症の影響による収入減少に対する

保険料減免のみを希望し、従来の所得減少に係る保険料減免との比較を希望しない方について

は、比較に必要な書類の添付を不要としています。

第 2項 (1)(長寿社会部介護保険課)
介護保険制度は、その財源として、国・府 。市の公費負担割合、被保険者の保険料負担割合
が法令で定められており、介護サービスを受ける方が多くなると、介護費用も多くなり、公費

負担と保険料負担も増えることになります。

介護保険は、社会連帯による相互扶助を制度の根幹とすることや、給付と負担の関係を明確
にした保険制度であることから、被保険者の負担能力に応じて保険料負担を求めることとされ
ています。

第 8期介護保険事業計画期間 (令和 3～ 5年度)における第 1号被保険者の保険料につきま
しては、介護サービス利用者の増加に伴う介護給付費の増大などが見込まれることから増額改

定となりました。本市としましては、被保険者の負担能力に応じた、きめ細かな保険料段階区

分と料率の設定を行い 16段階としています。
介護保険の利用料につきましては、その負担があまり高額とならないように、高額介護サー

ビス費として自己負担の上限を設けています。その自己負担上限額については、世帯全員が市

民税非課税などの所得の低い方への配慮として、その上限額が低く設定されているところで

す。また、低所得で特に生計の維持が困難な方に対しましては、社会福祉法人が利用者負担の

軽減措置を実施しており、この軽減措置に対しましては、本市も応分の負担を行つています。

第 2項 (2)(長寿社会部介護保険課)
介護保険料は、高齢化の進展による給付費の増加に伴い改定を余儀なくされており、団塊の

世代がすべて 75歳以上の後期高齢者となる2025年 に向けて、さらに上昇が見込まれてい
ます。

本市におきましては、介護保険制度の安定的な運営を図るため、公費投入による所得の低い

方の保険料軽減策に加え、介護給付費の財源に占める国の負担割合を引き上げることにより、

第 1号被保険者の保険料の高騰を抑制する財政支援措置を講じるよう国に対して引き続き要望
していきます。
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番 号 陳情第 73号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 2項 (3)(長寿社会部長寿支援口呆)

介護予防 。日常生活支援総合事業については、従来からの介護予防訪問介護及び介護予防通

所介護と同等のサービスに加えて、市独自の基準によるサービスを実施しており、利用できる

サービスの選択肢を増やしています。今後も国の動向やサービス利用状況等を鑑み、サービス

の質を確保していきたいと考えています。

第 2項 (4)(長寿社会部介護保険課)

介護保険審査会につきましては介護保険法第 184条、地方自治法第202条の 3の規定に
基づき大阪府に設置、運営されています。

したがって、審査請求の受付や意見陳述については、大阪府介護保険審査会の運営となりま

すので、ご理解をお願いします。

第 2項 (5)(長寿社会部長寿支援課 。障害福祉部障害支援課)

力日齢性難聴については、本市においても相談窓口などで、コロナ禍によるマスク着用やアク

リルパネル設置の影響も加わり、「聴こえ」への武穏が課題となっています。

本市では、令和 3年度に老人福祉センター及び地域包括支援センターに加齢性難聴の方の

「聴こえ」をサポー トするスピーカーを設置しました。今後も、加齢性難聴に対する社会の理

解の促進に取り組み、あわせて、市内介護サービス施設等での生活支援機器の導入促進や、高

齢者を支援するケアマネジャーなど専門職の気づきを促し、医療受診や適切なケアにつながる

よう啓発していきます。

なお、加齢性難聴を含む聴覚障害による身体障害者手帳をお持ちの方につきましては、補装

具として、補聴器の購入に要する費用を助成する制度があります。また、身体障害者手帳をお

持ちでない加齢性難聴の方のネ甫聴器購入に係る公的補助制度の創設につきましては、他市と共

同し国へ提案していきます。

第 2項 (6)(長寿社会部長寿支援課)

堺市高齢者紙おむつ給付事業については、本市が給付していた給付上限額の9, 000円
が、令和 2年 12月 の事業見直し時点において、全国の政令指定者呂市平均概ね 6, 500円 と
比べて高い水準であつたこと、本市の財政が危機的な状況にある中で、他市よりも高い水準の

サービスを維持していくことが困難になつたことから、令和 8年 4月 に見直しを行いましたの

で、ご理解ください。
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番 号 陳情第 73号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 3項 (長寿社会部医療年金課)

本市の子ども医療費助成制度における一部自己負担額につきましては、平成 16年 11月 か
ら、大阪府の福祉医療費助成制度として府内統一で導入されているもので、 1医療機関当たり
月2日 を限度に各日500円までの負担をいただいています。
また、平成 18年 7月 診療分からは、 1か月碧たりの負担限度額を2, 500円 とする負担
の軽減を行い、これにより、複数の医療機関等に受診し、一部自己負担額の合計が対象者一人

につき 1か月当たり2, 500円 を超える場合においても、申請により2, 500円 を超えた
分については還付させていただいています。

このように、本市子ども医療費助成制度における一部自己負担額については、府内統一ルー

ルの基、実施しているため、完全無料化については、市単独では困難であると考えています。

第4項 (1)(障害福祉都障害支援課)
本市では、障害のある方の暮らしの場として、高齢化・重度化が進んでも、住み慣れた地域

で安心して暮らせるよう、生活基盤となるグループホームの量的な拡大と機能強化を進めてい

ます。

量的な拡大としては、新たなグループホームを整備する際に国庫補助金に上乗せをして整備

費を加算し、事業者負担の軽減を図つています。

また、機能強化としては、介護の度合や医療的ケアのニーズが高い重度障害者に対して、手

厚い支援体制ができるよう生活支援員の増員及び看護職員の配置に要する経費を補助していま

す。

グループホームにおいては、日常的に医療的ケアを必要とする重度障害者への支援体制の拡

充を図るため、補助対象に看護資格を有する生活支援員の加配に要する経費を追加 し、さらな

る機能強化を行つています。

そのほか、重度の障害のある方が安心して地域生活を送ることができるよう、ショー トステ

イにおいても、強度行動障害や重度心身障害がある方、医療的ケアを必要とする方を受入れた

場合に加算を実施するなど機能強化を図つています。

今後も、障害のある方が地域で安心して暮らし続けていくことのできる体制の確保に努めて

いきます。
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番 号 陳情第 73号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第4項 (2)(障害福祉部障害福祉サービス課)

障害福祉サービスは、障害者やその家族等の生活に欠かせないものであり、コロナ禍におい

ても十分な感染防止策を前提として、利用者に対して必要なサービスが安定的・継続的に提供

されることが重要と認識しています。

このことを踏まえ、本市では、国通知に基づき、放課後等デイサービス事業所や短期入所事

業所等がやむを得ず居宅等におけるサービスの提供を行う場合については、事前にその内容を

届け出ていただいた上で、本市が認めた場合は通常の報酬算定の対象としています。

また、本市が実施している移動支援事業についても、同様の取扱いとしています。

第4項 (3)(障害福祉部障害福祉サービス課)

本市では、国の制度を受けて障害福祉サービス糸区続支援事業として、通常のサービスの提供

時では想定されない、衛生物品の購入や職員の割増賃金などの「かかり増し経費」の補助を行

っています。

令和 4年度は当該年度に生じた経費だけではなく、令和 3年度に生じた経費で補助金を申請

できなかつた経費についても対象として補助を行つています。

また、令和4年度から事業所が施設内で適切な療養体制を確保できるよう、本市独自施策と

して実施している「施設内療養支援金」の支給額、支給要件を 1回 30万円から施設内療養者
1人当たり、 1日 につき3万円へと見直しています。
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番 号 陳情第 78号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 4項 (4)(保健所感染症対策課・障害福祉部障害施策推進課・障害支援課 。障害福祉サー
ビス課)

新型コロナウイルスワクチンの接種会場につきましては、身近な場所で接種していただける

よう、各区にそれぞれ 1か所以上の地域会場や医療機関の集団接種会場を設けているほか、か

かりつけ医等において接種していただける個別接種会場を整備しています。

集団接種会場におきましては、障害のある方が安心して利用していただけるよう、車いす移

動の際の動線の確保や必要に応じた筆談での対応を行つています。また、聴覚障害のある方に

おいては、手話通訳者・要約筆記者の個人派遣をご利用いただくことができます。

新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取扱い

では、接種会場まで移動する際の外出時の支援や接種会場における必要な援助について、障害

福祉サービスとして、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、移動支援の利用が可能

となつています。

また、生活介護事業所等の通所系サービス事業所内でのワクチン接種の実施が認められてい

ます。

さらに、本市では、障害福祉サービス事業所への調査等により把握したワクチン接種が困難

な障害者に対する訪問接種等の支援や従事者に対する先行接種など速やかなフクチン接種に努

めてきました。

なお、 12歳以上で 2回以上接種され、前回接種から3か月以上経過した方を対象にオミク
ロン株対応ワクチン接種を実施しています。

支援されている職員の方が対象者に該当する場合は、適切な時期に個別接種会場や集団接種

会場において接種いただくことができます。

第 4項 (5)(保健所感染症対策課 。障害福祉部障害施策推進課)
障害のある方の入院医療体制については、令和 2年 6月 19日付け厚生労働省新型コロナウ
イルス感染症対策本部事務連絡「今後を見据えた新型コロナウイルス感染症の医療提供体制整

備について」において、都道府県に対し、障害者等各々の障害特陛等を踏まえた受入医療機関

の整備や、コミュニケーション支援を始め入院中における障害特陛への配慮についての検討が

求められているところです。

入院、入所調整に際しては、障害の有無にかかわらず、患者それぞれの症状により優先順位

を付けざるを得ませんが、患者の方の障害特性に応じ、適切に対応できる病院または宿泊療養

施設に入所等できるよう、引き続き大阪府に対し要望していきます。
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番 号 陳情第 73号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第4項 (6)(障害福祉都障害施策推進課)

本市では、作業所への発注機会の拡大に向けた取組として、本市の各部局に対し、本市の優

先調達方針の趣旨を説明し、その趣旨を理解のうえ障害者就労支援施設等からの物品調達の推

進に協力してもらえるよう依頼するとともに、作業所で製作した製品の販売促進として、定期

的に市役所庁舎等でバザーを開催しています。なお、現在は、授産製品を製作する障害者施設

のネットワークが運営するアンテナションプパツセにおいて、インターネットや電子カタログ

を活用した販売もしています。

また、堺市立健康福祉プラザ授産活動支援センターでは、本市や民間企業等との受注・発注

のマンチング・コーディネー トやホームページ等を活用した情報発信、授産活動に取り組む事

業所の交流支援等を行い、工賃の向上に取り組んでいます。

今後につきましても、優先調達や福祉事業所の商品の販売への支援を継続してまいります。

第 5項 (1)(健康部健康推進課)

がん検診の無償化は、受診促進強化期間 (コ ロナ禍の受診控えを考慮し令和 4年度まで延

長)と して実施しているものです。

無償化の継続については、無償化の効果検証を行い、受診しやすい環境の整備に努め、受診

率向上のための効果的な施策を検討していきます。

第 5項 (2)(健康部健康推進課)

特定健康診査の検査項目は、メタボリックシンドロームに着目して設定しており、生活習慣

病の予防に有効とされる国が定めた項目を中心に実施しています。

また、心電図検査については、特定健康診査の結果、検査の実施基準に該当した方のうち、

医師が必要と判断した場合に実施しています。

受診券の発行については、医療機関において受診資格の確認が必要なため対象者に送付を行

っており、特定健康診査の受診方法や受診できる医療機関情報を掲載したパンフレットなどを

同封しています。対象者へわかりやすい案内をすることで特定健康診査の受診につながるよ

う、受診券の発行を行つておりますのでご理解をお願いします。

第 5項 (3)(健康都健康推進課)

各種検診につきましては、医師会や歯科医師会の協力を得て実施しており、市内の300件
以上の協力医療機関で受診でき、移動健診に比べ、受診者の都合のよい同時に受診いただけま

す。

今後も、受診者数の状況をみながら、検診を受けやすい環境づくりに取り組んでいきます。
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番 号 陳情第 73号 所管局 健康福祉局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 5項 (4)(保健所感染症対策課)
帯状疱疹フクチンにつきましては、帯状疱疹の疾病負荷、帯状疱疹フクチンの効果について

の議論が国において行われており、その定期接種化についての審議が現在も継続されていま

す。予防接種への支援については、本市としましては、国の動向を注視していきます。

第 6項 (1)(生活福祉部生活援護管理課)
生活保護の相談を受けた窓口が、懇切丁寧に生活保護制度や他法他施策の説明を行い、その

上で申請意思が明らかな方については保護申請書を交付させていただくことで、申請権を侵害

することのないよう法に基づいた適正な運用に努めています。

第 6項 (2)(生活福祉部生活援護管理課)
生活保護法において扶養義務の履行を期待できる扶養義務者のあるときは、その扶養を無護
に優先させることとなっています。基本的には、法に基づき運用してまいりますが、その取扱
いについては、慎重を期すべきことは当然であり、今後も本当に保護が必要な人が保護を受け

る妨げにならないよう1真重に対応してまいります。

第 6項 (3)(生活福祉都生活援護管理課)
厚生労働省からの通知で示されている通り、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて就労
が途絶えてしまった場合などには、自動車の保有や就労支援について個々の事情を勘案の上、

弾力的に運用してまいります。

第 6項 (4)(生活福祉部生活援護管理課)
ケースワーカーの人員配置については、適正な生活保護の実施を行うため、社会福祉法に基
づく「標準数」のケースワーカーを確保することが非常に重要であるという認識に立ち、正規

職員によるケースワーカーの増員に努めています。また、ケースワーカー業務の重要J性を十分

認識し、専門性確保の観点から福祉職採用を継続的に実施するとともに、ケースワーカーの質
の向上を図るため、各種研修を充実させるなど法令遵守の丁寧な窓日対応に努めてまいりま

す。
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番 号 陳情第 73号 所管局 子ども青少年局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 7項 (子ども青少年育成部子ども家庭課)(健康福祉局生活福祉部地域共生推進課)

本市では、堺市基本計画 2025の 重点戦略の施策として「厳しい環境にある子どもと家庭
への支援の充実」を掲げ、庁内の各事業所管課において関連する子どもの貧困対策を推進して

います。

令和 8年度からは、組織横断的な「子どもの未来応援チーム」を形成してより効果的な取組

の推進を図つており、ひとり親家庭の保護者への生活設計セミナーと子どもへの家庭教師の派

遣をセットにした「ひとり親家庭親と子のチャレンジ支援事業」、生活保護世帯の中高生等を

対象にした「学習と居場所づくり支援事業」、地域の多様な子ども食堂の取組をサポートする

「さかい子ども食堂ネットワーク構築事業」等を実施しています。

今後も、子どもの現在と将来が生まれ育った環境によって左右されることなく、貧困が世代

間で連鎖することのない社会の構築に向け、行政、教育、多様な支援機関、地域が連携した取

組を進めます。

第 8項 (子育て支援部幼保推進課 。待磯児童対策室)

保育士の処遇改善については、国の公定価格で、職員の平均経験年教やキャリアアップの取

組に応じた加算や、技能 。経験に応じた追加的な加算があり、本市も応分の負担を行うととも

に、国の公定価格を上回る職員配置が可能となるよう、市独自の運営補助を行つていま丸

さらに、保育補助者の雇上げに対する補助や、保育士の処遇改善や負担軽減、イ動きやすい職

場環境を整える取組を進めています。なお、国に対しては、抜本的な処遇改善を国の責務にお

いて実施するよう要望しています。

待機児童解消のため、認定こども園や小規模保育事業所の新設などにより、保育を必要とす

る児童に対する受入れ枠の整備などを進め、令和 3年・4年と2年連続で待機児童数ゼロを達

成しました。

今後も引き続き、保育需要の動向を見極めながら、必要な受入れ枠の確保に努めていきま

す。

第 9項 (子ども青少年育成部子ども家庭課)

本市では、児童手当法第 21条に基づき、滞納となっているこども園や保育所等の主食費・

副食費について、令和 3年度より申出徴収制度を導入しています。ただし、本制度は、児童手

当受給者が児童手当からの徴収を希望し申出書を提出した場合に限つて実施するもので、滞納

者全員から強制的に徴収するものではありません。
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番 号 陳情第 73号 所管局 環境局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 10項 (環境事業部環境事業管理課)
令和2年度から、これまでの粗大ごみのり,出支援に加え、生活ごみ、資源ごみ等のりF出サポ
ートを行う『ふれあいサポート収集』を実施しています。

生活ごみ、資源ごみ等については、自らごみを出すことが困難な単身者で、次の①②のいず

れかに該当し、かつ、③④のいずれかに該当する方 (同居者が高齢者 。年少者等で排出が困難

な場合を含む)を対象に、週 1回、玄関前で収集を行います。なお、2回連続してごみの排出
がない場合、利用者やホームヘルパー等へ連絡し、状況確認を行います。

①65歳以上の高齢者でホームヘルパーの介護を受けている方
②身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳のいずれかの交付を受けている方

③戸建住宅の場合は、通常の排出場所が玄関前でないこと

④集合住宅の場合は、オートロック等がなく、自宅階に行けるエレベータがなく、いつでもご

みを出せる集積場がないこと

対象者の条件については、粗大ごみ及び生活ごみ、資源ごみ等のふれあいサポー ト収集の実

施状況を踏まえ、課題や市民ニーズ等を把握し、市民の皆様が利用しやすい制度になるよう検

討します。
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番 号 陳情第 73号 所管局 産業振興局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 11項 (産業戦略都産業企画課)
本市では、事業者に対し、経営基盤の強化、新しい生活様式への対応促進、新たな販路開拓

への環境整備など、将来に渡つて事業継続を図ることができるよう、支援策を実施していま

坑

引き続き、市内事業者の状況の把握に努めながら、本市の支援策はもとより、国や府も含め

た様々な支援策の情報を迅速に分かりやすく提供し、活用していただくことにより、市内事業

者の事業継続の支援に努めます。
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番 号 陳情第 73号 所管局 建築者1市局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 12項 (交通部公共交通担当)(健康福祉局障害福祉部障害施策推進課 。生活福祉都地域共
生推進課)(子ども青少年局子ども青少年育成部子ども企画課)
おでかけ応援制度は、高齢者の社会参加と健康増進を促し、また、公共交通機関の利用促進

による維持確保を図ることを目的に、市内路線バスと阪堺電車において65歳以上の堺市民の
方を対象に 1乗車 100円 でご利用できる制度です。この制度趣旨に鑑み、子ども、障害者、
生活困窮者は対象としておりません。

市としましては、今後とも庁内及び事業者と連携しながら、公共交通の利用促進及び維持確

保に努めます。
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番 号 陳情第 73号 所管局 教育委員会事務局

件 名 行政にかかる諸問題について

第 13項 (1)(教職員人事部教職員人事課・学校教育都教育課程課 。学校管理部学校施設

課)

本市では現在、小学校において 1年生から3年生で 35人以下の学級編制、4年生から6年

生で「小学校教育支援加配教員」の配置により38人以下の学級編制を行つています。

少人数学級実現のためには、教員数の確保や、教室数の確保など、様々な課題があると認識

しており、国による法改正の内容をふまえ、本市の状況に則して検討し、対応します。

第 13項 (2)(総務部学務課)
就学援助については、準要保護者に対する国庫補助制度が廃止された中、援助内容の継続を

図るため、現在の認定基準で実施しています。

第 13項 (3)(学校管理部学校給食課)
学校給食に要する経費のうち、食材料費については、学校給食法に基づき保護者の方々のご

負担をお願いしています。学校給食費の無償化の実施は、多額の公費を伴うこととなり、限り

ある財源のなか、給食費の無償化を行うことは非常に困難であると考えています。

なお、令和 4年度 2学期の学校給食費無償化は、令和4年 4月 に、新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金に「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」力靖け設されたこ

とをふまえ、生活者支援として物価高騰等に直面する保護者の経済的負担を軽減することを目

的に実施しているものです。

第 13項 (4)(地域教育支援部放課後子ども支援課)

運営事業者の選定にあたつては、放課後児童対策等事業をさらに充実するため、事業者の実

績、管理運営体制、人員確保や育成方策、運営プログラム等、総合的な運営内容を審査し、よ

りすぐれた運営事業者の決定を行つています。

また、指導員の処遇改善については課題であると認識しており、個々のスキルアップやモチ

ベーション向上につながるよう引き続き予算の確保に努めます。

なお、本市では、待機児童解消のため、活動場所については専用教室のほか、国の基準を遵

守しつつ、学校の協力のもと、放課後に活動できる共用教室等の確保を行つています。その利

用方法については引き続き学校及び運営事業者と協議を行い、児童が安心安全にのびのびルー

ムを利用できる環境の提供に努めます。
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番 号 陳情第 74号 所管局 文化観光局

件 名 北区の文化ホールについて

(文化部文化課)

堺市では、堺市公共施設等総合管理計画において、文化ホールを含む公共施設について施設

の統廃合や再配置などによる公共施設の総量や配置の最適化に向けた検討を行つております

が、現在、北区に新たな文化施設を建設する予定はございません。北区には、講演会、研修

会、コンサー トなどの開催が可能な堺市産業振興センターが、また北区周辺には、サンスクエ

ア堺やフェニーチェ堺等がございます。

堺市内の文化施設では、備えているホールの客席数や諸室等は各施設で異なりますので、市

民をはじめ多くの皆さまには、用途に応じた施設のご利用をお願いしております。

近年、文化芸術を活用した子育て 。教育 。福祉等の様々な分野における社会的課題の解決が

求められていることから、関係団体と連携して、福祉施設、病院、地域会館、学校等などでの

アウトリーチ活動や動画配信などに取り組んでおり、文化施設内に限らず、市民の方々が文化

芸術に親しむことができる機会の充実に取り組んでいきたいと考えています。
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番 号 陳情第 75号 所管局 建築都市局

件 名 公共交通について

第 1項 (交通部公共交通担当)

バスや鉄道など大量輸送を担う公共交通において、様々な利用者の希望するすべての目的地

に応じて、バス路線を設定することは困難であり、目的地まで既存路線を乗り継いでご利用頂

くことにより、それぞれの路線を維持確保している現状となつています。

運行ダイヤや路線の設定などの運行計画に係る内容については、これまで地域などからのご

要望を受け、事業者とその事業の効果も含め、協議・調整を行つた結果、要望が実現し、利便

性が向上した事例もあります。城山台回り泉ヶ丘行きのバス路線を、南区役所近くを経由する

路線とすることにつきましては、引き続き当該地域を運行している南海バス株式会社にお伝え

していきます。

第 2項 (交通部公共交通担当)

交通事業者は、路面公共交通サービスの円滑かつ安全な提供を促進する役割を担つており、

本市はそれら公共交通の維持・確保に向けて、公共交通の利便性向上や利用促進を事業者と共

に取り組んでいく必要があると考えています。

本市ではこれまで、すべての人が利用しやすいノンステップバス及びバスロケーションシス

テムの導入補助による利便性向上、おでかけ応援制度の実施による利用促進に取り組んでいま

現

第 3項 (交通部公共交通担当)

本市では、以前、各区内を周回する「ふれあいバス」と「みはらふれあい号」を市の負担に

より運行していましたが、路線バスとの重複が多く、利用が低調であつたことなどから、平成

25年 6月 末日をもつて廃止した経緯があります。

第 4項 (交通部公共交通担当)

おでかけ応援制度は、高齢者の社会参加と健康増進を促し、また、公共交通機関の利用促進

による維持確保を図ることを目的に、市内路線バスと阪堺電車において65歳以上の堺市民の

方を対象に 1乗車 100円 でご利用できる制度です。
市としましては、今後とも庁内及び事業者と連携しながら、公共交通の利用促進及び維持確

保に努めま坑
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番 号 陳情第 76号 所管局 建築都市局

件 名 公共交通について

第 1項 (交通部交通政策担当)

交通政策基本法に基づき政府が策定する交通政策基本計画では、基本的方針として「誰も

が、より快適で容易に移動できる、生活に必要不可欠な交通の維持・確保」を掲げ、国、地方

公共団体、交通事業者、地域住民等の関係者が連携・協働して、地域の実情に応じた創意工夫

や努力を重ねることにより、あらゆる人の日常生活に必要な外出・移動を支える輸送サービス

を維持 。確保することとしています。

本市としても、人口減少や新型コロナウイルスの影響等により公共交通を取り巻く環境は厳

しい状況が続く中、公共交通の利便性向上や利用促進など、地域の社会生活・経済活動に不可

欠な公共交通の維持・確保に向けた取組を進めます。

第 2項 (交通部公共交通担当)(健康福祉局障害福祉部障害施策推進課・生活福祉部地域共生

推進課)(子 ども青少年局子ども青少年育成部子ども企画課)(市長公室政策企画部先進事業担

当)(泉北ニューデザイン推進室スマー トシティ担当)

おでかけ応援制度は、高齢者の社会参加と健康増進を促し、また、公共交通機関の利用促進

による維持確保を図ることを目的に、市内路線バスと阪堺電車において65歳以上の堺市民の

方を対象に 1乗車 100円でご利用できる制度です。この制度趣旨に鑑み、障害者、子ども、
生活困窮者は対象としておりません。

市としましては、今後とも庁内及び事業者と連携しながら、公共交通の利用促進及び維持確

保に努めます。

堺市乗合タクシーについては、これまで制度目的に沿つて利用者等から要望を受けた地域ヘ

の新たな停留所の追加や利便性向上を目的とした停留所の移設等の運行改善を行つています。

今後とも、委託事業者と協力しより良い制度となるよう努めます。

なお、泉北ニュータウン地域では、 SENBOKU New Designや SENBOKU
スマー トシテイ構想に基づき、本年 6月 に公民がイコールパー トナーとして立ち上げた SEN

BOKUス マー トシテイコンソーシアムが主体となり、泉北ニュータウン地域における移動課
題の解決に向け、オンデマンドバスを含めた次世代モビジティと公共交通が連携した便利で快

適な移動環境の構築をめざした取組を進めています。
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番 号 陳情第 76号 所管局 建築都市局

件 名 公共交通について

第 3項 (者脱い未来創造部 SMIプロジェクト推進担当)(建設局土木都土木監理課)
公共交通利用者は、新型コロナウイルスの影響を受けて減少傾向にあります。また、今後人
口減少・高齢化が一層進む中、需要の多い都市部の路線利用者が減少すれば市内の路線網全体
の維持が困難となるなど、経営環境のさらなる悪化が危惧されます。

さらに、自動運転技術が進展するほど乗用車の利便性が高まる傾向にあるため、自動運転社

会に対応した公共交通サービスの充実が不可欠です。

そのため、都市や交通、環境、観光、福祉等の様々な分野の連携した取組を通じ地域全体の

魅力や活力を高め、公共交通の維持 。増進を図ることが不可欠です。

こうした背景のもと、本市では各種の都心滑陛化施策と併せ、堺者卜い部を中心に様々な交通

施策、 ICT施 策等に取り組むSMIプ ロジェクトを進めています。このような取組を通じ
て、ウォーカブルで居心地が良い魅力的な都市空間の形成、バリアフリーな都市空間の実現な

どをめざしています。

SMI者膨いラインについては、堺駅～堺東駅間の公共交通について、自動運転などの先進技
術を活用したバリアフリーな移動環境の実現、快適性や安全 l′+_の向上などを図るものです。ま

た、各乗降場に次世代モビリティのポー トやデジタルサイネージを設置するなど、多様なニー

ズに対応したサービスと連携することで、公共交通の利用促進をめざします。

また、大小路歩道橋については、大小路橋交差点の形状や交通状況の特性を踏まえ、歩行者

等の一般道路利用者や通学路としての児童などの安全かつ円滑な横断、また自動車の円滑な交

通等を確保するために設置した立体横断施設です。また、高齢者や障がい者等の移動の円滑化
のためにエレベーターも設置しております。

第4項 l者臣い未来創造部 SMIプロジェクト推進担当)
本市では、堺都心部の移動利便性や回遊性の向上などをめざしたSMI(堺 。モビリティ・
イノベーション)プロジェクトに取り組んでいます。その取組の一つとして、堺者臣泌部と美原
をはじめとした市域東部の人流と地域の活性化、公共交通の利用促進などを目的として、堺都
心都と美原を直通の急行バスでつなぐ「SMI美原ライン」の導入をめざしています。
今回の実験は、その第一弾として、堺駅前から美原区役所前間において直通急行バスを運行

するものです。まずは実証実験により試験運行を行いながら、需要喚起に取り組むことが必要

であると考えており、実証実験の結果を踏まえ、SMI美原ラインの実現に向けて取り組みま
す。
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番 号 陳情第 76号 所管局 建築都市局

件 名 公共交通について

第 5項 (交通部公共交通担当)

交通事業者は、路面公共交通サービスの円滑かつ安全な提供を促進する役割を担つており、

本市はそれら公共交通の維持・確保に向けて、様々な要望や声について、その内容を検討し、

交通事業者と連携しながら可能な限り公共交通の利便性向上および利用促進を図つていく必要

があると考えています。

本市ではこれまで、すべての人が利用しやすいノンステップバス及びバスロケーションシス

テムの導入補助による利便性向上、おでかけ応援制度の実施による利用促進に取り組んでいま

す。

第 6項 (交通部公共交通担当)

本市内を運行している南海バス株式会社においては、 1回 目の精算から2回 目の精算が 2時

間以内であれば、交通系 ICカー ド、南海バス専用 ICカー ド「「なつち」 (昼間割引精算時を

除く)または「なんかいバスカー ド」 (一部バスカー ドを除く)を ご利用の方を対象に、バス

運賃を大人 1人につき50円 (小児は20円)割 り引くサービスを実施されています。また、

阪堺電車との乗り糸陛ぎに対しても、交通系 ICカー ドを利用した場合は同様のサービスを実施

されています。

第 7項 (交通部公共交通担当)

」R阪和線の津久野駅に快速を停車することについて、西日本旅客鉄道株式会社にお伝えし

たところ「列車の設定・編成につきましては、お客様のご利用状況等を調査し、総合的に判断

して決定しております。快速列車は都市間輸送の主力で所要時間をできるだけ短くできるよう

利用実態に合わせ運行しており、特定の区間の各駅への快速列車の停車は所要時間の増加につ

ながり輸送サービスの観点から困難と考えております。そのため、現在のところ、ご要望いた

だきましたような計画はございません。いただきました貴重なご意見を参考とし、また今後の

ご利用状況も踏まえ、よりご利用いただきやすいダイヤとなるよう努めてまいります。」との

ことです。

本市として快速の停車を含むダイヤ編成等につきましては、運行主体である事業者が需要予

測、採算性、運行効率性などを踏まえ経営判断して行うものと認識しておりますが、利用者の

利便性向上が図られるよう、鉄道事業者に働きかけます。
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番 号 陳情第 76号 所管局 建築者卜市局

件 名 公共交通について

第 8項 (交通部交通政策担当)
通学定期の値下げを含む運賃施策については、旅客需要や費用対効果などを踏まえ、鉄道事

業者各社において経営判断されるものと認識していますが、改めて要望があった内容について

は、鉄道事業者にお伝えします。

なお、泉北高速鉄道及び南海電鉄高野線を乗り継いで通学している方に対する通学定期運賃
の一部補助については、事業の目的に見合う効果が十分に認められなかつたことから令和 4年
3月 末をもつて廃止することとしたものです。

第 9項 (交通部交通政策担当)
人目減少 。少子高齢化に加え、新型コロナウイルス感染症の影響により、公共交通の利用者
が大きく減少し、交通事業が独立採算制を前提として存続することが困難となる中、国におい

ては、危機に直面する地域交通について、地域交通の持つ価値や役割を見つめ直すべく、「ア
フターコロナ時代に向けた地域交通の共創に関する研究会」や「アフターコロナに向けた地域
交通の「り・デザイン」有識者検討会」などにおいて、今後の地域交通のあり方について検討
が行われています。

本市としては、国等の動向を注視しながら、引き続き、市民等の皆様の移動手段の確保に向
け、取組を進めます。
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番 号 陳情第 76号 所管局 建設局

件 名 公共交通について

第 10項 (サイクルシティ推進都自転車環境整備課 。自転車企画推進課・土本部土木監理課)

(教育委員会事務局総務部学務課)

自転車通行環境の整備については、自転車利用者の多いエリア、自転車事故が多い箇所、来

訪者が多い地域等から優先的に整備を進める路線を選定し、令和 3年度末で約 67kmの 整備
が完了しております。歩道の整備については、速やかに安全対策を行うため、地域からの要望

を踏まえ、道路の幅員に応じて外側線を設置することや道路側溝に蓋を掛けることによる歩行

空間の確保などを行つています。

また、通学路については、各学校において毎年度当初に安全点検を実施し、改善が必要な箇

所があつた場合は、「堺市通学路交通安全プログラム」に基づき、速やかに学校、教育委員

会、自治会関係者、道路管理者、所轄警察署等の関係機関が連携し、道路状況に応じた安全確

保に取り組んでいます。

また、本市では、令和 3年に千葉県で発生した通学路における児童の交通事故を受け、同年

9月 から10月 の間に学校、教育委員会、自治会関係者、道路管理者、所轄警察署等が通学路

合同安全点検を実施し、随時、堺市ホームページ「通学路の安全確保への取組み」にその安全

対策状況を更新のうえ公表しています。

第 11項 (サイクルシティ推進都自転車企画推進課)

本市ではシェアサイクル事業を令和 2年 3月 から実証実験を行い、シェアサイクルが移動手

段の 1つとしての役害Jを担うことや回遊性の向上に寄与することなどの効果を確認できたこと

から、令和 4年 10月 から本格運用を開始しています。今後も引き続き、シェアサイクル運営

事業者と連携を図りながらポー トの新設
。増設、新たなエリアヘの拡充を進め、利用環境の充

実を図ります。

また、料金体系については、令和 4年 12月現在、利用開始 30分まで 130円、以降 (延
長)15分 ごとに 100円 の従量課金に加え、 1日 12時間を上限として 1, 800円の料金
設定をしております。
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番 号 陳情第 77号 所管局 建築都市局

件 名 公共交通について

第 1項 (交通都公共交通担当)

バスや鉄道など大量輸送を担う公共交通において、様々な利用者の希望するすべての目的地

に応じて、直通のバス路線を設定することは困難であり、目的地まで既存路線を乗り継いでご

利用頂くことにより、それぞれの路線を維持確保している現状となっています。

当該地域を運行している南海バス株式会社に確認したところ、コロナ禍で長期的に収入が戻

らず、既存路線の運行を維持することが非常に厳しい経営状況の中、バス路線新設について

は、新たに車両と乗務員を用意して運行するため、多額の費用が発生することなどから、事業

性・採算性を踏まえると困難とのことです。市としましては、ご要望について引き続き南海バ

ス株式会社にお伝えしていきます。

第 2項 (交通都公共交通担当)(健康福祉局障害福祉都障害施策推進課・生活福祉部地域共生

推進課)(子ども青少年局子ども青少年育成部子ども企画課 。子ども育成課)

おでかけ応援制度は、高齢者の社会参加と健康増進を促し、また、公共交通機関の利用促進

による維持確保を図ることを目的に、市内路線バスと阪堺電車において65歳以上の堺市民の

方を対象に 1乗車 100円でご利用できる制度です。この制度趣旨に鑑み、子ども、障害者、
妊帰、生活困窮者は対象としておりません。

市としましては、今後とも庁内及び事業者と連携しながら、公共交通の利用促進及び維持確

保に努めます。

第 3項 (交通都公共交通担当)

おでかけ応援バスは、バス利用にかかる通常運賃について「おでかけ応援カー ド」を提示す

ることにより1乗車 100円でご利用できる制度であり、バスの乗り継ぎに関してはバス事業
者の乗り継ぎ制度を前提としています。

南海バスにおいては、「バス乗り継ぎ制度については、元来 1つの系統であつたものを事業

計画変更時に分害1した際に、利用者の負担が増えないように導入したもので、当該制度が残つ

ている以外の路線に仮に導入したとしても、減収分を補う原資が無く営業収支の悪化が見込ま

れるため、検討はいたしかねます。」とのことです。

市としましては、今後とも事業者と連携しながら、公共交通の利用促進及び維持確保に努め

ます。
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番 号 陳情第 78号 所管局 建築都市局

件 名 堺環濠都市北部地区について

(都市計画部都市計画課 。者Б市景観室)

南部大阪者[市計画都市再開発の方針は、令和 3年 7月 に改定した堺市都市計画マスタープラ

ンの都市景観の方針の記載内容や拠点別構想を踏まえて変更しました。ご指摘の箇所について

は削除したのではなく、堺市都市計画マスタープランに基づき「環濠エリアは歴史的建造物や

まちなみの保全と活用、これらと調和した魅力ある景観形成を図る」に変更したもので、環濠

都市区域については、堺環濠者卜市北部地区街なみ環境整備事業計画に基づき、魅力ある景観形

成を図るべくまちなみ再生事業に取り組みます。
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番 号 陳情第 79号 所管局 教育委員会事務局

件 名 公立幼稚園について

第 1項 (教職員人事部教職員人事課・教育センター能力開発課)

公立幼稚園については、現状をふまえ、研究実践園としての役割や支援を要する子どもたち

が増えている状況等、園運営の課題を勘案し、適切な体制の整備に向け検討しています。

第 2項 (学校管理都学校給食課・学校施設課・教育センター能力開発課)

研究実践園として存置する公立幼稚園の園舎については、随時、必要な改修を行いながら、

堺市学校施設整備計画をふまえ、長寿命化改修等を含めた将来的な園舎の整備を検討します。

幼児期において、食べる喜びや楽しさ、食べ物への興味関心を通じて自ら進んで食べようと

する気持ちが育つよう、公立幼稚園では様々な機会を捉え食育を行つています。

現状の幼稚園では給食を想定した施設となっていませんが、幼稚園での給食も選択肢の一つ

であると考えています。
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番 号 陳情第 80号 所管局 教育委員会事務局

件 名 支援学校について

第 1項 (総務部学務課・学校教育部支援教育課)

支援学校では自主通学が困難な児童生徒ならびに保護者の負担軽減と通学途上の安全確保を

目的に、スクールバスを運行しています。令和 5年度は、スクールバスの増便を予定してお

り、これにより、増加する児童生徒への対応が可能となり、 1台あたり児童生徒乗車率の低減

ならびにコース見直しによる乗車時間の短縮等の効果も見込んでいます。

第 2項 (教職員人事部教職員人事課 。学校教育部支援教育課)

支援学校に通学する児童生徒の状況を把握し、必要に応じて関係各課が連携し、通学環境や

学習環境等を整えられるよう努めます。

第 3項 (学校教育部支援教育課・学校管理部学校施設課)

児童生徒数の増加に伴い特別教室、体育館、運動場での教育活動を工夫して行う必要が生じ

ること、今後、現在設置している特別教室を普通教室に転用する必要が生じることが狭除の状

況であると捉えています。狭い化に関しては、支援学校に通学する児童生徒数が増えているこ

とから、両支援学校の課題であり、老朽化に関しては百舌鳥支援学校に係る将来的な課題と考

えています。

第4項 (学校教育部支援教育課)

堺市として適正規模は示しておりませんが、支援学校の児童生徒が安心して学校生活を送る

ことができるよう、必要に応じて関係各課が連携し、対応に努めます。
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番 号 陳情第 81号 所管局 教育委員会事務局

件 名 学校給食について

第 1項 (学校教育部学校保健体育課 。学校管理都学校給食課)

文部科学省が示すマスク着用の考え方に基づき、本市では、身体的距離が確保できない屋内

で会話を行う場合はマスクの着用を推奨する、と学校へ周知しています。

また、堺市では「堺スタイル」において、食事や飲み会のとき「話す時はマスクを着けよ

う。」と示しています。

給食を喫食するときは、屋内で、身体的距離が確保できない状態です。この状態で会話を行

う場合は、マスクの着用を推奨することになりますが、喫食時はマスクを着用することができ

ませんので、感染対策として飛沫を飛ばさないようにするため、会話を行わないように学校ヘ

通知しています。

今後も、国や大阪府の動向、堺市の取組及び地域の感染状況を踏まえ、感染対策を必要に応

じて検討していきます。
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番 号 陳情第 82号 所管局 教育委員会事務局

件 名 放課後施策について

(地域教育支援部放課後子ども支援課)

平成 8年に発生した0157学童集団下痢症の教訓をふまえ、放課後児童対策等事業につい
ては、安全を第一に、全市統一した事業運営を実施しています。間食については、賞味期限を

守り、生菓子などの傷みやすいものは避け、個別包装による乾燥菓子など傷みにくいものを提

供することとし、食中毒等の事故が発生しないように細心の注意を払うよう、業務仕様書に規

定しています。
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番 号 陳情第 88号 所管局 教育委員会事務局

件 名 放課後施策について

第 1項 (地域教育支援都放課後子ども支援課)

運営事業者の選定にあたつては、放課後児童対策等事業をさらに充実するため、事業者の実

績、管理運営体制、人員確保や育成方策、運営プログラム等、総合的な運営内容を審査し、よ

りすぐれた運営事業者の決定を行つています。

なお、運営事業者の変更があつた場合には引継ぎを着実に行い、これまでの事業運営も活か

すことができるようにしています。

第 2項 (地域教育支援部地域教育振興課・放課後子ども支援課)
「外郭団体の見直しに向けた取組方針」 (令和 3年 3月 策定)、 「堺市財政危機脱却プラン

(案 )」 (令和 3年 10月 公表)において外郭団体の見直しの項目が示されていることから、民

間事業者の参入状況や成熟度合等もふまえ、民間事業者が安定的に全区を受託できるまでの

間、 (公財)堺市教育スポーツ振興事業団には、市の補完・代替機能を果たす外郭団体として

事業運営を担つてもらうよう、事業への参画のあり方を見直していくこととしています。

なお、実施事業についての変更は伴わないため、運営事業者の選定前に説明をする予定はあ

りませんが、選定後の運営事業者の変更につきましては、多くの保護者に周知できるよう、そ

の方法について検討します。

第 3項 (地域教育支援部放課後子ども支援課)

本事業は委託業務として実施していることから、運営事業者が雇用する指導員の雇用につい

ては、受託した運営事業者の裁量事項としています。

令和 5年度からの業務委託に係る業務仕様書においては、事業の安定運営を継続する観点か

ら、前受注者が雇用していた業務従事者の雇用について、当該業務従事者の意向をふまえ、受

注者及び前受注者が可能な限り協力するよう規定しています。

また、令和 5年 4月 1日 からの新たな事業者が事業をスムーズに開始できるよう、 (公財)

堺市教育スポーツ振興事業団とも連携し、十分な引継ぎが行えるよう努めます。

第4項 (地域教育支援都放課後子ども支援課)

タイルカーペットについては、劣化の程度に応じて対応しています。また、本市職員による

ルーム巡回時の現場確認等を行い、計画的な環境整備に努めます。
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番 号 陳情第 84号 所管局 教育委員会事務局

件 名 放課後施策について

第 1項 (地域教育支援都地域教育振興課・放課後子ども支援課)
「外郭団体の見直しに向けた取組方針」 (令和 3年 3月 策定)、 「堺市財政危機脱却プラン

(案 )」 (令和 3年 10月公表)において外郭団体の見直しの項目が示され、本市ホームページ

においても公表されていること、また、実施事業についても変更を伴わないことから、現在の

ところ保護者への説明は予定しておりません。

なお、運営事業者に変更があつた場合の説明の方法については、多くの保護者に周知できる

よう、その方法について検討します。

第 2項 (地域教育支援部放課後子ども支援課)

事業を業務委託していることから、仕様書及び提案書に基づく業務の履行確認については、

決算報告書ではなく、業務完了報告書の提出を毎月求め行つています。また、本市職員による

ルーム巡回により、現地での履行確認を行つています。引き続き適正な履行確認に努めます。

第 3項 (地域教育支援都放課後子ども支援課)

事業の安定運営を図るためには、指導員個々の専門的知識の習得や、経験に基づく技量の向

上が必要であると認識しています。このことから、継続的な研修体制や、何よりも人材を確保

するための処遇の改善が必要であると考えています。引き続き、個々のスキルアップやモチベ

ーション向上につながる取組の研究及び予算の確保に努めます。

第 4項、第 5項 (地域教育支援部放課後子ども支援課)

本市では、待機児童解消のため、活動場所については専用教室のほか、国の基準を遵守しつ

つ、学校の協力のもと、放課後に活動できる共用教室等の確保を行つています。また、学校に

よつて利用児童数が異なることから、当該校の状況に応じた工夫を行いながら活動を行つてい

ます。

なお、新型コロナウイルス感染症対策として、体調不良の児童を体ませることができる場所

については、各学校に配慮をお願いしています。

第 6項 (地域教育支援都放課後子ども支援課)

複数の放課後児童対策事業があることについては課題であり、事業を統一していく必要があ

ると認識しています。利用するすべての児童にとつてよりよいものとなるよう、事業の統一方

法やその進め方について検討を行つています。
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番 号 陳情第 85号 所管局 教育委員会事務局

件 名 放課後施策について

第 1項 (地域教育支援部放課後子ども支援課)

榎小学校における活動場所は専用教室 2室の他、共用教室として普通教室タイプの2室と家

庭科室を確保しており、共用教室が利用できない場合に備えて図書室も借用するなど、日々 の

出席児童数の状況に応じて活動できる場所の確保を行つています。

また、共用教室については、学校の教育活動においても使用することから、専用教室と同じ

仕様への整備はできませんが、共用教室内の備品の配置等について、学校の協力を求めていま

現

なお、指導員の処遇改善については課題であると認識しており、個々のスキルアップやモチ

ベーション向上につながるよう引き続き予算の確保に努めます。

第 2項、第 3項 (地域教育支援部放課後子ども支援課)

運営事業者の選定にあたつては、放課後児童対策等事業をさらに充実するため、事業者の実

績、管理運営体制、人員確保や育成方策、運営プログラム等、総合的な運営内容を審査し、よ

りすぐれた運営事業者の決定を行つています。

また、放課後児童対策事業の運営は、「堺市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例 (平成 26年条例第45号)」 イこ基づいた業務仕様書により委託している
ことから、運営事業者の変更に伴う業務内容の大きな変更はないものと考えています。

なお、運営事業者の変更後は引継ぎを着実に行い、これまでの事業運営も活かすことができ

るよう努めます。

本事業は委託業務として実施していることから、運営事業者が雇用する指導員の雇用につい

ては、受託した運営事業者の裁量事項としています。

令和 5年度からの業務委託に係る業務仕様書においては、事業の安定運営を継続する観点か

ら、前受注者が雇用していた業務従事者の雇用について、当該業務従事者の意向をふまえ、受

注者及び前受注者が可能な限り協力するよう規定しています。

引き続き、利用者や指導員のご意見も確認しながら、当該事業がより良いものとなるよう努

めます。
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